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特定非営利活動促進法 
（平成十年三月二十五日法律第七号） 

最終改正 令和二年十二月九日法律第七十二号 

第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること並びに運営組織及び事業活動が

適正であって公益の増進に資する特定非営利活動法人の認定に係る制度を設けること等により、ボラン

ティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進

し、もって公益の増進に寄与することを目的とする。 
（定義） 
第二条 この法律において「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特定

かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう。 
２ この法律において「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、次の

各号のいずれにも該当する団体であって、この法律の定めるところにより設立された法人をいう。 
一 次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。 

イ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 
ロ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。 

二 その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。 
イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでない

こと。 
ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。 
ハ 特定の公職（公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第三条に規定する公職をいう。以下同じ。）の

候補者（当該候補者になろうとする者を含む。以下同じ。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、

支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと。 
３ この法律において「認定特定非営利活動法人」とは、第四十四条第一項の認定を受けた特定非営利活

動法人をいう。 
４ この法律において「特例認定特定非営利活動法人」とは、第五十八条第一項の特例認定を受けた特定

非営利活動法人をいう。 

第二章 特定非営利活動法人 
第一節 通則 

（原則） 
第三条 特定非営利活動法人は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的として、その事業を行っ

てはならない。 
２ 特定非営利活動法人は、これを特定の政党のために利用してはならない。 
（名称の使用制限） 
第四条 特定非営利活動法人以外の者は、その名称中に、「特定非営利活動法人」又はこれに紛らわしい文

字を用いてはならない。 
（その他の事業） 
第五条 特定非営利活動法人は、その行う特定非営利活動に係る事業に支障がない限り、当該特定非営利

活動に係る事業以外の事業（以下「その他の事業」という。）を行うことができる。この場合において、

利益を生じたときは、これを当該特定非営利活動に係る事業のために使用しなければならない。 
２ その他の事業に関する会計は、当該特定非営利活動法人の行う特定非営利活動に係る事業に関する会

計から区分し、特別の会計として経理しなければならない。 
（住所） 
第六条 特定非営利活動法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。 
（登記） 
第七条 特定非営利活動法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 
２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもって第三者に対抗

することができない。 
（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の準用） 
第八条 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第七十八条の規定は、

特定非営利活動法人について準用する。 
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（所轄庁） 
第九条 特定非営利活動法人の所轄庁は、その主たる事務所が所在する都道府県の知事（その事務所が一

の指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をい

う。以下同じ。）の区域内のみに所在する特定非営利活動法人にあっては、当該指定都市の長）とする。 

第二節 設立 
（設立の認証） 
第十条 特定非営利活動法人を設立しようとする者は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところによ

り、次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出して、設立の認証を受けなければならない。 
一 定款 
二 役員に係る次に掲げる書類 

イ 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿をい

う。以下同じ。） 
ロ 各役員が第二十条各号に該当しないこと及び第二十一条の規定に違反しないことを誓約し、並び

に就任を承諾する書面の謄本 
ハ 各役員の住所又は居所を証する書面として都道府県又は指定都市の条例で定めるもの 

三 社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所

を記載した書面 
四 第二条第二項第二号及び第十二条第一項第三号に該当することを確認したことを示す書面 
五 設立趣旨書 
六 設立についての意思の決定を証する議事録の謄本 
七 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 
八 設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書（その行う活動に係る事業の収益及び費用の見込

みを記載した書類をいう。以下同じ。） 
２ 所轄庁は、前項の認証の申請があった場合には、遅滞なく、その旨及び次に掲げる事項をインターネ

ットの利用その他の内閣府令で定める方法により公表するとともに、同項第一号、第二号イ、第五号、

第七号及び第八号に掲げる書類（同項第二号イに掲げる書類については、これに記載された事項中、役

員の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの。第二号において「特定添付書類」という。）を、申請

書を受理した日から二週間、その指定した場所において公衆の縦覧に供しなければならない。 
一 申請のあった年月日 

 二 特定添付書類に記載された事項 
３ 前項の規定による公表は、第十二条第一項の規定による認証又は不認証の決定がされるまでの間、行

うものとする。 
４ 第一項の規定により提出された申請書又は当該申請書に添付された同項各号に掲げる書類に不備があ

るときは、当該申請をした者は、当該不備が都道府県又は指定都市の条例で定める軽微なものである場

合に限り、これを補正することができる。ただし、所轄庁が当該申請書を受理した日から一週間を経過

したときは、この限りでない。 
（定款） 
第十一条 特定非営利活動法人の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 目的 
二 名称 
三 その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 
四 主たる事務所及びその他の事務所の所在地 
五 社員の資格の得喪に関する事項 
六 役員に関する事項 
七 会議に関する事項 
八 資産に関する事項 
九 会計に関する事項 
十 事業年度 
十一 その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項 
十二 解散に関する事項 
十三 定款の変更に関する事項 
十四 公告の方法 

２ 設立当初の役員は、定款で定めなければならない。 
３ 第一項第十二号に掲げる事項中に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には、その者は、
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特定非営利活動法人その他次に掲げる者のうちから選定されるようにしなければならない。 
一 国又は地方公共団体 
二 公益社団法人又は公益財団法人 
三 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規定する学校法人 
四 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二十二条に規定する社会福祉法人 
五 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）第二条第六項に規定する更生保護法人 

（認証の基準等） 
第十二条 所轄庁は、第十条第一項の認証の申請が次の各号に適合すると認めるときは、その設立を認証

しなければならない。 
一 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。 
二 当該申請に係る特定非営利活動法人が第二条第二項に規定する団体に該当するものであること。 
三 当該申請に係る特定非営利活動法人が次に掲げる団体に該当しないものであること。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第

二号に規定する暴力団をいう。以下この号及び第四十七条第六号において同じ。） 
ロ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）若しくは

暴力団の構成員でなくなった日から五年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統

制の下にある団体 
四 当該申請に係る特定非営利活動法人が十人以上の社員を有するものであること。 

２ 前項の規定による認証又は不認証の決定は、正当な理由がない限り、第十条第二項の期間を経過した

日から二月（都道府県又は指定都市の条例でこれより短い期間を定めたときは、当該期間）以内に行わ

なければならない。 
３ 所轄庁は、第一項の規定により認証の決定をしたときはその旨を、同項の規定により不認証の決定を

したときはその旨及びその理由を、当該申請をした者に対し、速やかに、書面により通知しなければな

らない。 
（意見聴取等） 
第十二条の二 第四十三条の二及び第四十三条の三の規定は、第十条第一項の認証の申請があった場合に

ついて準用する。 
（成立の時期等） 
第十三条 特定非営利活動法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって成

立する。 
２ 特定非営利活動法人は、前項の登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をしたことを証する登記事項

証明書及び次条の財産目録を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 
３ 設立の認証を受けた者が設立の認証があった日から六月を経過しても第一項の登記をしないときは、

所轄庁は、設立の認証を取り消すことができる。 
（財産目録の作成及び備置き） 
第十四条 特定非営利活動法人は、成立の時に財産目録を作成し、常にこれをその事務所に備え置かなけ

ればならない。 
第三節 管理 

（通常社員総会） 
第十四条の二 理事は、少なくとも毎年一回、通常社員総会を開かなければならない。 
（臨時社員総会） 
第十四条の三 理事は、必要があると認めるときは、いつでも臨時社員総会を招集することができる。 
２ 総社員の五分の一以上から社員総会の目的である事項を示して請求があったときは、理事は、臨時社

員総会を招集しなければならない。ただし、総社員の五分の一の割合については、定款でこれと異なる

割合を定めることができる。 
（社員総会の招集） 
第十四条の四 社員総会の招集の通知は、その社員総会の日より少なくとも五日前に、その社員総会の目

的である事項を示し、定款で定めた方法に従ってしなければならない。 
（社員総会の権限） 
第十四条の五 特定非営利活動法人の業務は、定款で理事その他の役員に委任したものを除き、すべて社

員総会の決議によって行う。 
（社員総会の決議事項） 
第十四条の六 社員総会においては、第十四条の四の規定によりあらかじめ通知をした事項についてのみ、

決議をすることができる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。 
（社員の表決権） 
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第十四条の七 各社員の表決権は、平等とする。 
２ 社員総会に出席しない社員は、書面で、又は代理人によって表決をすることができる。 
３ 社員は、定款で定めるところにより、前項の規定に基づく書面による表決に代えて、電磁的方法（電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって内閣府令で定めるもの

をいう。第二十八条の二第一項第三号において同じ。）により表決をすることができる。 
４ 前三項の規定は、定款に別段の定めがある場合には、適用しない。 
（表決権のない場合） 
第十四条の八 特定非営利活動法人と特定の社員との関係について議決をする場合には、その社員は、表

決権を有しない。 
（社員総会の決議の省略） 
第十四条の九 理事又は社員が社員総会の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に

つき社員の全員が書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとして内閣

府令で定めるものをいう。）により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社員総会の決

議があったものとみなす。 
２ 前項の規定により社員総会の目的である事項の全てについての提案を可決する旨の社員総会の決議が

あったものとみなされた場合には、その時に当該社員総会が終結したものとみなす。 
（役員の定数） 
第十五条 特定非営利活動法人には、役員として、理事三人以上及び監事一人以上を置かなければならな

い。 
（理事の代表権） 
第十六条 理事は、すべて特定非営利活動法人の業務について、特定非営利活動法人を代表する。ただし、

定款をもって、その代表権を制限することができる。 
（業務の執行） 
第十七条 特定非営利活動法人の業務は、定款に特別の定めのないときは、理事の過半数をもって決する。 
（理事の代理行為の委任） 
第十七条の二 理事は、定款又は社員総会の決議によって禁止されていないときに限り、特定の行為の代

理を他人に委任することができる。 
（仮理事） 
第十七条の三 理事が欠けた場合において、業務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあるときは、

所轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、仮理事を選任しなければならない。 
（利益相反行為） 
第十七条の四 特定非営利活動法人と理事との利益が相反する事項については、理事は、代表権を有しな

い。この場合においては、所轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、特別代理人を選任しなけれ

ばならない。 
（監事の職務） 
第十八条 監事は、次に掲げる職務を行う。 
一 理事の業務執行の状況を監査すること。 
二 特定非営利活動法人の財産の状況を監査すること。 
三 前二号の規定による監査の結果、特定非営利活動法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若

しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを社員総会又は所轄庁に報告

すること。 
四 前号の報告をするために必要がある場合には、社員総会を招集すること。 
五 理事の業務執行の状況又は特定非営利活動法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。 

（監事の兼職禁止） 
第十九条 監事は、理事又は特定非営利活動法人の職員を兼ねてはならない。 
（役員の欠格事由） 
第二十条 次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。 
一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
二 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

二年を経過しない者 
三 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第三十二条の三第

七項及び第三十二条の十一第一項の規定を除く。第四十七条第一号ハにおいて同じ。）に違反したこと

により、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条

の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五
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年法律第六十号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執

行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 
四 暴力団の構成員等 
五 第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立

の認証を取り消された日から二年を経過しない者 
六 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの 

（役員の親族等の排除） 
第二十一条 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人を

超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の三分の一を超えて

含まれることになってはならない。 
（役員の欠員補充） 
第二十二条 理事又は監事のうち、その定数の三分の一を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充

しなければならない。 
（役員の変更等の届出） 
第二十三条 特定非営利活動法人は、その役員の氏名又は住所若しくは居所に変更があったときは、遅滞

なく、変更後の役員名簿を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 
２ 特定非営利活動法人は、役員が新たに就任した場合（任期満了と同時に再任された場合を除く。）にお

いて前項の届出をするときは、当該役員に係る第十条第一項第二号ロ及びハに掲げる書類を所轄庁に提

出しなければならない。 
（役員の任期） 
第二十四条 役員の任期は、二年以内において定款で定める期間とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 前項の規定にかかわらず、定款で役員を社員総会で選任することとしている特定非営利活動法人にあ

っては、定款により、後任の役員が選任されていない場合に限り、同項の規定により定款で定められた

任期の末日後最初の社員総会が終結するまでその任期を伸長することができる。 
（定款の変更） 
第二十五条 定款の変更は、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経なければならない。 
２ 前項の議決は、社員総数の二分の一以上が出席し、その出席者の四分の三以上の多数をもってしなけ

ればならない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限りでない。 
３ 定款の変更（第十一条第一項第一号から第三号まで、第四号（所轄庁の変更を伴うものに限る。）、第

五号、第六号（役員の定数に係るものを除く。）、第七号、第十一号、第十二号（残余財産の帰属すべき

者に係るものに限る。）又は第十三号に掲げる事項に係る変更を含むものに限る。）は、所轄庁の認証を

受けなければ、その効力を生じない。 
４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、都道府県又は指定都市の条例で定める

ところにより、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添付した申請書

を、所轄庁に提出しなければならない。この場合において、当該定款の変更が第十一条第一項第三号又

は第十一号に掲げる事項に係る変更を含むものであるときは、当該定款の変更の日の属する事業年度及

び翌事業年度の事業計画書及び活動予算書を併せて添付しなければならない。 
５ 第十条第二項から第四項まで及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。 
６ 特定非営利活動法人は、定款の変更（第三項の規定により所轄庁の認証を受けなければならない事項

に係るものを除く。）をしたときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、遅滞なく、当

該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて、その旨を所轄庁に届け出

なければならない。 
７ 特定非営利活動法人は、定款の変更に係る登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をしたことを証す

る登記事項証明書を所轄庁に提出しなければならない。 
第二十六条 所轄庁の変更を伴う定款の変更に係る前条第四項の申請書は、変更前の所轄庁を経由して変

更後の所轄庁に提出するものとする。 
２ 前項の場合においては、前条第四項の添付書類のほか、第十条第一項第二号イ及び第四号に掲げる書

類並びに直近の第二十八条第一項に規定する事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間は第

十条第一項第七号の事業計画書、同項第八号の活動予算書及び第十四条の財産目録、合併後当該書類が

作成されるまでの間は第三十四条第五項において準用する第十条第一項第七号の事業計画書、第三十四

条第五項において準用する第十条第一項第八号の活動予算書及び第三十五条第一項の財産目録）を申請

書に添付しなければならない。 
３ 第一項の場合において、当該定款の変更を認証したときは、所轄庁は、内閣府令で定めるところによ

り、遅滞なく、変更前の所轄庁から事務の引継ぎを受けなければならない。 
（会計の原則） 
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第二十七条 特定非営利活動法人の会計は、この法律に定めるもののほか、次に掲げる原則に従って、行

わなければならない。 
一 削除 
二 会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳すること。 
三 計算書類（活動計算書及び貸借対照表をいう。次条第一項において同じ。）及び財産目録は、会計簿

に基づいて活動に係る事業の実績及び財政状態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとすること。 
四 採用する会計処理の基準及び手続については、毎事業年度継続して適用し、みだりにこれを変更し

ないこと。 
（事業報告書等の備置き等及び閲覧） 
第二十八条 特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、都道府県又は指定都市の条例で定め

るところにより、前事業年度の事業報告書、計算書類及び財産目録並びに年間役員名簿（前事業年度に

おいて役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度

における報酬の有無を記載した名簿をいう。）並びに前事業年度の末日における社員のうち十人以上の者

の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面（以下「事業

報告書等」という。）を作成し、これらを、その作成の日から起算して五年が経過した日を含む事業年度

の末日までの間、その事務所に備え置かなければならない。 
２ 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、役員名簿及び定款等（定

款並びにその認証及び登記に関する書類の写しをいう。以下同じ。）を、その事務所に備え置かなければ

ならない。 
３ 特定非営利活動法人は、その社員その他の利害関係人から次に掲げる書類の閲覧の請求があった場合

には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧させなければならない。 
一 事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間は第十条第一項第七号の事業計画書、同項第

八号の活動予算書及び第十四条の財産目録、合併後当該書類が作成されるまでの間は第三十四条第五

項において準用する第十条第一項第七号の事業計画書、第三十四条第五項において準用する第十条第

一項第八号の活動予算書及び第三十五条第一項の財産目録。第三十条及び第四十五条第一項第五号イ

において同じ。） 
二 役員名簿 
三 定款等 

（貸借対照表の公告） 
第二十八条の二 特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、前条第一項の規定による前事

業年度の貸借対照表の作成後遅滞なく、次に掲げる方法のうち定款で定める方法によりこれを公告しな

ければならない。 
一 官報に掲載する方法 
二 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 
三 電子公告（電磁的方法により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供を受けることがで

きる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものをとる公告の方法をいう。以下この条において同

じ。） 
四 前三号に掲げるもののほか、不特定多数の者が公告すべき内容である情報を認識することができる

状態に置く措置として内閣府令で定める方法 
２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する貸借対照表の公告の方法として同項第一号又は第二号に掲

げる方法を定款で定める特定非営利活動法人は、当該貸借対照表の要旨を公告することで足りる。 
３ 特定非営利活動法人が第一項第三号に掲げる方法を同項に規定する貸借対照表の公告の方法とする旨

を定款で定める場合には、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ

ない場合の当該公告の方法として、同項第一号又は第二号に掲げる方法のいずれかを定めることができ

る。 
４ 特定非営利活動法人が第一項の規定により電子公告による公告をする場合には、前条第一項の規定に

よる前事業年度の貸借対照表の作成の日から起算して五年が経過した日を含む事業年度の末日までの間、

継続して当該公告をしなければならない。 
５ 前項の規定にかかわらず、同項の規定により電子公告による公告をしなければならない期間（第二号

において「公告期間」という。）中公告の中断（不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置か

れた情報がその状態に置かれないこととなったこと又はその情報がその状態に置かれた後改変されたこ

とをいう。以下この項において同じ。）が生じた場合において、次のいずれにも該当するときは、その公

告の中断は、当該電子公告による公告の効力に影響を及ぼさない。 
一 公告の中断が生ずることにつき特定非営利活動法人が善意でかつ重大な過失がないこと又は特定非

営利活動法人に正当な事由があること。 
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二 公告の中断が生じた時間の合計が公告期間の十分の一を超えないこと。 
三 特定非営利活動法人が公告の中断が生じたことを知った後速やかにその旨、公告の中断が生じた時

間及び公告の中断の内容を当該電子公告による公告に付して公告したこと。 
（事業報告書等の提出） 
第二十九条 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、毎事業年度一

回、事業報告書等を所轄庁に提出しなければならない。 
（事業報告書等の公開） 
第三十条 所轄庁は、特定非営利活動法人から提出を受けた事業報告書等（過去五年間に提出を受けたも

のに限る。）、役員名簿又は定款等について閲覧又は謄写の請求があったときは、都道府県又は指定都市

の条例で定めるところにより、これらの書類（事業報告書等又は役員名簿については、これらに記載さ

れた事項中、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの）を閲覧させ、又は謄写させなければ

ならない。 

第四節 解散及び合併 
（解散事由） 
第三十一条 特定非営利活動法人は、次に掲げる事由によって解散する。 
一 社員総会の決議 
二 定款で定めた解散事由の発生 
三 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 
四 社員の欠亡 
五 合併 
六 破産手続開始の決定 
七 第四十三条の規定による設立の認証の取消し 

２ 前項第三号に掲げる事由による解散は、所轄庁の認定がなければ、その効力を生じない。 
３ 特定非営利活動法人は、前項の認定を受けようとするときは、第一項第三号に掲げる事由を証する書

面を、所轄庁に提出しなければならない。 
４ 清算人は、第一項第一号、第二号、第四号又は第六号に掲げる事由によって解散した場合には、遅滞

なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。 
（解散の決議） 
第三十一条の二 特定非営利活動法人は、総社員の四分の三以上の賛成がなければ、解散の決議をするこ

とができない。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。 
（特定非営利活動法人についての破産手続の開始） 
第三十一条の三 特定非営利活動法人がその債務につきその財産をもって完済することができなくなった

場合には、裁判所は、理事若しくは債権者の申立てにより又は職権で、破産手続開始の決定をする。 
２ 前項に規定する場合には、理事は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならない。 
（清算中の特定非営利活動法人の能力） 
第三十一条の四 解散した特定非営利活動法人は、清算の目的の範囲内において、その清算の結了に至る

まではなお存続するものとみなす。 
（清算人） 
第三十一条の五 特定非営利活動法人が解散したときは、破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

理事がその清算人となる。ただし、定款に別段の定めがあるとき、又は社員総会において理事以外の者

を選任したときは、この限りでない。 
（裁判所による清算人の選任） 
第三十一条の六 前条の規定により清算人となる者がないとき、又は清算人が欠けたため損害を生ずるお

それがあるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権で、清算人を選任する

ことができる。 
（清算人の解任） 
第三十一条の七 重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権

で、清算人を解任することができる。 
（清算人の届出） 
第三十一条の八 清算中に就任した清算人は、その氏名及び住所を所轄庁に届け出なければならない。 
（清算人の職務及び権限） 
第三十一条の九 清算人の職務は、次のとおりとする。 
一 現務の結了 
二 債権の取立て及び債務の弁済 
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三 残余財産の引渡し 
２ 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることができる。 
（債権の申出の催告等） 
第三十一条の十 清算人は、特定非営利活動法人が第三十一条第一項各号に掲げる事由によって解散した

後、遅滞なく、公告をもって、債権者に対し、一定の期間内にその債権の申出をすべき旨の催告をしな

ければならない。この場合において、その期間は、二月を下ることができない。 
２ 前項の公告には、債権者がその期間内に申出をしないときは清算から除斥されるべき旨を付記しなけ

ればならない。ただし、清算人は、判明している債権者を除斥することができない。 
３ 清算人は、判明している債権者には、各別にその申出の催告をしなければならない。 
４ 第一項の公告は、官報に掲載してする。 
（期間経過後の債権の申出） 
第三十一条の十一 前条第一項の期間の経過後に申出をした債権者は、特定非営利活動法人の債務が完済

された後まだ権利の帰属すべき者に引き渡されていない財産に対してのみ、請求をすることができる。 
（清算中の特定非営利活動法人についての破産手続の開始） 
第三十一条の十二 清算中に特定非営利活動法人の財産がその債務を完済するのに足りないことが明らか

になったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を公告しなければならない。 
２ 清算人は、清算中の特定非営利活動法人が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財人に

その事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。 
３ 前項に規定する場合において、清算中の特定非営利活動法人が既に債権者に支払い、又は権利の帰属

すべき者に引き渡したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。 
４ 第一項の規定による公告は、官報に掲載してする。 
（残余財産の帰属） 
第三十二条 解散した特定非営利活動法人の残余財産は、合併及び破産手続開始の決定による解散の場合

を除き、所轄庁に対する清算結了の届出の時において、定款で定めるところにより、その帰属すべき者

に帰属する。 
２ 定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、清算人は、所轄庁の認証を得て、その財

産を国又は地方公共団体に譲渡することができる。 
３ 前二項の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する。 
（裁判所による監督） 
第三十二条の二 特定非営利活動法人の解散及び清算は、裁判所の監督に属する。 
２ 裁判所は、職権で、いつでも前項の監督に必要な検査をすることができる。 
３ 特定非営利活動法人の解散及び清算を監督する裁判所は、所轄庁に対し、意見を求め、又は調査を嘱

託することができる。 
４ 所轄庁は、前項に規定する裁判所に対し、意見を述べることができる。 
（清算結了の届出） 
第三十二条の三 清算が結了したときは、清算人は、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 
（解散及び清算の監督等に関する事件の管轄） 
第三十二条の四 特定非営利活動法人の解散及び清算の監督並びに清算人に関する事件は、その主たる事

務所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 
（不服申立ての制限） 
第三十二条の五 清算人の選任の裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 
（裁判所の選任する清算人の報酬） 
第三十二条の六 裁判所は、第三十一条の六の規定により清算人を選任した場合には、特定非営利活動法

人が当該清算人に対して支払う報酬の額を定めることができる。この場合においては、裁判所は、当該

清算人及び監事の陳述を聴かなければならない。 
第三十二条の七 削除 
（検査役の選任） 
第三十二条の八 裁判所は、特定非営利活動法人の解散及び清算の監督に必要な調査をさせるため、検査

役を選任することができる。 
２ 第三十二条の五及び第三十二条の六の規定は、前項の規定により裁判所が検査役を選任した場合につ

いて準用する。この場合において、同条中「清算人及び監事」とあるのは、「特定非営利活動法人及び検

査役」と読み替えるものとする。 
（合併） 
第三十三条 特定非営利活動法人は、他の特定非営利活動法人と合併することができる。 
（合併手続） 
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第三十四条 特定非営利活動法人が合併するには、社員総会の議決を経なければならない。 
２ 前項の議決は、社員総数の四分の三以上の多数をもってしなければならない。ただし、定款に特別の

定めがあるときは、この限りでない。 
３ 合併は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。 
４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、第一項の議決をした社員総会の議事録

の謄本を添付した申請書を、所轄庁に提出しなければならない。 
５ 第十条及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。 
第三十五条 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日から

二週間以内に、貸借対照表及び財産目録を作成し、次項の規定により債権者が異議を述べることができ

る期間が満了するまでの間、これをその事務所に備え置かなければならない。 
２ 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日から二週間以

内に、その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べるべきことを公告し、かつ、判明し

ている債権者に対しては、各別にこれを催告しなければならない。この場合において、その期間は、二

月を下回ってはならない。 
第三十六条 債権者が前条第二項の期間内に異議を述べなかったときは、合併を承認したものとみなす。 
２ 債権者が異議を述べたときは、特定非営利活動法人は、これに弁済し、若しくは相当の担保を供し、

又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業務を営む金融機関に相当

の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしてもその債権者を害するおそれがないときは、こ

の限りでない。 
第三十七条 合併により特定非営利活動法人を設立する場合においては、定款の作成その他特定非営利活

動法人の設立に関する事務は、それぞれの特定非営利活動法人において選任した者が共同して行わなけ

ればならない。 
（合併の効果） 
第三十八条 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人は、合併

によって消滅した特定非営利活動法人の一切の権利義務（当該特定非営利活動法人がその行う事業に関

し行政庁の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。 
（合併の時期等） 
第三十九条 特定非営利活動法人の合併は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立す

る特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地において登記をすることによって、その効力を生ずる。 
２ 第十三条第二項及び第十四条の規定は前項の登記をした場合について、第十三条第三項の規定は前項

の登記をしない場合について、それぞれ準用する。 
第四十条 削除 

第五節 監督 
（報告及び検査） 
第四十一条 所轄庁は、特定非営利活動法人（認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人

を除く。以下この項及び次項において同じ。）が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反

する疑いがあると認められる相当な理由があるときは、当該特定非営利活動法人に対し、その業務若し

くは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該特定非営利活動法人の事務所その他の施設に

立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 所轄庁は、前項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査をする職員に、同項の相当の理

由を記載した書面を、あらかじめ、当該特定非営利活動法人の役員その他の当該検査の対象となってい

る事務所その他の施設の管理について権限を有する者（以下この項において「特定非営利活動法人の役

員等」という。）に提示させなければならない。この場合において、当該特定非営利活動法人の役員等が

当該書面の交付を要求したときは、これを交付させなければならない。 
３ 第一項の規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなけ

ればならない。 
４ 第一項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 
（改善命令） 
第四十二条 所轄庁は、特定非営利活動法人が第十二条第一項第二号、第三号又は第四号に規定する要件

を欠くに至ったと認めるときその他法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又

はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該特定非営利活動法人に対し、期限を定めて、その

改善のために必要な措置を採るべきことを命ずることができる。 
（設立の認証の取消し） 
第四十三条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の規定による命令に違反した場合であって他の方法
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により監督の目的を達することができないとき又は三年以上にわたって第二十九条の規定による事業報

告書等の提出を行わないときは、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取り消すことができる。 
２ 所轄庁は、特定非営利活動法人が法令に違反した場合において、前条の規定による命令によってはそ

の改善を期待することができないことが明らかであり、かつ、他の方法により監督の目的を達すること

ができないときは、同条の規定による命令を経ないでも、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取り

消すことができる。 
３ 前二項の規定による設立の認証の取消しに係る聴聞の期日における審理は、当該特定非営利活動法人

から請求があったときは、公開により行うよう努めなければならない。 
４ 所轄庁は、前項の規定による請求があった場合において、聴聞の期日における審理を公開により行わ

ないときは、当該特定非営利活動法人に対し、当該公開により行わない理由を記載した書面を交付しな

ければならない。 
（意見聴取） 
第四十三条の二 所轄庁は、特定非営利活動法人について第十二条第一項第三号に規定する要件を欠いて

いる疑い又はその役員について第二十条第四号に該当する疑いがあると認めるときは、その理由を付し

て、警視総監又は道府県警察本部長の意見を聴くことができる。 
（所轄庁への意見） 
第四十三条の三 警視総監又は道府県警察本部長は、特定非営利活動法人について第十二条第一項第三号

に規定する要件を欠いていると疑うに足りる相当な理由又はその役員について第二十条第四号に該当す

ると疑うに足りる相当な理由があるため、所轄庁が当該特定非営利活動法人に対して適当な措置を採る

ことが必要であると認めるときは、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。 

第三章 認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人 
第一節 認定特定非営利活動法人 

（認定） 
第四十四条 特定非営利活動法人のうち、その運営組織及び事業活動が適正であって公益の増進に資する

ものは、所轄庁の認定を受けることができる。 
２ 前項の認定を受けようとする特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところに

より、次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出しなければならない。ただし、次条第一項第一

号ハに掲げる基準に適合する特定非営利活動法人が申請をする場合には、第一号に掲げる書類を添付す

ることを要しない。 
一 実績判定期間内の日を含む各事業年度（その期間が一年を超える場合は、当該期間をその初日以後一

年ごとに区分した期間（最後に一年未満の期間を生じたときは、その一年未満の期間）。以下同じ。）

の寄附者名簿（各事業年度に当該申請に係る特定非営利活動法人が受け入れた寄附金の支払者ごとに

当該支払者の氏名（法人にあっては、その名称）及び住所並びにその寄附金の額及び受け入れた年月

日を記載した書類をいう。以下同じ。） 
二 次条第一項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（前号に掲げる書類を除く。）及び第四十

七条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類 
三 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

３ 前項第一号の「実績判定期間」とは、第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人の直前に終

了した事業年度の末日以前五年（同項の認定を受けたことのない特定非営利活動法人が同項の認定を受

けようとする場合にあっては、二年）内に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から当該

末日までの期間をいう。 
（認定の基準） 
第四十五条 所轄庁は、前条第一項の認定の申請をした特定非営利活動法人が次の各号に掲げる基準に適

合すると認めるときは、同項の認定をするものとする。 
一 広く市民からの支援を受けているかどうかを判断するための基準として次に掲げる基準のいずれか

に適合すること。 
イ 実績判定期間（前条第三項に規定する実績判定期間をいう。以下同じ。）における経常収入金額（⑴

に掲げる金額をいう。）のうちに寄附金等収入金額（⑵に掲げる金額（内閣府令で定める要件を満た

す特定非営利活動法人にあっては、⑵及び⑶に掲げる金額の合計額）をいう。）の占める割合が政令

で定める割合以上であること。 
⑴ 総収入金額から国等（国、地方公共団体、法人税法（昭和四十年法律第三十四号）別表第一に

掲げる独立行政法人、地方独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び我が国が加

盟している国際機関をいう。以下この⑴において同じ。）からの補助金その他国等が反対給付を受

けないで交付するもの（次項において「国の補助金等」という。）、臨時的な収入その他の内閣府
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令で定めるものの額を控除した金額 
⑵ 受け入れた寄附金の額の総額（第四号ニにおいて「受入寄附金総額」という。）から一者当たり

基準限度超過額（同一の者からの寄附金の額のうち内閣府令で定める金額を超える部分の金額を

いう。）その他の内閣府令で定める寄附金の額の合計額を控除した金額 
⑶ 社員から受け入れた会費の額の合計額から当該合計額に次号に規定する内閣府令で定める割合

を乗じて計算した金額を控除した金額のうち⑵に掲げる金額に達するまでの金額 
ロ 実績判定期間内の日を含む各事業年度における判定基準寄附者（当該事業年度における同一の者か

らの寄附金（寄附者の氏名（法人にあっては、その名称）その他の内閣府令で定める事項が明らかな

寄附金に限る。以下このロにおいて同じ。）の額の総額（当該同一の者が個人である場合には、当該事

業年度におけるその者と生計を一にする者からの寄附金の額を加算した金額）が政令で定める額以上

である場合の当該同一の者をいい、当該申請に係る特定非営利活動法人の役員である者及び当該役員

と生計を一にする者を除く。以下同じ。）の数（当該事業年度において個人である判定基準寄附者と生

計を一にする他の判定基準寄附者がいる場合には、当該判定基準寄附者と当該他の判定基準寄附者を

一人とみなした数）の合計数に十二を乗じてこれを当該実績判定期間の月数で除して得た数が政令で

定める数以上であること。 
ハ 前条第二項の申請書を提出した日の前日において、地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）

第三十七条の二第一項第四号（同法第一条第二項の規定により都について準用する場合を含む。）に掲

げる寄附金又は同法第三百十四条の七第一項第四号（同法第一条第二項の規定により特別区について

準用する場合を含む。）に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人としてこれらの寄附金を定め

る条例で定められているもの（その条例を制定した道府県（都を含む。）又は市町村（特別区を含む。）

の区域内に事務所を有するものに限る。）であること。 
二 実績判定期間における事業活動のうちに次に掲げる活動の占める割合として内閣府令で定める割合が

百分の五十未満であること。 
イ 会員又はこれに類するものとして内閣府令で定める者（当該申請に係る特定非営利活動法人の運営又

は業務の執行に関係しない者で内閣府令で定めるものを除く。以下この号において「会員等」という。）

に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会員等相互の

交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価を得ないで行

われるものその他内閣府令で定めるものを除く。） 
ロ その便益の及ぶ者が次に掲げる者その他特定の範囲の者（前号ハに掲げる基準に適合する場合にあっ

ては、⑷に掲げる者を除く。）である活動（会員等を対象とする活動で内閣府令で定めるもの及び会員

等に対する資産の譲渡等を除く。） 
⑴ 会員等 
⑵ 特定の団体の構成員 
⑶ 特定の職域に属する者 
⑷ 特定の地域として内閣府令で定める地域に居住し又は事務所その他これに準ずるものを有する者 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 
ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

三 その運営組織及び経理に関し、次に掲げる基準に適合していること。 
イ 各役員について、次に掲げる者の数の役員の総数のうちに占める割合が、それぞれ三分の一以下で

あること。 
⑴ 当該役員並びに当該役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに当該役員と内閣府令で定める特殊

の関係のある者 
⑵ 特定の法人（当該法人との間に発行済株式又は出資（その有する自己の株式又は出資を除く。）の

総数又は総額の百分の五十以上の株式又は出資の数又は金額を直接又は間接に保有する関係その他

の内閣府令で定める関係のある法人を含む。）の役員又は使用人である者並びにこれらの者の配偶者

及び三親等以内の親族並びにこれらの者と内閣府令で定める特殊の関係のある者 
ロ 各社員の表決権が平等であること。 
ハ その会計について公認会計士若しくは監査法人の監査を受けていること又は内閣府令で定めるとこ

ろにより帳簿及び書類を備え付けてこれらにその取引を記録し、かつ、当該帳簿及び書類を保存して

いること。 
ニ その支出した金銭でその費途が明らかでないものがあることその他の不適正な経理として内閣府令

で定める経理が行われていないこと。 
四 その事業活動に関し、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 次に掲げる活動を行っていないこと。 
⑴ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成すること。 
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⑵ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対すること。 
⑶ 特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対すること。 
ロ その役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又は

これらの者と内閣府令で定める特殊の関係のある者に対し特別の利益を与えないことその他の特定の

者と特別の関係がないものとして内閣府令で定める基準に適合していること。 
ハ 実績判定期間における事業費の総額のうちに特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合又はこ

れに準ずるものとして内閣府令で定める割合が百分の八十以上であること。 
ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の百分の七十以上を特定非営利活動に係る事業費に充ててい

ること。 
五 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、当該書類（イ

に掲げる書類については、これらに記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いた

もの）をその事務所において閲覧させること。 
イ 事業報告書等、役員名簿及び定款等 
ロ 前条第二項第二号及び第三号に掲げる書類並びに第五十四条第二項第二号から第四号までに掲げる

書類及び同条第三項の書類 
六 各事業年度において、事業報告書等を第二十九条の規定により所轄庁に提出していること。 
七 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により利益を得、

又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと。 
八 前条第二項の申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後一年を超える期

間が経過していること。 
九 実績判定期間において、第三号、第四号イ及びロ並びに第五号から第七号までに掲げる基準（当該実

績判定期間中に、前条第一項の認定又は第五十八条第一項の特例認定を受けていない期間が含まれる場

合には、当該期間については第五号ロに掲げる基準を除く。）に適合していること。 
２ 前項の規定にかかわらず、前条第一項の認定の申請をした特定非営利活動法人の実績判定期間に国の

補助金等がある場合及び政令で定める小規模な特定非営利活動法人が同項の認定の申請をした場合にお

ける前項第一号イに規定する割合の計算については、政令で定める方法によることができる。 
（合併特定非営利活動法人に関する適用） 
第四十六条 前二条に定めるもののほか、第四十四条第一項の認定を受けようとする特定非営利活動法人

が合併後存続した特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人で同条第二項の申

請書を提出しようとする事業年度の初日においてその合併又は設立の日以後一年を超える期間が経過し

ていないものである場合における前二条の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 
（欠格事由） 
第四十七条 第四十五条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する特定非営利活動法人は、第四十四

条第一項の認定を受けることができない。 
一 その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 
イ 認定特定非営利活動法人が第六十七条第一項若しくは第二項の規定により第四十四条第一項の認

定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が第六十七条第三項において準用する同条

第一項若しくは第二項の規定により第五十八条第一項の特例認定を取り消された場合において、そ

の取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認

定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から五年を経過しないも

の 
ロ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日か

ら五年を経過しない者 
ハ この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反したことにより、

若しくは刑法第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第

二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、又は国税若しく

は地方税に関する法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付せず、若し

くはこれらの税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関する罪を定めた

規定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から五年を経過しない者 
ニ 暴力団の構成員等 

二 第六十七条第一項若しくは第二項の規定により第四十四条第一項の認定を取り消され、又は第六十七

条第三項において準用する同条第一項若しくは第二項の規定により第五十八条第一項の特例認定を取

り消され、その取消しの日から五年を経過しないもの 
三 その定款又は事業計画書の内容が法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反しているもの 
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四 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から三年を経過し

ないもの 
五 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から三年を経過しないもの 
六 次のいずれかに該当するもの 
イ 暴力団 
ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制の下にあるもの 

（認定に関する意見聴取） 
第四十八条 所轄庁は、第四十四条第一項の認定をしようとするときは、次の各号に掲げる事由の区分に

応じ、当該事由の有無について、当該各号に定める者の意見を聴くことができる。 
一 前条第一号ニ及び第六号に規定する事由 警視総監又は道府県警察本部長 
二 前条第四号及び第五号に規定する事由 国税庁長官、関係都道府県知事又は関係市町村長（以下「国

税庁長官等」という。） 
（認定の通知等） 
第四十九条 所轄庁は、第四十四条第一項の認定をしたときはその旨を、同項の認定をしないことを決定

したときはその旨及びその理由を、当該申請をした特定非営利活動法人に対し、速やかに、書面により

通知しなければならない。 
２ 所轄庁は、第四十四条第一項の認定をしたときは、インターネットの利用その他の適切な方法により、

当該認定に係る認定特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項を公示しなければならない。 
一 名称 
二 代表者の氏名 
三 主たる事務所及びその他の事務所の所在地 
四 当該認定の有効期間 
五 前各号に掲げるもののほか、都道府県又は指定都市の条例で定める事項 

３ 所轄庁は、特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものについて第四十

四条第一項の認定をしたときは、当該認定に係る認定特定非営利活動法人の名称その他の内閣府令で定

める事項を、その主たる事務所が所在する都道府県以外の都道府県でその事務所が所在する都道府県の

知事（以下「所轄庁以外の関係知事」という。）に対し通知しなければならない。 
４ 認定特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものは、第一項の規定によ

る認定の通知を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、次に掲げる書類を所轄庁以

外の関係知事に提出しなければならない。 
一 直近の事業報告書等（合併後当該書類が作成されるまでの間は、第三十四条第五項において準用す

る第十条第一項第七号の事業計画書、第三十四条第五項において準用する第十条第一項第八号の活動

予算書及び第三十五条第一項の財産目録。第五十二条第四項及び第五項において同じ。）、役員名簿及

び定款等 
二 第四十四条第二項の規定により所轄庁に提出した同項各号に掲げる添付書類の写し 
三 認定に関する書類の写し 

（名称等の使用制限） 
第五十条 認定特定非営利活動法人でない者は、その名称又は商号中に、認定特定非営利活動法人である

と誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。 
２ 何人も、不正の目的をもって、他の認定特定非営利活動法人であると誤認されるおそれのある名称又

は商号を使用してはならない。 
（認定の有効期間及びその更新） 
第五十一条 第四十四条第一項の認定の有効期間（次項の有効期間の更新がされた場合にあっては、当該

更新された有効期間。以下この条及び第五十七条第一項第一号において同じ。）は、当該認定の日（次項

の有効期間の更新がされた場合にあっては、従前の認定の有効期間の満了の日の翌日。第五十四条第一

項において同じ。）から起算して五年とする。 
２ 前項の有効期間の満了後引き続き認定特定非営利活動法人として特定非営利活動を行おうとする認定

特定非営利活動法人は、その有効期間の更新を受けなければならない。 
３ 前項の有効期間の更新を受けようとする認定特定非営利活動法人は、第一項の有効期間の満了の日の

六月前から三月前までの間（以下この項において「更新申請期間」という。）に、所轄庁に有効期間の更

新の申請をしなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により更新申請期間にその申請

をすることができないときは、この限りでない。 
４ 前項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までにその申請に対する処分がされ

ないときは、従前の認定は、同項の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なお効力を有す

る。 



119 
 

５ 第四十四条第二項（第一号に係る部分を除く。）及び第三項、第四十五条第一項（第三号ロ、第六号、

第八号及び第九号に係る部分を除く。）及び第二項、第四十六条から第四十八条まで並びに第四十九条第

一項、第二項及び第四項（第一号に係る部分を除く。）の規定は、第二項の有効期間の更新について準用

する。ただし、第四十四条第二項第二号及び第三号に掲げる書類については、既に所轄庁に提出されて

いる当該書類の内容に変更がないときは、その添付を省略することができる。 
（役員の変更等の届出、定款の変更の届出等及び事業報告書等の提出に係る特例並びにこれらの書類の閲

覧） 
第五十二条 認定特定非営利活動法人についての第二十三条、第二十五条第六項及び第七項並びに第二十

九条の規定の適用については、これらの規定中「所轄庁に」とあるのは、「所轄庁（二以上の都道府県の

区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人にあっては、所轄庁及び所轄庁以外の関係知事）に」

とする。 
２ 二以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人は、第二十五条第三項の定款

の変更の認証を受けたときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、遅滞なく、当該定

款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を所轄庁以外の関係知事に提出しなけれ

ばならない。 
３ 第二十六条第一項の場合においては、認定特定非営利活動法人は、同条第二項に掲げる添付書類のほ

か、内閣府令で定めるところにより、寄附者名簿その他の内閣府令で定める書類を申請書に添付しなけ

ればならない。 
４ 認定特定非営利活動法人は、事業報告書等、役員名簿又は定款等の閲覧の請求があった場合には、正

当な理由がある場合を除いて、これをその事務所において閲覧させなければならない。 
５ 認定特定非営利活動法人は、前項の請求があった場合において事業報告書等又は役員名簿を閲覧させ

るときは、同項の規定にかかわらず、これらに記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載の部

分を除くことができる。 
（代表者の氏名の変更の届出等並びに事務所の新設及び廃止に関する通知等） 
第五十三条 認定特定非営利活動法人は、代表者の氏名に変更があったときは、遅滞なく、その旨を所轄

庁に届け出なければならない。 
２ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人について、第四十九条第二項各号（第二号及び第四号を除く。）に

掲げる事項に係る定款の変更についての第二十五条第三項の認証をしたとき若しくは同条第六項の届出

を受けたとき、前項の届出を受けたとき又は第四十九条第二項第五号に掲げる事項に変更があったとき

は、インターネットの利用その他の適切な方法により、その旨を公示しなければならない。 
３ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人の事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内に新たに事

務所を設置する旨又はその主たる事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内の全ての事務所を

廃止する旨の定款の変更についての第二十五条第三項の認証をしたとき又は同条第六項の届出を受けた

ときは、その旨を当該都道府県の知事に通知しなければならない。 
４ 認定特定非営利活動法人は、その事務所が所在する都道府県以外の都道府県の区域内に新たに事務所

を設置したときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、第四十九条第四項各号に掲げる書類を、

当該都道府県の知事に提出しなければならない。 
（認定申請の添付書類及び役員報酬規程等の備置き等及び閲覧） 
第五十四条 認定特定非営利活動法人は、第四十四条第一項の認定を受けたときは、同条第二項第二号及

び第三号に掲げる書類を、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、同条第一項の認定の日

から起算して五年間、その事務所に備え置かなければならない。 
２ 認定特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、都道府県又は指定都市の条例で定めると

ころにより、次に掲げる書類を作成し、第一号に掲げる書類についてはその作成の日から起算して五年

間、第二号から第四号までに掲げる書類についてはその作成の日から起算して五年が経過した日を含む

事業年度の末日までの間、その事務所に備え置かなければならない。 
一 前事業年度の寄附者名簿 
二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 
三 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する

事項その他の内閣府令で定める事項を記載した書類 
四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類 

３ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、都道府県又は指定都市の条例で定めると

ころにより、遅滞なく、その助成の実績を記載した書類を作成し、その作成の日から起算して五年が経

過した日を含む事業年度の末日までの間、これをその事務所に備え置かなければならない。 
４ 認定特定非営利活動法人は、第四十四条第二項第二号若しくは第三号に掲げる書類又は第二項第二号

から第四号までに掲げる書類若しくは前項の書類の閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場
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合を除いて、これをその事務所において閲覧させなければならない。 
（役員報酬規程等の提出） 
第五十五条 認定特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、毎事業年

度一回、前条第二項第二号から第四号までに掲げる書類（同項第三号に掲げる書類については、資産の

譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項以外の事項を記載した書類に限る。）を所轄

庁（二以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人にあっては、所轄庁及び所

轄庁以外の関係知事。以下この条において同じ。）に提出しなければならない。ただし、前条第二項第二

号に掲げる書類については、既に所轄庁に提出されている当該書類の内容に変更がない場合は、この限

りでない。 
２ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、都道府県又は指定都市の条例で定めると

ころにより、前条第三項の書類を所轄庁に提出しなければならない。 
（役員報酬規程等の公開） 
第五十六条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人から提出を受けた第四十四条第二項第二号若しくは第三

号に掲げる書類又は第五十四条第二項第二号から第四号までに掲げる書類若しくは同条第三項の書類

（過去五年間に提出を受けたものに限る。）について閲覧又は謄写の請求があったときは、都道府県又は

指定都市の条例で定めるところにより、これを閲覧させ、又は謄写させなければならない。 
（認定の失効） 
第五十七条 認定特定非営利活動法人について、次のいずれかに掲げる事由が生じたときは、第四十四条

第一項の認定は、その効力を失う。 
一 第四十四条第一項の認定の有効期間が経過したとき（第五十一条第四項に規定する場合にあっては、

更新拒否処分がされたとき。）。 
二 認定特定非営利活動法人が認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人と合併をした場合に

おいて、その合併が第六十三条第一項の認定を経ずにその効力を生じたとき（同条第四項に規定する

場合にあっては、その合併の不認定処分がされたとき。）。 
三 認定特定非営利活動法人が解散したとき。 

２ 所轄庁は、前項の規定により第四十四条第一項の認定がその効力を失ったときは、インターネットの

利用その他の適切な方法により、その旨を公示しなければならない。 
３ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものについて第

一項の規定により第四十四条第一項の認定がその効力を失ったときは、その旨を所轄庁以外の関係知事

に対し通知しなければならない。 

第二節 特例認定特定非営利活動法人 
（特例認定） 
第五十八条 特定非営利活動法人であって新たに設立されたもののうち、その運営組織及び事業活動が適

正であって特定非営利活動の健全な発展の基盤を有し公益の増進に資すると見込まれるものは、所轄庁

の特例認定を受けることができる。 
２ 第四十四条第二項（第一号に係る部分を除く。）及び第三項の規定は、前項の特例認定を受けようとす

る特定非営利活動法人について準用する。この場合において、同条第三項中「五年（同項の認定を受け

たことのない特定非営利活動法人が同項の認定を受けようとする場合にあっては、二年）」とあるのは、

「二年」と読み替えるものとする。 
（特例認定の基準） 
第五十九条 所轄庁は、前条第一項の特例認定の申請をした特定非営利活動法人が次の各号に掲げる基準

に適合すると認めるときは、同項の特例認定をするものとする。 
一 第四十五条第一項第二号から第九号までに掲げる基準に適合すること。 
二 前条第二項において準用する第四十四条第二項の申請書を提出した日の前日において、その設立の

日（当該特定非営利活動法人が合併後存続した特定非営利活動法人である場合にあっては当該特定非

営利活動法人又はその合併によって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日、当

該特定非営利活動法人が合併によって設立した特定非営利活動法人である場合にあってはその合併に

よって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日）から五年を経過しない特定非営

利活動法人であること。 
三 第四十四条第一項の認定又は前条第一項の特例認定を受けたことがないこと。 

（特例認定の有効期間） 
第六十条 第五十八条第一項の特例認定の有効期間は、当該特例認定の日から起算して三年とする。 
（特例認定の失効） 
第六十一条 特例認定特定非営利活動法人について、次のいずれかに掲げる事由が生じたときは、第五十
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八条第一項の特例認定は、その効力を失う。 
一 第五十八条第一項の特例認定の有効期間が経過したとき。 
二 特例認定特定非営利活動法人が特例認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人と合併をし

た場合において、その合併が第六十三条第一項又は第二項の認定を経ずにその効力を生じたとき（同

条第四項に規定する場合にあっては、その合併の不認定処分がされたとき。）。 
三 特例認定特定非営利活動法人が解散したとき。 
四 特例認定特定非営利活動法人が第四十四条第一項の認定を受けたとき。 

（認定特定非営利活動法人に関する規定の準用） 
第六十二条 第四十六条から第五十条まで、第五十二条から第五十六条まで並びに第五十七条第二項及び

第三項の規定は、特例認定特定非営利活動法人について準用する。この場合において、第五十四条第一

項中「五年間」とあるのは「三年間」と、同条第二項中「五年間」とあるのは「三年間」と、「その作成

の日から起算して五年が経過した日を含む事業年度」とあるのは「翌々事業年度」と、同条第三項中「五

年が経過した日を含む事業年度の末日」とあるのは「第六十条の有効期間の満了の日」と、第五十六条

中「五年間」とあるのは「三年間」と読み替えるものとする。 

第三節 認定特定非営利活動法人等の合併 
第六十三条 認定特定非営利活動法人が認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人と合併をした

場合は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人は、その合

併について所轄庁の認定がされたときに限り、合併によって消滅した特定非営利活動法人のこの法律の

規定による認定特定非営利活動法人としての地位を承継する。 
２ 特例認定特定非営利活動法人が特例認定特定非営利活動法人でない特定非営利活動法人（認定特定非

営利活動法人であるものを除く。）と合併をした場合は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併に

よって設立した特定非営利活動法人は、その合併について所轄庁の認定がされたときに限り、合併によ

って消滅した特定非営利活動法人のこの法律の規定による特例認定特定非営利活動法人としての地位を

承継する。 
３ 第一項の認定を受けようとする認定特定非営利活動法人又は前項の認定を受けようとする特例認定特

定非営利活動法人は、第三十四条第三項の認証の申請に併せて、所轄庁に第一項の認定又は前項の認定

の申請をしなければならない。 
４ 前項の申請があった場合において、その合併がその効力を生ずる日までにその申請に対する処分がさ

れないときは、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人は、

その処分がされるまでの間は、合併によって消滅した特定非営利活動法人のこの法律の規定による認定

特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動法人としての地位を承継しているものとみなす。 
５ 第四十四条第二項及び第三項、第四十五条、第四十七条から第四十九条まで並びに第五十四条第一項

の規定は第一項の認定について、第五十八条第二項において準用する第四十四条第二項及び第三項、第

五十九条並びに前条において準用する第四十七条から第四十九条まで及び第五十四条第一項の規定は第

二項の認定について、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えその他これらの規定

の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

第四節 認定特定非営利活動法人等の監督 
（報告及び検査） 
第六十四条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動法人（以下「認定特定非営

利活動法人等」という。）が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運

営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは、当該認定特定非営利活動法人等に対し、その

業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該認定特定非営利活動法人等の事務所

その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させる

ことができる。 
２ 所轄庁以外の関係知事は、認定特定非営利活動法人等が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若し

くは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは、当該認定特定

非営利活動法人等に対し、当該都道府県の区域内における業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、

又はその職員に、当該都道府県の区域内に所在する当該認定特定非営利活動法人等の事務所その他の施

設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができ

る。 
３ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、前二項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査を

する職員に、これらの項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、あらかじめ、当該認定特定非営

利活動法人等の役員その他の当該検査の対象となっている事務所その他の施設の管理について権限を有

する者（第五項において「認定特定非営利活動法人等の役員等」という。）に提示させなければならない。 
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４ 前項の規定にかかわらず、所轄庁又は所轄庁以外の関係知事が第一項又は第二項の規定による検査の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認める場合には、前項の規定による書面の提示を要しない。 
５ 前項の場合において、所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第一項又は第二項の規定による検査を終

了するまでの間に、当該検査をする職員に、これらの項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、

認定特定非営利活動法人等の役員等に提示させるものとする。 
６ 第三項又は前項の規定は、第一項又は第二項の規定による検査をする職員が、当該検査により第三項

又は前項の規定により理由として提示した事項以外の事項について第一項又は第二項の疑いがあると認

められることとなった場合において、当該事項に関し検査を行うことを妨げるものではない。この場合

において、第三項又は前項の規定は、当該事項に関する検査については適用しない。 
７ 第四十一条第三項及び第四項の規定は、第一項又は第二項の規定による検査について準用する。 
（勧告、命令等） 
第六十五条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人等について、第六十七条第二項各号（同条第三項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な理由がある場

合には、当該認定特定非営利活動法人等に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を採るべ

き旨の勧告をすることができる。 
２ 所轄庁以外の関係知事は、認定特定非営利活動法人等について、第六十七条第二項各号（第一号にあ

っては、第四十五条第一項第三号に係る部分を除く。）のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な理由

がある場合には、当該認定特定非営利活動法人等に対し、期限を定めて、当該都道府県の区域内におけ

る事業活動について、その改善のために必要な措置を採るべき旨の勧告をすることができる。 
３ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、前二項の規定による勧告をしたときは、インターネットの利用

その他の適切な方法により、その勧告の内容を公表しなければならない。 
４ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第一項又は第二項の規定による勧告を受けた認定特定非営利活

動法人等が、正当な理由がなく、その勧告に係る措置を採らなかったときは、当該認定特定非営利活動

法人等に対し、その勧告に係る措置を採るべきことを命ずることができる。 
５ 第一項及び第二項の規定による勧告並びに前項の規定による命令は、書面により行うよう努めなけれ

ばならない。 
６ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第四項の規定による命令をしたときは、インターネットの利用

その他の適切な方法により、その旨を公示しなければならない。 
７ 所轄庁又は所轄庁以外の関係知事は、第一項若しくは第二項の規定による勧告又は第四項の規定によ

る命令をしようとするときは、次の各号に掲げる事由の区分に応じ、当該事由の有無について、当該各

号に定める者の意見を聴くことができる。 
一 第四十七条第一号ニ又は第六号に規定する事由 警視総監又は道府県警察本部長 
二 第四十七条第四号又は第五号に規定する事由 国税庁長官等 

（その他の事業の停止） 
第六十六条 所轄庁は、その他の事業を行う認定特定非営利活動法人につき、第五条第一項の規定に違反

してその他の事業から生じた利益が当該認定特定非営利活動法人が行う特定非営利活動に係る事業以外

の目的に使用されたと認めるときは、当該認定特定非営利活動法人に対し、その他の事業の停止を命ず

ることができる。 
２ 前条第五項及び第六項の規定は、前項の規定による命令について準用する。 
（認定又は特例認定の取消し） 
第六十七条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人が次のいずれかに該当するときは、第四十四条第一項の

認定を取り消さなければならない。 
一 第四十七条各号（第二号を除く。）のいずれかに該当するとき。 
二 偽りその他不正の手段により第四十四条第一項の認定、第五十一条第二項の有効期間の更新又は第

六十三条第一項の認定を受けたとき。 
三 正当な理由がなく、第六十五条第四項又は前条第一項の規定による命令に従わないとき。 
四 認定特定非営利活動法人から第四十四条第一項の認定の取消しの申請があったとき。 

２ 所轄庁は、認定特定非営利活動法人が次のいずれかに該当するときは、第四十四条第一項の認定を取

り消すことができる。 
一 第四十五条第一項第三号、第四号イ若しくはロ又は第七号に掲げる基準に適合しなくなったとき。 
二 第二十九条、第五十二条第四項又は第五十四条第四項の規定を遵守していないとき。 
三 前二号に掲げるもののほか、法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反したとき。 

３ 前二項の規定は、第五十八条第一項の特例認定について準用する。この場合において、第一項第二号

中「、第五十一条第二項の有効期間の更新又は第六十三条第一項の認定」とあるのは、「又は第六十三条

第二項の認定」と読み替えるものとする。 
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４ 第四十三条第三項及び第四項、第四十九条第一項から第三項まで並びに第六十五条第七項の規定は、

第一項又は第二項の規定による認定の取消し（第六十九条において「認定の取消し」という。）及び前項

において準用する第一項又は第二項の規定による特例認定の取消し（同条において「特例認定の取消し」

という。）について準用する。 
（所轄庁への意見等） 
第六十八条 所轄庁以外の関係知事は、認定特定非営利活動法人等が第六十五条第四項の規定による命令

に従わなかった場合その他の場合であって、所轄庁が当該認定特定非営利活動法人等に対して適当な措

置を採ることが必要であると認めるときは、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。 
２ 次の各号に掲げる者は、認定特定非営利活動法人等についてそれぞれ当該各号に定める事由があると

疑うに足りる相当な理由があるため、所轄庁が当該認定特定非営利活動法人等に対して適当な措置を採

ることが必要であると認める場合には、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。 
一 警視総監又は道府県警察本部長 第四十七条第一号ニ又は第六号に該当する事由 
二 国税庁長官等 第四十七条第四号又は第五号に該当する事由 

３ 所轄庁は、この章に規定する認定特定非営利活動法人等に関する事務の実施に関して特に必要がある

と認めるときは、所轄庁以外の関係知事に対し、当該所轄庁以外の関係知事が採るべき措置について、

必要な要請をすることができる。 
（所轄庁への指示） 
第六十九条 内閣総理大臣は、この章に規定する認定特定非営利活動法人等に関する事務の実施に関して

地域間の均衡を図るため特に必要があると認めるときは、所轄庁に対し、第六十五条第一項の規定によ

る勧告、同条第四項の規定による命令、第六十六条第一項の規定による命令又は認定の取消し若しくは

特例認定の取消しその他の措置を採るべきことを指示することができる。 

第四章 税法上の特例 

第七十条 特定非営利活動法人は、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用については、同法第

二条第六号に規定する公益法人等とみなす。この場合において、同法第三十七条の規定を適用する場合

には同条第四項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（特定非営利活動促進法（平成十年法律第

七号）第二条第二項に規定する法人（以下「特定非営利活動法人」という。）並びに」と、同法第六十六

条の規定を適用する場合には同条第一項及び第二項中「普通法人」とあるのは「普通法人（特定非営利

活動法人を含む。）」と、同条第三項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（特定非営利活動法人

及び」と、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第六十八条の六の規定を適用する場合には

同条中「みなされているもの」とあるのは「みなされているもの（特定非営利活動促進法第二条第二項

に規定する法人については、小規模な法人として政令で定めるものに限る。）」とする。 
２ 特定非営利活動法人は、消費税法（昭和六十三年法律第百八号）その他消費税に関する法令の規定の

適用については、同法別表第三に掲げる法人とみなす。 
３ 特定非営利活動法人は、地価税法（平成三年法律第六十九号）その他地価税に関する法令の規定（同

法第三十三条の規定を除く。）の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。た

だし、同法第六条の規定による地価税の非課税に関する法令の規定の適用については、同法第二条第七

号に規定する人格のない社団等とみなす。 
第七十一条 個人又は法人が、認定特定非営利活動法人等に対し、その行う特定非営利活動に係る事業に

関連する寄附又は贈与をしたときは、租税特別措置法で定めるところにより、当該個人又は法人に対す

る所得税、法人税又は相続税の課税について寄附金控除等の特例の適用があるものとする。 

第五章 雑則 

（情報の提供等） 
第七十二条 内閣総理大臣及び所轄庁は、特定非営利活動法人に対する寄附その他の特定非営利活動への

市民の参画を促進するため、認定特定非営利活動法人等その他の特定非営利活動法人の事業報告書その

他の活動の状況に関するデータベースの整備を図り、国民にインターネットその他の高度情報通信ネッ

トワークの利用を通じて迅速に情報を提供できるよう必要な措置を講ずるものとする。 
２ 所轄庁及び特定非営利活動法人は、特定非営利活動法人の事業報告書その他の活動の状況に関する情

報を前項の規定により内閣総理大臣が整備するデータベースに記録することにより、当該情報の積極的

な公表に努めるものとする。 
（協力依頼） 
第七十三条 所轄庁は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、官庁、公共団体その他の者に

照会し、又は協力を求めることができる。 
（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の適用） 
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第七十四条 第十条第一項（第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定による提出及び第十

条第二項（第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定による縦覧、

第十二条第三項（第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定による

通知、第十三条第二項（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出、第二十三

条第一項の規定による届出、第二十五条第四項の規定による提出、同条第六項の規定による届出及び同

条第七項の規定による提出、第二十九条の規定による提出、第三十条の規定による閲覧、第三十一条第

三項の規定による提出、第三十四条第四項の規定による提出、第四十三条第四項（第六十七条第四項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による交付、第四十四条第二項（第五十一条第五項、第五十八条第

二項（第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を

含む。）の規定による提出、第四十九条第一項（第五十一条第五項、第六十二条（第六十三条第五項にお

いて準用する場合を含む。）、第六十三条第五項及び第六十七条第四項において準用する場合を含む。）の

規定による通知及び第四十九条第四項（第五十一条第五項、第六十二条（第六十三条第五項において準

用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定による提出、第五十

二条第二項（第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による提出、第五十三条第四項（第六十

二条において準用する場合を含む。）の規定による提出、第五十五条第一項及び第二項（これらの規定を

第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による提出並びに第五十六条（第六十二条において準

用する場合を含む。）の規定による閲覧について情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平

成十四年法律第百五十一号）の規定を適用する場合においては、同法第六条第一項及び第四項から第六

項まで、第七条第一項、第四項及び第五項、第八条第一項並びに第九条第一項及び第三項中「主務省令」

とあるのは、「都道府県又は指定都市の条例」とする。 
（民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律の適用） 
第七十五条 第十四条（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による作成及び備置き、

第二十八条第一項の規定による作成及び備置き、同条第二項の規定による備置き並びに同条第三項の規

定による閲覧、第三十五条第一項の規定による作成及び備置き、第四十五条第一項第五号（第五十一条

第五項及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）の規定による閲覧、第五十二条第四項及び

第五項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧、第五十四条第一

項（第六十二条（第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用

する場合を含む。）の規定による備置き、第五十四条第二項及び第三項（これらの規定を第六十二条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による作成及び備置き並びに第五十四条第四項（第六十二条において

準用する場合を含む。）の規定による閲覧について民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の

技術の利用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号）の規定を適用する場合においては、同法中「主

務省令」とあるのは、「都道府県又は指定都市の条例」とし、同法第九条の規定は、適用しない。 
（実施規定） 
第七十六条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定の実施のための手続その他その執行に関し必

要な細則は、内閣府令又は都道府県若しくは指定都市の条例で定める。 

第六章 罰則 

第七十七条 偽りその他不正の手段により第四十四条第一項の認定、第五十一条第二項の有効期間の更新、

第五十八条第一項の特例認定又は第六十三条第一項若しくは第二項の認定を受けた者は、六月以下の懲

役又は五十万円以下の罰金に処する。 
第七十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 
一 正当な理由がないのに、第四十二条の規定による命令に違反して当該命令に係る措置を採らなかっ

た者 
二 第五十条第一項の規定に違反して、認定特定非営利活動法人であると誤認されるおそれのある文字

をその名称又は商号中に用いた者 
三 第五十条第二項の規定に違反して、他の認定特定非営利活動法人であると誤認されるおそれのある

名称又は商号を使用した者 
四 第六十二条において準用する第五十条第一項の規定に違反して、特例認定特定非営利活動法人であ

ると誤認されるおそれのある文字をその名称又は商号中に用いた者 
五 第六十二条において準用する第五十条第二項の規定に違反して、他の特例認定特定非営利活動法人

であると誤認されるおそれのある名称又は商号を使用した者 
六 正当な理由がないのに、第六十五条第四項の規定による命令に違反して当該命令に係る措置を採ら

なかった者 
七 正当な理由がないのに、第六十六条第一項の規定による停止命令に違反して引き続きその他の事業

を行った者 
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第七十九条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項において同

じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関して前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各

本条の罰金刑を科する。 
２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その訴訟行為

につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の

規定を準用する。 
第八十条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、特定非営利活動法人の理事、監事又は清算人

は、二十万円以下の過料に処する。 
一 第七条第一項の規定による政令に違反して、登記することを怠ったとき。 
二 第十四条（第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反して、財産目録を備え置

かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。 
三 第二十三条第一項若しくは第二十五条第六項（これらの規定を第五十二条第一項（第六十二条におい

て準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第五十三条第一項（第

六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 
四 第二十八条第一項若しくは第二項、第五十四条第一項（第六十二条（第六十三条第五項において準用

する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）又は第五十四条第二項及び

第三項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、書類を備え置

かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。 
五 第二十五条第七項若しくは第二十九条（これらの規定を第五十二条第一項（第六十二条において準用

する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第四十九条第四項（第五十一条第

五項、第六十二条（第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において

準用する場合を含む。）又は第五十二条第二項、第五十三条第四項若しくは第五十五条第一項若しくは

第二項（これらの規定を第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、書類の提出を

怠ったとき。 
六 第三十一条の三第二項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、破産手続開始の申立てをしな

かったとき。 
七 第二十八条の二第一項、第三十一条の十第一項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、公告

をせず、又は不正の公告をしたとき。 
八 第三十五条第一項の規定に違反して、書類の作成をせず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若

しくは不実の記載をしたとき。 
九 第三十五条第二項又は第三十六条第二項の規定に違反したとき。 
十 第四十一条第一項又は第六十四条第一項若しくは第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又はこれらの項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 
第八十一条 第四条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 （令和二年一二月九日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 
（認証の申請に関する経過措置） 
第二条 この法律による改正後の特定非営利活動促進法（以下この条及び次条において「新法」という。）

第十条第二項から第四項まで（これらの規定を新法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準

用する場合を含む。）の規定は、この法律の施行の日（以下この条及び次条において「施行日」という。）

以後に新法第十条第一項、第二十五条第三項又は第三十四条第三項の認証の申請があった場合について

適用し、施行日前にこの法律による改正前の特定非営利活動促進法第十条第一項、第二十五条第三項又

は第三十四条第三項の認証の申請があった場合については、なお従前の例による。 
（書類の提出に関する経過措置） 
第三条 新法第五十五条第一項（新法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定は、新法第二条第

三項に規定する認定特定非営利活動法人又は同条第四項に規定する特例認定特定非営利活動法人（以下

この条において「認定特定非営利活動法人等」という。）が施行日以後に開始する事業年度において提出

すべき書類について適用し、認定特定非営利活動法人等が施行日前に開始した事業年度において提出す

べき書類については、なお従前の例による。 
（罰則に関する経過措置） 
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第四条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
（政令への委任） 
第七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
（情報通信技術の利用のための措置） 
第八条 政府は、この法律の施行後速やかに、特定非営利活動促進法に基づく事務又は業務に係る関係者

の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るため、当該事務又は業務について、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことができるようにするため、

必要な措置を講ずるものとする。 

 
別表（第二条関係） 
一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 
二 社会教育の推進を図る活動 
三 まちづくりの推進を図る活動 
四 観光の振興を図る活動 
五 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 
六 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 
七 環境の保全を図る活動 
八 災害救援活動 
九 地域安全活動 
十 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 
十一 国際協力の活動 
十二 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 
十三 子どもの健全育成を図る活動 
十四 情報化社会の発展を図る活動 
十五 科学技術の振興を図る活動 
十六 経済活動の活性化を図る活動 
十七 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 
十八 消費者の保護を図る活動 
十九 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 
二十 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動 
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特定非営利活動促進法の施行に関する条例 
（平成 10 年埼玉県条例第 54 号） 

（趣旨） 

第一条 この条例は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第九

条の規定により知事が所轄する特定非営利活動法人に関する事項について定めるものとする。 

（設立の認証申請） 

第二条 法第十条第一項の認証を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を知事

に提出しなければならない。 

一 氏名及び住所又は居所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地） 

二 申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

三 申請に係る特定非営利活動法人の定款に記載された目的 

２ 法第十条第一項第二号ハに規定する書面は、次に掲げるとおりとする。 

一 当該役員が住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の適用を受ける者である場合

にあっては、同法第十二条第一項に規定する住民票の写し 

二 当該役員が前号に該当しない者である場合にあっては、当該役員の住所又は居所を証する

権限のある官公署が発給する書面 

３ 前項第二号に掲げる書面が外国語で作成されているものであるときは、当該書面の日本語に

よる翻訳文で、翻訳者を明らかにしたものを添付しなければならない。 

４ 第二項各号に掲げる書面は、提出の日前六月以内に作成されたものでなければならない。 

５ 第二項第一号の規定にかかわらず、知事が住民基本台帳法第三十条の十一第一項の規定によ

り地方公共団体情報システム機構（次条において「機構」という。）から当該役員に係る同法

第三十条の七第四項の機構保存本人確認情報（次条において単に「機構保存本人確認情報」と

いう。）の提供を受けるとき、又は同法第三十条の十五第一項の規定により当該役員に係る同

法第三十条の六第四項の都道府県知事保存本人確認情報（次条において単に「都道府県知事保

存本人確認情報」という。）を利用するときは、第一項の申請書には、第二項第一号に掲げる

書面を添付することを要しない。 

６ 法第十条第四項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める軽微な不備は、誤記その他明白な誤りとする。 

（役員の変更等の届出に係る提出書類の特例） 

第二条の二 法第二十三条第二項に規定する場合における前条第二項第一号に掲げる書面につ

いては、知事が住民基本台帳法第三十条の十一第一項の規定により機構から当該役員に係る機

構保存本人確認情報の提供を受けるとき、又は同法第三十条の十五第一項の規定により当該役

員に係る都道府県知事保存本人確認情報を利用するときは、法第二十三条第二項の規定による

提出をすることを要しない。 

（社員総会の決議が省略された場合における議事録） 

第三条 法第二十五条第四項若しくは第三十四条第四項又は第二十五条第六項の規定により社

員総会の議事録の謄本を提出し、又は届け出る場合において、当該社員総会が法第十四条の九

第一項の規定により社員総会の決議があったものとみなされたものであるときの社員総会の

議事録は、次に掲げる事項を内容とするものとする。 

一 社員総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

二 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

三 社員総会の決議があったものとみなされた日 

四 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

（定款の変更の認証申請） 

第四条 特定非営利活動法人は、法第二十五条第三項の認証を受けようとするときは、次に掲げ

る事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 
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一 特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

二 変更の内容 

三 変更の理由 

（定款の変更の届出） 

第五条 特定非営利活動法人は、法第二十五条第六項の規定による届出をしようとするときは、

前条各号に掲げる事項を記載した届出書を知事に提出しなければならない。 

（事業報告書等の提出） 

第六条 特定非営利活動法人は、法第二十九条の規定による書類の提出を毎事業年度初めの三月

以内に行わなければならない。 

（事業報告書等の公開） 

第七条 法第三十条の規定による閲覧又は謄写は、知事が定める場所において行うものとする。 

（合併の認証申請） 

第八条 特定非営利活動法人は、法第三十四条第三項の認証を受けようとするときは、次に掲げ

る事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

一 合併しようとする各特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

二 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特定非営利活動法人の名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

三 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特定非営利活動法人の定

款に記載された目的 

２ 第二条第二項から第五項までの規定は、法第三十四条第五項において準用する法第十条第一

項第二号ハに規定する書面について準用する。 

（認定の申請） 

第九条 特定非営利活動法人は、法第四十四条第一項の認定を受けようとするときは、次に掲げ

る事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

一 特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地及び設立の年月日 

二 特定非営利活動法人が現に行っている事業の概要 

三 その他参考となるべき事項 

２ 前項の規定は、法第五十一条第二項の有効期間の更新及び法第五十八条第一項の特例認定を

受けようとする場合について準用する。 

（役員報酬規程等の提出） 

第十条 認定特定非営利活動法人は、法第五十五条第一項の規定による書類の提出を当該認定の 

 有効期間内の日を含む毎事業年度終了の日の翌日から三月以内に行わなければならない。 

２ 認定特定非営利活動法人は、助成金の支給を行ったときは、遅滞なく、法第五十五条第二項 

 の規定による書類の提出を行わなければならない。 

３ 前二項の規定は、法第六十二条において準用する法第五十五条の規定による特例認定特定非 

 営利活動法人の書類の提出について準用する。 

（役員報酬規程等の公開） 

第十一条 法第五十六条（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧又は

謄写は、知事が定める場所において行うものとする。 

（合併の認定申請） 

第十二条 特定非営利活動法人は、法第六十三条第一項又は第二項の認定を受けようとするとき

は、次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

一 合併しようとする各特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

二 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特定非営利活動法人の名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

三 合併しようとする各特定非営利活動法人が現に行っている事業の概要 

四 その他参考となるべき事項 

（特定非営利活動法人等が行う電子情報処理組織による申請等） 
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第十二条の二 第二条第一項に規定する者又は特定非営利活動法人が、情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信技術活用法」とい

う。）第六条第一項の規定により、規則で定める電子情報処理組織を使用する方法により知事

に申請等を行う場合においては、規則で定める方法により行わなければならない。 

追加〔令和五年条例六号〕 

（知事が行う電子情報処理組織による処分通知等） 

第十二条の三 知事が、情報通信技術活用法第七条第一項の規定により、規則で定める電子情報

処理組織を使用する方法により処分通知等を行う場合においては、当該処分通知等を書面等に

より行うときに記載すべき事項を知事の使用に係る電子計算機から入力し、規則で定める方法

により行うものとする。 

２ 情報通信技術活用法第七条第一項ただし書に規定する主務省令で定める方式は、規則で定め

る方式とする。 

（知事が行う電磁的記録による縦覧等） 

第十三条 知事が、情報通信技術活用法第八条第一項の規定により、電磁的記録に記録されてい

る事項又は当該事項を記載した書類の縦覧等を行う場合においては、規則で定める方法により

行うものとする。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による保存） 

第十四条 民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成 

 十六年法律第百四十九号。以下「電子文書法」という。）第三条第一項に規定する主務省令で 

 定める保存は、法第十四条（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）、第二十八 

 条第一項及び第二項、第三十五条第一項、第五十四条第一項（法第六十二条（法第六十三条第 

 五項において準用する場合を含む。）及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。） 

 並びに第五十四条第二項及び第三項（これらの規定を法第六十二条において準用する場合を含 

 む。）の規定による書面の備置きとする。 

２ 特定非営利活動法人が、電子文書法第三条第一項の規定により、前項に規定する書面の備置 

 きに代えて当該書面に係る電磁的記録の備置きを行う場合は、規則で定める方法により行わな 

 ければならない。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による作成） 

第十五条 電子文書法第四条第一項に規定する主務省令で定める作成は、法第十四条（法第三十 

 九条第二項において準用する場合を含む。）、第二十八条第一項、第三十五条第一項並びに第 

 五十四条第二項及び第三項（これらの規定を法第六十二条において準用する場合を含む。）の 

 規定による書面の作成とする。 

２ 特定非営利活動法人が、電子文書法第四条第一項の規定により、前項に規定する書面の作成 

 に代えて当該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合は、規則で定める方法により行わなけれ 

 ばならない。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による縦覧等） 

第十六条 電子文書法第五条第一項に規定する主務省令で定める縦覧等は、法第二十八条第三項、

第四十五条第一項第五号（法第五十一条第五項及び第六十三条第五項において準用する場合を

含む。）並びに第五十二条第四項及び第五十四条第四項（これらの規定を法第六十二条におい

て準用する場合を含む。）の規定による書面の閲覧とする。 

２ 特定非営利活動法人が、電子文書法第五条第一項の規定により、前項に規定する書面の閲覧

に代えて当該書面に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の閲

覧を行う場合は、規則で定める方法により行わなければならない。 

（委任） 

第十七条 この条例に定めるもののほか、知事が所轄する特定非営利活動法人に関し必要な事項 

 は、規則で定める。 

  附 則 

この条例は、平成十年十二月一日から施行する。 
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  附 則（平成十五年三月十八日条例第十号） 

１ この条例は、平成十五年五月一日から施行する。 

２ この条例の施行の際事業年度を設けていない特定非営利活動法人についての当初の事業年 

 度の開始の日の前日までの期間に係る改正後の第四条の規定の適用については、同条中「毎事 

 業年度」とあるのは「毎年」とする。 

  附 則（平成十八年三月二十八日条例第十号） 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

  附 則（平成二十年十月十四日条例第四十八号） 

この条例は、平成二十年十二月一日から施行する。 

  附 則（平成二十三年十二月二十七日条例第五十九号） 

この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。 

  附 則（平成二十四年五月二十五日条例第三十七号） 

この条例は、平成二十四年七月九日から施行する。 

  附 則（平成二十八年十一月二十二日条例第五十三号） 

この条例は、特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成二十八年法律第七十号）の施 

行の日から施行する。 

  附 則（令和元年十一月二十二日条例第十四号） 

この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運

営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等

の一部を改正する法律（令和元年法律第十六号）の施行の日から施行する。 

  附 則（令和三年二月十二日条例第一号） 

この条例は、令和三年六月九日から施行する。 

  附 則（令和五年三月二十二日条例第六号）  
この条例は、令和五年四月一日から施行する。ただし、第十六条第一項の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 
  附 則（令和六年二月二日条例第三号） 
この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運

営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等

の一部を改正する法律（令和元年法律第十六号）第二条中住民基本台帳法（昭和四十二年法律第

八十一号）第三十条の六に一項を加える改正規定及び第三十条の七に一項を加える改正規定の施

行の日から施行する。 
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特定非営利活動促進法の施行に関する条例施行規則 
（平成 10 年埼玉県規則第 91 号） 

 
（設立の認証申請書） 

第一条 特定非営利活動促進法の施行に関する条例（平成十年埼玉県条例第五十四号。以下「条例」

という。）第二条第一項の申請書の様式は、様式第一号のとおりとする。 

（設立の認証申請書等の補正） 

第二条 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。 以下「法」という。）第十条第四項（法第二

十五条第五項及び第三十四第五項において準用する場合を含む。）の規定による補正は、様式第二

号の補正書を知事に提出してしなければならない。 

（設立等登記の届出書） 

第三条 法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出

は、様式第三号の届出書を知事に提出してしなければならない。 

（役員の変更等の届出） 

第四条 法第二十三条第一項の規定による届出は、様式第四号の届出書を知事に提出してしなければ

ならない。 

（定款の変更の認証申請書） 

第五条 条例第四条の申請書の様式は、様式第五号のとおりとする。 

（定款の変更の届出） 

第六条 条例第五条の届出書の様式は、様式第六号のとおりとする。 

（定款の変更登記の提出書） 

第七条 法第二十五条第七項の規定による提出は、様式第七号の提出書を知事に提出してしなければ

ならない。 

（事業報告書等の提出） 

第八条 法第二十九条の規定による提出は、様式第八号の提出書を知事に提出してしなければならな

い。 

（成功の不能による解散の認定の申請） 

第九条 特定非営利活動法人は、法第三十一条第二項の認定を受けようとするときは、同条第三項に

規定する書面を添付した様式第九号の申請書を知事に提出しなければならない。 

（解散の届出等） 

第十条 法第三十一条第四項の規定による届出は、解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事

項証明書を添付した様式第十号の届出書を知事に提出してしなければならない。 

２ 法第三十一条の八の規定による届出は、当該清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を

添付した様式第十一号の届出書を知事に提出してしなければならない。 

（残余財産の譲渡の認証申請） 

第十一条 清算人は、法第三十二条第二項の認証を受けようとするときは、様式第十二号の申請書を

知事に提出しなければならない。 

 

（清算結了の届出） 

第十二条 法第三十二条の三の規定による届出は、清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明

書を添付した様式第十三号の届出書を知事に提出してしなければならない。 

（合併の認証申請書） 

第十三条 条例第八条の申請書の様式は、様式第十四号のとおりとする。 

（身分証明書） 

第十四条 法第四十一条第三項（法第六十四条第七項において準用する場合を含む。）の身分を示す

証明書の様式は、様式第十五号のとおりとする。 

（認定申請書） 

第十五条 条例第九条第一項の申請書の様式は、様式第十六号のとおりとする。 

２ 条例第九条第二項において準用する有効期間の更新を受けようとする場合の同条第一項の申請書

の様式は、様式第十七号のとおりとする。 
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３ 条例第九条第二項において準用する特例認定を受けようとする場合の同条第一項の申請書の様式

は、様式第十八号のとおりとする。 

（認定特定非営利活動法人等の代表者の氏名の変更の届出） 

第十六条 法第五十三条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による届出は、

様式第十九号の届出書を知事に提出してしなければならない。 

（役員報酬規程等の提出） 

第十七条 法第五十五条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による提出は、

様式第二十号の提出書を知事に提出してしなければならない。 

２ 法第五十五条第二項（法第六十二条において準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定

による法第五十四条第三項の書類の提出は、様式第二十一号の提出書を知事に提出してしなければ

ならない。 

（合併の認定申請書） 

第十八条 条例第十二条の申請書の様式は、様式第二十二号のとおりとする。 

(特定非営利活動法人等が行う電子情報処理組織による申請等の方法) 

第十八条の二 条例第十二条の二の規則で定める電子情報処理組織は、知事の使用に係る電子計

算機と条例第二条第一項に規定する者又は特定非営利活動法人（以下この条及び次条において

「特定非営利活動法人等」という。）の使用に係る電子計算機であって当該知事の使用に係る

電子計算機と電気通信回線を通じて接続でき、正常に通信できる機能を備えたものとを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織とする。 

２ 条例第十二条の二の規則で定める方法は、次に掲げる事項を特定非営利活動法人等の使用に

係る電子計算機から入力する方法とする。 

一 電子情報処理組織を使用して申請等を行う場合において従うこととされている様式であ

って、知事の使用に係る電子計算機に備えられたファイルから入手可能なものに記録すべき

事項（次号に掲げる事項を除く。） 

二 当該申請等を行うときに法令等の規定に基づき添付すべきとされている書面等又は電磁

的記録に記載され若しくは記録されている事項又は記載すべき若しくは記録すべき事項 

３ 特定非営利活動法人等は、識別符号及び暗証符号を特定非営利活動法人等の使用に係る電子

計算機から入力する方法により申請等を行わなければならない。 

（知事が行う電子情報処理組織による処分通知等の方法） 

第十八条の三 条例第十二条の三第一項の規則で定める電子情報処理組織は、前条第一項の電子

情報処理組織とする。 

２ 条例第十二条の三第一項の規則で定める方法は、識別符号及び暗証符号を知事の使用に係る

電子計算機から入力する方法とする。 

３ 条例第十二条の三第二項の規則で定める方式は、次に掲げる方式のいずれかとする。 

一 第一項の電子情報処理組織を使用して行う識別符号及び暗証符号の入力 

二 電子情報処理組織を使用する方法により処分通知等を受けることを希望する旨の知事が

定めるところにより行う届出 

（知事が行う電磁的記録による縦覧等の方法） 

第十九条 条例第十三条の規則で定める方法は、電磁的記録に記録されている事項をインターネット

を利用して縦覧又は閲覧に供する方法、知事に置かれる機関の事務所に備え置く電子計算機の映像

面に表示する方法又は当該事項を記載した書類を知事に置かれる機関の事務所に備え置く方法と

する。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による備置きの方法） 

第二十条 条例第十四条第二項の規則で定める方法は、次に掲げる方法のいずれかとする。 

一 作成された電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

又は電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。次号及び次条において同じ。）をもっ

て調製するファイルにより備え置く方法 
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二 書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読み取っ

てできた電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は

電磁的記録媒体をもって調製するファイルにより備え置く方法 

２ 特定非営利活動法人は、前項の規定により電磁的記録の備置きを行う場合は、必要に応じ電磁的

記録に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭かつ整然とした形式で使用に係る電子計

算機その他の機器に表示し、及び書面を作成することができるようにしなければならない。 

 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による作成の方法） 

第二十一条 条例第十五条第二項の規則で定める方法は、特定非営利活動法人の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録する方法又は電磁的記録媒体をもって調製する方法とする。 

（特定非営利活動法人が行う電磁的記録による閲覧の方法） 

第二十二条 条例第十六条第二項の規則で定める方法は、電磁的記録に記録されている事項を特定非

営利活動法人の事務所に備え置く電子計算機の映像面に表示する方法又は当該事項を記載した書

類を特定非営利活動法人の事務所に備え置く方法とする。 

（用紙の規格） 

第二十三条 法、条例又はこの規則の規定により知事に提出する書類は、日本産業規格Ａ列四番の用

紙を使用するものとする。ただし、官公署が発給するものについては、この限りでない。 

 

 

附 則 

この規則は、平成十年十二月一日から施行する。 

附 則（平成十五年四月二十五日規則第九十七号） 

この規則は、平成十五年五月一日から施行する。 

附 則（平成十七年四月一日規則第九十二号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十八年三月二十八日規則第二十五号） 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十年十一月二十二日規則第九十二号） 

この規則は、平成二十年十二月一日から施行する。ただし、様式第一号の改正規定及び様式第二

号から様式第十一号までの改正規定（「埼玉県知事 様」を 

  

 「 （あて先）      

     埼玉県知事 」  

に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十四年三月三十日規則第二十二号） 

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 附 則（平成二十九年三月十日規則第五号） 

 この規則は、平成二十九年四月一日から施行する。 

 附  則（令和元年六月二十八日規則第三号） 

１ この規則は、令和元年七月一日から施行する。 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして

使用することができる。 

 附 則（令和三年六月八日規則第五十七号） 
１ この規則は、令和三年六月九日から施行する。ただし、第一条の規定は、公布の日から施行する。 
２ この規則による改正前の特定非営利活動促進法の施行に関する条例施行規則に定める様式による

用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 
 附 則 （令和五年三月二十二日規則第九号） 
１ この規則は、令和五年四月一日から施行する。  
２ この規則による改正前の特定非営利活動促進法の施行に関する条例施行規則に定める様式による 
用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 
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附 則 （令和六年三月一日規則第四号） 
 １ この規則は、公布の日から施行する。 
 



 

 

様式第１６号（第１５条関係） 

135 

 

 
認 定 申 請 書                

年  月  日   

   （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地） 

（特定非営利活動法人の名称）         

代表者氏名                 

電話番号                  

ファクシミリ番号              

代理人氏名                 

  特定非営利活動促進法第44条第１項の規定により、下記のとおり認定を受けたいので、

申請します。 

記 

 １ 設立年月日 

 ２ その他の事務所の所在地、電話番号（ファクシミリ番号を含む。）並びに責任者の

役職及び氏名 

 ３ 事業年度 

 ４ 本申請において適用するパブリックサポートテスト基準（いずれかにレ印） 

  □ 相対値基準（原則） 

  □ 相対値基準（小規模法人） 

  □ 絶対値基準 

  □ 条例個別指定法人 

 ５ 現に行っている事業の概要 

 ６ 過去の認定の有無及びその有効期間 

 ７ 過去の特例認定の有無及び特例認定を受けた日 

 ８ 認定取消しの有無及び取消年月日 

 ９ 特例認定取消しの有無及び取消年月日 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超

える期間が経過していない場合は、認定を受けることができない。 

  ３ 過去に認定又は特例認定の取消しを受けている場合は、その取消しの日から５年

を経過していないときは、認定を受けることができない。 

  ４ 過去に認定（有効期間の更新を除く。）又は認定取消しを複数回受けている場合

は、直近の認定の有効期間又は取消年月日を記載すること。 

  ５ ２の「責任者」とは、その事務所を統括する者をいう。 

  ６ この申請書には、次の書類を添付すること。 



 

 

 

136 

 

    

   (１) 実績判定期間内の日を含む各事業年度（その期間が１年を超える場合は、当

該期間をその初日以後１年ごとに区分した期間（最後に１年未満の期間を生じた

ときは、その１年未満の期間））の寄附者名簿（各事業年度に当該申請に係る特

定非営利活動法人が受け入れた寄附金の支払者ごとに当該支払者の氏名（法人に

あっては、その名称）及び住所並びにその寄附金の額及び受け入れた年月日を記

載した書類をいう。）（法第44条第２項） 

   (２) 法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（(１)に掲げ

る書類を除く。）（法第44条第２項） 

   (３) 法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第44条第２項） 

   (４) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第44条第２

項） 



 

 

様式第１７号（第１５条関係） 
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認 定 更 新 申 請 書                

年  月  日   

   （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地） 

（特定非営利活動法人の名称）         

代表者氏名                 

電話番号                  

代理人氏名                 

  特定非営利活動促進法第51条第２項の規定により、認定の有効期間の更新を受けたい

ので、申請します。 

記 

 １ 認定の有効期間 

 ２ 認定の有効期間の満了日の６月前の日 

 ３ 認定の有効期間の満了日の３月前の日 

 ４ 事業年度 

 ５ 本申請において適用するパブリックサポートテスト基準（いずれかにレ点） 

  □ 相対値基準（原則） 

  □ 相対値基準（小規模法人） 

  □ 絶対値基準 

  □ 条例個別指定法人 

 ６ 現に行っている事業の概要 

 ７ その他の事務所の所在地、電話番号並びに責任者の役職及び氏名 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 認定の有効期間の更新を受けようとする認定特定非営利活動法人は、認定の有効

期間満了の日の６月前から３月前までの間（更新申請期間）に更新の申請をするこ

と。この更新期間内に更新の申請をしない場合（災害その他やむを得ない事由によ

り更新申請期間に更新の申請をすることができない場合は除く。）は、改めて認定

の申請を行うこと。 

  ３ １には、直近の法第44条第１項の認定を受けた日から継続している有効期間を記

入すること。 

  ４ ７の「責任者」とは、その事務所を統括する者をいう。 

  ５ この申請書には、次の書類を添付すること。 

   (１) 法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（法第44条第

２項第１号に掲げる書類を除く。）（法第51条第５項） 

   (２) 法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第51条第５項） 

   (３) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第51条第５

項） 



 

 

様式第１８号（第１５条関係） 
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特 例 認 定 申 請 書                

年  月  日   

   （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地） 

（特定非営利活動法人の名称）         

代表者氏名                 

電話番号                  

ファクシミリ番号              

代理人氏名                 

  特定非営利活動促進法第58条第１項の規定により、特例認定を受けたいので、申請し

ます。 

記 

 １ 設立年月日 

 ２ その他の事務所の所在地、電話番号（ファクシミリ番号を含む。）並びに責任者の

役職及び氏名 

 ３ 事業年度 

 ４ 現に行っている事業の概要 

 ５ 過去の認定の有無 

 ６ 過去の特例認定の有無 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超

える期間が経過していない場合は、特例認定を受けることができない。 

  ３ 設立の日から５年を経過している場合は、特例認定を受けることができない。 

  ４ 過去に認定又は特例認定を受けている場合は、特例認定を受けることができない。 

  ５ ２の「責任者」とは、その事務所を統括する者をいう。 

  ６ この申請書には、次の書類を添付すること。 

   (１) 法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（法第44条第

２項第１号に掲げる書類を除く。）（法第58条第２項） 

   (２) 法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第58条第２項） 

   (３) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第58条第２

項） 
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認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 チェック 

認定特定非営利活動法人としての認定を受けるための申請書  

１ 寄附者名簿 （注）  

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用）  

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二

号

基

準 

いずれかの書類を提出することとなります。  

 認定基準等チェック表（第 2 表）  

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 3 表）  

役員の状況（第 3 表付表 1）  

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）  

四

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 4 表）  

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1）  

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）  

五
号 

基
準 認定基準等チェック表（第 5 表）  

六
～
八

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表）  

欠格事由チェック表  

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類  

（注意事項） 
条例個別指定基準に適合する法人は、寄附者名簿の添付は必要ありません（法 44②ただし書）。 
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特例認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 チェック 

特例認定特定非営利活動法人としての認定を受けるための申請書  

１ 寄附者名簿 （注）  

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。（注）  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用）  

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二

号

基

準 

いずれかの書類を提出することとなります。 

 認定基準等チェック表（第 2 表）  

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 3 表）  

役員の状況（第 3 表付表 1）  

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）  

四

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 4 表）  

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1）  

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）  

五
号 

基
準 

認定基準等チェック表（第 5 表）  

六
～
八

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表）  

欠格事由チェック表  

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類  

（注意事項） 
寄附者名簿及び一号基準に関する書類の添付は必要ありません（法 58②、59一） 
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認定の有効期間の更新の申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 チェック 

認定特定非営利活動法人の認定の有効期間の更新の申請書  

１ 寄附者名簿 （注 1）  

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用）  

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二

号

基

準 

いずれかの書類を提出することとなります。  

 認定基準等チェック表（第 2 表）  

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 3 表） 
（注）3 

役員の状況（第 3 表付表 1）  

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）  

四

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 4 表）  

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1） （注）2 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）  

五
号 

基
準 認定基準等チェック表（第 5 表）  

六
～
八

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表） （注）3 

欠格事由チェック表  

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類  

（注意事項） 
1 寄附者名簿については、現地確認の際に領収書等と突合を行うこととしていますが、あらかじめ認定基準
の対象となる寄附者の確認等を行うため、認定更新申請書の提出時に、年度ごとに作成した寄附者名簿を電
子データで提出してください。 

2 法第 55条第 1項に基づき所轄庁に提出した書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項は、省略する
ことができます（法 51⑤ただし書）。なお、認定基準等チェック表の添付を省略する場合はチェック欄に「省
略」と記載してください。 

 3 「認定基準等チェック表（第 3 表）ロ」欄及び「認定基準等チェック表（第 6 表）並びに（第 8 表）」欄の
記載は必要ありません。 
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寄 附 者 名 簿 

 

法 人 名  事 業 年 度  年  月  日 ～  年  月  日 

 
寄附者の氏名又は名称 住 所 又 は 事 務 所 の 所 在 地 寄 附 金 の 額 受 領 年 月 日 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

合    計  円  

（注意事項）  

・ 条例個別指定の基準で認定を受けようとする法人及び特例認定特定非営利活動法人としての特例認定を受けようと

する法人は、添付の必要はありません（法 44②、58②）。 

・ この寄附者名簿は、毎事業年度初めの３月以内に作成し、その作成の日から起算して５年間その事務所の所在地に 

備え置く必要があります（法 54②）。 

閲覧 対象 外 書類 
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 認定基準等チェック表 （第１表 相対値基準・原則用） 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内に終了

した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成 29年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24年４月１日から平成 29年

３月31日（認定を受けたことのない法人の場合は平成27年４月１日から平成29年３月31日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください（第２表以

下についても同様です。）。 

法人名  実績判定期間   年 月 日～  年 月 日 

１ 経常収入金額のうちに寄附金等収入金額の占める割合が実績判定期間（注意事項参照）において５

分の１以上であること。 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

 

実 績 判 定 期 間 

 

 

 経 常 収 入 金 額 （ ㋙ の 金 額 ） ………………………………………… ① 円  

 

 総 収 入 金 額 ㋐ 円  

控 
  

除  
 

金  
 

額 

国の補助金等の金額（㋡欄に金額の記載がある場合は、記入不可） ㋑ 円 

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ㋒ 円 

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場合の負担金額 
㋓ 

円 

資産の売却収入で臨時的なものの金額 ㋔ 円 

遺贈により受け入れた寄附金等のうち基準限度超過額に相当する金額（付表１（相対値

基準・原則用）Ⓛ欄の「（ ）」） 
㋕ 

円 

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合計

額が１千円未満のものの額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓘ欄） 
㋖ 

円 

寄附者の氏名（法人の名称）等が明らかでない寄附金額（付表１（相対値基準・原則用）

Ⓔ欄） 
㋗ 

円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・原則用）Ⓙ欄） ㋘ 円  

差引金額 （㋐－㋑－㋒－㋓－㋔－㋕－㋖－㋗－㋘） ㋙ 円 ➯① 

                                                     ヘ 

 寄 附 金 等 収 入 金 額 （ ㋢ の 金 額 ） …………………………… ② 円  

 

 受入寄附金総額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓐ欄） ㋚ 円  

控

除

金

額 

一者当たり基準限度超過額の合計額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓛ欄） ㋛ 円 

寄附者の氏名(法人の名称）等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合

計額が１千円未満のものの額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓘ欄） 
㋜ 

円 

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかでない寄附金額（付表１（相対値基準・原則用）

Ⓔ欄） 
㋝ 円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・原則用）Ⓙ欄） ㋞ 円 

 差引金額 （㋚－㋛－㋜－㋝－㋞） ㋟  円 
 

 

 

➯② 

会費収入（㋟欄と付表２（相対値基準用）④欄のうちいずれか少ない金額） ㋠ 円 

国の補助金等の金額（㋟欄の金額を限度とする。） ㋡ 円 

合計金額 （㋟＋㋠＋㋡） ㋢ 円 

                                                     へ 

 基準となる割合 （②÷①） ………………………………………………………… ③ ％  
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「認定基準等チェック表」（第１表 相対値基準・原則用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「総収入金額㋐」欄 

 

 

 

 

 

 活動計算書の経常収益計と経常外収益計の合

計額を記載します。 

 

その他の事業がある場合

には、特定非営利活動に係る

事業と全てのその他の事業

の経常収益計と経常外収益

計の合計額を記載します。 

「国の補助金等の金額㋑」欄 総収入金額のうち、国、地方公共団体、法人

税法別表第１に掲げる独立行政法人、地方独立

行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法

人及び我が国が加盟している国際機関（以下「国

等」といいます。）からの補助金その他国等が反

対給付を受けないで交付するもの（以下「国の

補助金等」といいます。）の金額の合計金額を記

載します。 

「国の補助金等の金額㋡」

欄に金額の記載がある場合

は記入できません。 

「委託の対価としての収入で国等か

ら支払われるものの金額㋒」欄 

 総収入金額のうち、国等からの委託事業費の

合計金額を記載します。 

 

「法律等の規定に基づく事業で、その

対価を国又は地方公共団体が負担す

ることとされている場合の負担金額

㋓」欄 

総収入金額のうち、法律又は政令の規定に基

づき行われる事業でその対価の全部又は一部に

つき、その対価を支払うべき者に代わり国又は

地方公共団体が負担することとされている場合

のその負担部分の合計金額を記載します。 

 

「資産の売却収入で臨時的なものの

金額㋔」欄 

 総収入金額のうち、固定資産や有価証券等の

売却収入額を記載します。 

貸借対照表等において固

定資産として経理している

資産であっても、実質的に販

売用の資産であるものは除

かれます。 

「遺贈により受け入れた寄附金等の

うち基準限度超過額に相当する金額

㋕」～「休眠預金等交付金関係助成金

㋘」、及び「受入寄附金総額㋚」～「休

眠預金等交付金関係助成金㋞」の各欄 

「第１表付表１（相対値基準・原則用）」の各

該当欄の金額を転記します。 

 

「会費収入㋠」欄 「差引金額㋟」欄と「第１表付表２（相対値

基準用）④」欄のうちいずれか少ない金額を記

載します。 

 

「国の補助金等の金額㋡」欄 国の補助金等の金額を算入する場合は、「差引

金額㋟」欄の金額を限度として記載します。 

国の補助金等の金額を算

入するか否かは、法人の選択

となります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 相対値基準・小規模法人用） 

法 人 名  実績判定期間 年   月   日～   年   月   日 

１ 実績判定期間（注意事項参照）における下欄３の㋗欄の金額に占める㋞欄の金額の割合（㋟欄） 

 が、５分の１以上であること 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

 

小規模法人の判定 
 

   実績判定期間の総収入金額       円  

         実績判定期間の月数      月  

 

Ⓐが800万円未満である 
は 
い ２ へ 

いいえ  小規模法人の
例計算・・・適用不可 

  

実績判定期間において受け入れた寄附金の合計

額が３千円以上の寄附者（役員、社員を除く。）

の数が50人以上である 

は い 小規模法人の特例計算・・・適用可３ へ 

いいえ 小規模法人の特例計算・・・適用不可 
 

    小規模法人の特例計算を適用する場合 

総 収 入 金 額 ㋐ 円 

控 
 

除 
 

金 
 

額 

国の補助金等の
額（㋝欄に金額の記載がある場合は、記入不可） ㋑ 円 

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ㋒ 円 

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担する

こととされている場合
の負担金額 
㋓ 

円 

資産の売却収入で臨時的
なものの金額 ㋔ 円 

遺贈により受け入れた寄附金等のうち
準限度超過額に相当する金額（付表

１（相対値基準・小規模法人用）Ⓙ欄の「（ ）」） 

㋕ 円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓗ欄） ㋖  

差引金額 （㋐－㋑－㋒－㋓－㋔―
㋕―㋖） ㋗ 円 

 

受入寄附金総額（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓐ欄） ㋘ 円 

控
除
金
額 

一者当たり基準限度超過額の合計額 

（付表1（相対値基準・小規模法人用）Ⓙ欄） 
㋙ 

円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓗ欄） ㋚ 
円 

差引金額
（㋘－㋙－㋚） ㋛ 円 

会費収入（㋛欄と
付表２（相対値基準
）④欄のうちいずれか少ない金額
） ㋜ 円 

国の補助金等の金額（㋛欄の金額を限度とする
） ㋝ 円 

合計金額 （㋛＋㋜＋㋝） ㋞ 円 
 

基準となる割合 （ ㋞ ÷㋗ ） ･････････・・・・・・・・・・・・・・・ ㋟ ％ 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内

に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成29年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24年４月１日から平成

29年３月31日（認定を受けたことのない法人の場合は平成27年４月１日から平成29年３月31日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください

（第２表以下についても同様です。）。

×12 ＝ Ⓐ         円 

２ 

１ 

３ 
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「認定基準等チェック表」（第１表 相対値基準・小規模法人用）記載要領 

 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「実績判定期間の月数」欄 実績判定期間の月数の総数を記載します。 月数は暦に従って計算し、一

月未満の端数がある場合は一

月に切り上げます。 

「総収入金額㋐」欄 活動計算書の経常収益計と経常外収益計の

合計額を記載します。 

 

その他の事業がある場合には、

特定非営利活動に係る事業と

全てのその他の事業の経常収

益計と経常外収益計の合計額

を記載します。 

「国の補助金等の金額㋑」欄 総収入金額のうち、国、地方公共団体、法

人税法別表第１に掲げる独立行政法人、地方

独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用

機関法人及び我が国が加盟している国際機関

（以下「国等」といいます。）からの補助金そ

の他国等が反対給付を受けないで交付するも

の（以下「国の補助金等」といいます。）の金

額の合計金額を記載します。 

「国の補助金等の金額㋝」欄

に金額の記載がある場合は記

入できません。 

「委託の対価としての収入で国等か

ら支払われるものの金額㋒」欄 

 総収入金額のうち、国等からの委託事業費

の合計金額を記載します。 

 

「法律等の規定に基づく事業で、その

対価を国又は地方公共団体が負担す

ることとされている場合の負担金額

㋓」欄 

総収入金額のうち、法律又は政令の規定に

基づき行われる事業でその対価の全部又は一

部につき、その対価を支払うべき者に代わり

国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場合のその負担部分の合計金額を記載し

ます。 

 

「資産の売却収入で臨時的なものの

金額㋔」欄 

 総収入金額のうち、固定資産や有価証券等

の売却収入額を記載します。 

貸借対照表等において固定

資産として経理している資産

であっても、実質的に販売用の

資産であるものは除かれます。 

「遺贈により受け入れた寄附金等の

うち基準限度超過額に相当する金額

㋕」、「休眠預金等交付金関係助成金

㋖」、「受入寄附金総額㋘」、「一者当た

り基準限度超過額の合計㋙」、「休眠預

金等交付金関係助成金㋚」の各欄 

 「第１表付表１（相対値基準・小規模法人

用）」の各該当欄の金額を転記します。 

 

「会費収入㋜」欄 「差引金額㋛」欄と「第１表付表２（相対

値基準用）④」欄のうちいずれか少ないほう

の金額を記載します。 

 

「国の補助金等の金額㋝」欄 国の補助金等の金額を算入する場合は、「差

引金額㋛」欄の金額を限度として記載します。 

国の補助金等の金額を算入

するか否かは、法人の選択とな

ります。 
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受け入れた寄附金の明細表  第１表付表１（相対値基準・原則用） 

 
１ 基準限度額の計算  

受 入 寄 附 金 総 額 Ⓐ 円 

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 Ⓑ 円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×10％）） 
Ⓒ 円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 50％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×50％）） 
Ⓓ 円 

 
２ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかでない寄附金 

Ⓐのうち寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称） 
及 び そ の 住 所 が 明 ら か で な い 寄 附 金 の 額 

Ⓔ 円 

 
３ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附金 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
①欄とⒸ（特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人についてはⒹ）欄

のいずれか少ない金額 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

役員等からの寄附金の額が 20 万円以上

のものの合計額 Ⓕ 
（        ） 

 
円 

（        ） 
 

円 

（        ） 
 

円 
Ⓕ欄以外の同

一の者からの

寄附金の額が

１千円以上の

ものの合計額 

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人 Ⓖ 
円 円 円    

Ⓖ欄以外の者 Ⓗ 
（        ）

  
円 

（        ）
  
円 

（        ）
  
円    

同一の者からの寄附金の額が１千円

未満のものの合計額 
Ⓘ 

（        ）
  
円   

休眠預金等交付金関係助成金 Ⓙ        円   

合  計（Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ＋Ⓘ＋Ⓙ） Ⓚ 
（      ） 

  
       円 

 
  

          
Ⓛ 

（      ）
  
円 

（注意事項） 
①～③の各欄の「（ ）」には、遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。）により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続

人に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与
者から贈与（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。）により受け入れた寄附金の額を記載してください。

法人名  実績判定期間   年  月  日～   年  月  日 



148 

「受け入れた寄附金の明細表」第１表付表１（相対値基準・原則用） 記載要領 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「受入寄附金総額Ⓐ」欄  活動計算書の収益の部の受取寄附金及び助成金（対

価性のないものに限ります。）の合計を記載します。 

なお、国の補助金等の金額は、寄附金及び助成金に

は含まれません。 

Ⓐ欄の金額は、Ⓔ欄の金額とⓀ欄の金額を合算した

金額になります（Ⓐ＝Ⓔ＋Ⓚ）。 

 受取寄附金は、実際に入金した

ときに収益として計上します。 

 

「休眠預金等交付金関係 

助成金Ⓑ及びⒿ｝欄 

指定活用団体や資金分配団体等から、休眠預金等交

付金関係助成金を受け取っている場合は、当該金額を

記載します。 

 

「役員の氏名」欄 「受入寄附金総額Ⓐ」欄のうち、役員からの寄附金

の合計額が 20 万円以上のものについて各人別に記載

します。 

役員からの寄附金の合計額の記載に当たっては、他

の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の

親族並びに当該役員と特殊の関係のある者があるとき

は、これらの者は同一の者とみなして、当該役員から

の寄附金に含めて記載する必要があります。 

なお、各人別の役員からの寄附金の合計額について

は、「役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合

計額Ⓕ」欄に記載します。 

また、すべての寄附者（役員であって、寄附金の合

計額が 20 万円以上のものに限ります。）について記載

しきれない場合には、「受け入れた寄附金の明細表 第

１表付表１（次葉）」を利用してください。 

左欄の「特殊の関係」は、次に

掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあ

る関係 

② 使用人である関係及び使用人

以外の者で当該役員から受ける

金銭その他の財産によって生計

を維持している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係に

ある者の配偶者及び三親等以内

の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

「役職」欄  役員の役職（代表理事、常務理事等）を記載します。  

「特定公益増進法人、認定

特定非営利活動法人Ⓖ」欄 

 特定公益増進法人（法人令 77）、認定特定非営利活

動法人からの寄附金で、同一の法人からの寄附金の額

が１千円以上のものの合計額を記載します。 

Ⓖ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとなり

ます。 

「Ⓖ欄以外の者Ⓗ」欄  上記Ⓖ欄記載以外の者からの寄附金で、同一の者か

らの寄附金の額が１千円以上のものの合計額を記載し

ます。 

Ⓗ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとなり

ます。 

「同一の者からの寄附金の

額が１千円未満のものの合

計額Ⓘ」欄 

 同一の者からの寄附金の額が１千円未満のものの合

計額を記載します。 
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受け入れた寄附金の明細表  第１表付表１（相対値基準・小規模法人用） 

 
１ 基準限度額の計算  

受 入 寄 附 金 総 額 Ⓐ 円 

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 Ⓑ 円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×10％）） 
Ⓒ 円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 50％相当額（（Ⓐ−Ⓑ）×50％）） 
Ⓓ 円 

 
 ２ 受入寄附金総額の内訳 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
①欄とⒸ（特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人にあってはⒹ）欄

のいずれか少ない金額 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

役員からの寄附金の額が 20 万円以上の

ものの合計額 Ⓔ 
（        ） 

 
円 

（        ） 
 

円 

（        ） 
 

円 

Ⓔ欄以外の同

一の者からの

寄附金の額の

合計額 

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人 Ⓕ 
円 円 円    

Ⓕ欄以外の者 Ⓖ 
（        ）

  
円 

（        ）
  
円 

（        ）
  
円    

休眠預金等交付金関係助成金 Ⓗ  
円  

 
  

      
円    

合  計（Ⓔ＋Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ） Ⓘ 
（      ） 

  
円 

 Ⓙ 
（      ）

  
円 

（注意事項） 
①～③の各欄の「（ ）」には、遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。）により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続

人に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与

者から贈与（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。）により受け入れた寄附金の額を記載してください。

法人名  実績判定期間   年  月  日～   年  月  日 
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「受け入れた寄附金の明細表」第１表付表１（相対値基準・小規模法人用） 記載要領 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「受入寄附金総額Ⓐ」欄  活動計算書の収益の部の受取寄附金及び助成金（対

価性のないものに限ります。）の合計を記載します。 

なお、国の補助金等の金額は、寄附金及び助成金に

は含まれません。 

Ⓐ欄の金額は、Ⓘ欄の金額に等しくなります（Ⓐ＝

Ⓘ）。 

 受取寄附金は、実際に入金した

ときに収益として計上します。  

「休眠預金等交付金関係助

成金Ⓑ及びⒽ」欄 

 指定活用団体や資金分配団体等から、休眠預金等交

付金関係助成金を受け取っている場合は、当該金額を

記載します。 

 

「役員の氏名」欄  「受入寄附金総額Ⓐ」欄のうち、役員からの寄附金

で、その金額が 20 万円以上のものについて各人別に

記載します。 

（注） 小規模法人における役員からの寄附金の記載

に当たっては、他の寄附者のうちに当該役員の

配偶者及び三親等以内の親族並びに当該役員と

特殊の関係のある者があるとき、これらの者は

同一の者とみなして、当該役員の寄附金に含め

て記載する必要はありません。 

なお、各人別の役員からの寄附金の合計額について

は、「役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合

計額Ⓔ」欄に記載します。 

また、すべての寄附者について記載しきれない場合

には、「受け入れた寄附金の明細表 第１表付表１（次

葉）」を利用してください。 

左欄の(注)書き「特殊の関係」

とは、次に掲げる関係をいいま

す。 

① 婚姻の届出をしていないが

事実上婚姻関係と同様の事情

にある関係 

② 使用人である関係及び使用

人以外の者で当該役員から受

ける金銭その他の財産によっ

て生計を維持している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係

にある者の配偶者及び三親等

以内の親族でこれらの者と生

計を一にしている関係 

「役職」欄  役員の役職（代表理事、常務理事等）を記載します。 

 

 

「特定公益増進法人、認定特

定非営利活動法人Ⓕ」欄 

 特定公益増進法人（法人令 77）、認定特定非営利活

動法人からの寄附金で、同一の法人からの寄附金の合

計額を記載します。 

Ⓕ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとな

ります。 

 

「Ⓕ欄以外の者Ⓖ」欄  上記Ⓕ欄記載の以外の者からの寄附金で、同一の者

からの寄附金の合計額を記載します。 

Ⓖ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとな

ります。 
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受け入れた寄附金の明細表        第１表付表１（次葉） 

 
○ 役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合計額 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
 

①欄とⒸ欄のいずれか 
少ない金額 
 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

合計（又は小計） （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円 

（注意事項） 

 役員からの寄附金の合計額（20万円以上）の記載に当たっては、他の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに

当該役員と特殊の関係のある者があるときは、これらの者は同一の者とみなして、当該役員の寄附金に含めて記載する必要があります

（第１表付表１（相対値基準・原則用）記載要領「役員の氏名欄」参照）。 

小規模法人における役員からの寄附金の合計額（20 万円以上）の記載に当たっては、当該役員の配偶者等からの寄附金があっても、

当該役員の寄附金に含めて記載する必要はありません（第１表付表１（相対値基準・小規模法人用）記載要領「役員の氏名欄」参照））。 

法人名  実績判定期間   年  月  日～   年  月  日 
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社員から受け入れた会費の明細表   第１表付表２（相対値基準用） 
 

 

 

１ 社員の会費に関する基準 

  社員の会費の額を分子に算入する場合は、実績判定期間において、次のイとロの基準を満たす必要

があります。 

基     準 基準を満たしている旨を証する書類の名称とその内容等 判  定 

イ 
社員の会費の額が合理的な基準に

より定められている 
 はい・いいえ 

ロ 
社員（役員等を除く。）の数が 20 人

以上である 
 はい・いいえ 

 ※ イとロの基準を満たしている場合は、「２ 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算」を

行ってください。 

 

 

 

２ 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算 

 

社 員 の 会 費 の 額 の 合 計 額 ・・・・・・・・・・ ① 
 

 

共益的活動の割合（第２表③欄 ） ・・・・・・・・・・ ② 
 

 

① か ら 控 除 す る 金 額 （ ① ×②） ・・・・・・・・・・ ③ 
 

 

差  引  金  額（①－③） ・・・・・・・・・・ ④ 
 

 

 

 

法人名  実績判定期間   年  月  日～   年  月  日 

         ⇓ 
第１表（相対値基準・原則用）㋠欄又は、 
第１表（相対値基準・小規模法人用）㋜欄へ 
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「社員から受け入れた会費の明細表」第１表付表２（相対値基準用） 記載要領 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「基準ロ」欄  「役員等」とは、役員並びに

役員の配偶者及び三親等以内

の親族並びに当該役員と特殊

の関係のある者をいいます。 

なお、上記の特殊の関係と

は、次に掲げる関係をいいま

す。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 

 

「基準を満たしている旨を

証する書類の名称とその内

容等」欄 

① イ欄には、例えば、「定款（又は会則）第○条に社

員の会費の額については、一律○円と規定」のよう

に、基準を満たしている旨を証する書類の名称と合

理的な基準により定められている旨を記載します。 

② ロ欄には、例えば、「社員名簿に○名登載」のよう

に記載します。 

 

「社員の会費の額の合計額

①」欄 

活動計算書の収益の部の社員の会費の額を記載しま

す。 

活動計算書の会費収入に期

末の未収会費額を計上してい

る場合には、当該欄に未収会費

額は算入できませんので、未収

計上した会費の額は会費収入

から控除する必要があります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 絶対値基準用）  

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内

に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成 29 年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24 年４月１日から平成

29 年３月 31 日（認定を受けたことのない法人の場合は平成 27 年４月１日から平成 29年３月 31 日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください

（第２表以下についても同様です。）。 
・ なお、認定審査の過程において、年 3,000 円以上の寄附者の数（※）の算出根拠について確認させていただく場合がありま

すので、寄附者の数の算出根拠を示す書類を法人の主たる事務所に確実に保管するようお願いします。 
※ 休眠預金等交付金関係助成金を受け取っている場合は、3,000 円に当該休眠預金等交付金関係助成金の額を加算した金額以

上の寄附者数となります。

法人名  実績判定期間   年  月  日～  年  月  日 

１ 実績判定期間内の各事業年度中の寄附金の額の総額が 3,000円以上である寄附者の数（※）の 

 合計数が年平均 100 人以上であること 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

 

【留意事項】 

１ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附者のみを数えてください。 

２ 寄附者の数の算出に当たっては、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としてください。 

３ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者である場合、それらの方を寄附者の数に含めないでください。 

  

 

実績判定 

期間内の 

各事業年度 

 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ  

 自  年  月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日  年 月 日 

至  年  月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日  年 月 日 

年 3,000 円以上の

寄附者の数(※)が

100 人以上である 

はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ 

【チェック欄】 

□ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附者のみを数えていますか。 

□ 寄附者の数の算出に当たって、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としていますか。 

□ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者の場合、それらの方を寄附者数から除いていますか。 

 

 ○ 実績判定期間内において、寄附金額が年3,000円以上の寄附者の数（※）が年100人未満の事業年度がある場合は、下欄に

より、年平均100人以上かどうかを判定してください。 

 
年 3,000 円以上

の 寄 附 者 の 数

（※） 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 合計  

人 人 人 人 人 Ａ 人 

実績判定期間の月数 
（注）一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。 

Ｂ 月 

実績判定期間の年 3,000円以上の寄附者数(※） 
Ａ 

人 
× 12 

＝ 人 ≧ 100 人 
実績判定期間の月数 Ｂ 

  月 
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「認定基準等チェック表」（第１表 絶対値基準用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「実績判定期間内の各事業年度」欄 

 

 

 

 

 

実績判定期間内の各事業年度を、「ⓐ」から

「ⓔ」の各欄に記載します。 

また、各事業年度において、寄附金額の合計

額が年 3,000 円以上の寄附者の数（※）が 100

人以上である場合は下欄の「はい」、100 人未満

である場合は「いいえ」に○をします。 

なお、寄附金額の合計額が年 3,000 円以上の

寄附者の数（※）が 100 人以上であるかどうか

の判定に当たっては、チェック欄の事項にご注

意ください（確認後は、□に✔を記入してくだ

さい。）。 

実績判定期間内のすべての事業年度におい

て、「はい」に○がされている場合は、その下の

「年 3,000 円以上（※）の寄附者の数」の計算

の表及びその下の計算式の記入は必要ありませ

ん。 

寄附者の数の算出に当た

っては、次の点に注意してく

ださい。 

イ 寄附者の氏名（法人・団

体にあっては、その名称）及

びその住所が明らかな寄附

者のみを数えます。 

ロ 寄附者本人と生計を一

にする方を含めて一人とし

ます。 

ハ 貴法人の役員及びその

役員と生計を一にする方は

寄附者の数に含めません。 

 

「年 3,000 円以上の寄附者の数」欄 実績判定期間内の各事業年度における、寄附

金額の合計額が 3,000 円以上の寄附者の数（※）

を、「ⓐ」から「ⓔ」の各欄に記載し、合計を「Ａ」

欄に記載します。 

 

「実績判定期間の月数」欄 実績判定期間の月数の総数を「Ｂ」欄に記載

します。 

月数は暦に従って計算し、

一月未満の端数がある場合

は一月に切り上げます。 

 

※ 休眠預金等交付金関係助成金を受け取っている場合は、3,000 円に当該休眠預金等交付金関係助成金の額を加算した金額 

 以上の寄附者数となります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 条例個別指定法人用） 

 

法人名  ﾁｪｯｸ欄 

１ 都道府県又は市区町村の条例により、個人住民税の寄附金税額控除の対象となる法人と 

 して個別に指定を受けていること 

 

【留意事項】 

１ 条例を制定した都道府県又は市区町村の区域内に事務所を有する場合に限ります。 

２ 申請日の前日において、条例で定められており、かつ、その条例の効力が生じている必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

条例を制定した都道府県又は市区町村  

条 例 指 定 年 月 日 
  年  月  日 

   

 条例を制定した都道府

県又は市区町村の区域内

に事務所がある 

はい・いいえ 

事務所所在地 

 

  ※ 法人の所轄庁以外の都道府県又は市区町村の条例により、個人住民税の寄附金税額控除の対象となる法人とし 

て個別に指定を受けた旨の条例の写し（公報の写し）を添付してください。 

 
 
【記載要領】 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「条例を制定した都道府県又

は市区町村」欄 

条例を制定した都道府県又は市区町村の名称を記

載します。 

 

「条例指定年月日」欄 条例指定を受けた年月日を記載します。 申請書を提出する日の前日

において、条例で定められてお

り、かつ、その条例の効力が生

じている必要があります。 

「条例を制定した都道府県又

は市区町村の区域内に事務所

がある」欄 

該当する方に○をします。 「いいえ」の場合は、他のパ

ブリック・サポート・テスト基

準（相対値基準又は絶対値基

準）を満たす必要があります。 

「事務所所在地」欄 条例を制定した都道府県又は市区町村の区域内に

ある事務所の所在地を記載します。 
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認定基準等チェック表 （第２表） 

法人名  ﾁ ｪ ｯ ｸ欄 

２  実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が 50%未満であること  

 イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。） 

 ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動（会員等に対する資

産の譲渡等を除く。） 

  （注意事項） 特定の地域とは、一の市区町村の区域の一部で地縁に基づく地域をいいます。 

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

 
 実 績 判 定 期 間 

 
すべての事業活動に係る金額等 ………………………… ① 

(指標         ) 

 

 

 

 ①のうちイ～ニの活動に係る金額等 …………………… ②   

 

 イ 会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行わ

れるもの等を除く。）に係る金額等 

ⓐ   

 

 

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が

会員等である活動に係る金額等 

ⓑ   

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ⓒ  

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ⓓ  
ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を

求める活動に係る金額等 

ⓔ  

合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ） ⓕ  ➯②へ 

 

 基準となる割合 （②÷①） ……………………………… ③   
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「認定基準等チェック表」（第２表）記載要領 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「すべての事業活動に係
る金額等①」欄 
 
 
 

 活動計算書の事業費の合計金額（その他の
事業がある場合は、特定非営利活動に係る事
業費計とその他の事業の事業費計の合計金
額）を記載します。 
 また、算出方法を具体的に示す資料を添付
してください。 

 実績判定期間において使用する「指標」は、
例えば、その実績判定期間に行った事業活動
に係る事業費の額、従事者の作業時間数など
合理的なものを使用します。 

「①のうち上記イ～ニの
活動に係る金額等②」欄 

「合計ⓕ」欄の金額等を転記します。  

「ⓐ～ⓔ」各欄共通事項 
 
 

「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等は、①
で用いた「指標」と同様の「指標」により算
出します。 

 「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等につい
ては、重複する部分がある場合には一方から
控除して記載します。 

「会員等に対する資産の
譲渡等の活動（対価を得な
いで行われるもの等を除
く。）に係る金額等ⓐ」欄 

会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に係る活動（対価を得ない
で行われるもの等を除きます。）に係る金額
等を記載します。 

この表において「会員等」とは、次の者を
いいます。 
① 会員 
② 当該申請に係る法人から継続的に若し
くは反復して資産の譲渡等を受ける者又
は相互の交流、連絡若しくは意見交換に参
加する者として当該法人の帳簿又は書類
その他に氏名（法人にあっては、その名称）
が記載された者であって、継続的に若しく
は反復して資産の譲渡等を受ける者又は
相互の交流、連絡若しくは意見交換に参加
する者 

③ 役員 
 なお、①及び②においては、当該法人の運
営又は業務の執行に関係しない者で、当該法
人が行う不特定多数の者を対象とする資産
の譲渡等の相手方であって、当該資産の譲渡
等以外の当該法人の活動に関係しない者は
除きます。 
また、「対価を得ないで行われるもの等」

には、次の対価を得て行うものを含みます。 
① 資産の譲渡等に係る通常の対価の 10％

相当額以下のもの及び交通費、消耗品費等
の実費相当額 

② 役務の提供の対価で最低賃金法による
最低賃金相当金額以下のもの及び付随費
用の実費相当額 

「会員等相互の交流、連絡
又は意見交換その他その
対象が会員等である活動
に係る金額等ⓑ」欄 

会員等相互の交流、連絡、意見交換など、
その対象が会員等である活動（以下の①及び
②に該当するものを除きます。）に係る金額
等を記載します。 
① 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸
付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」
といいます。）に係る活動 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

「便益が及ぶ者が特定の
範囲の者である活動に係
る金額等ⓒ」欄 
 
 

会員等、特定の団体の構成員、特定の職域
に属する者、特定の地域に居住し、又は事務
所その他これに準ずるものを有する者その
他その便益が及ぶ者が特定の範囲の者であ
る活動（以下の①及び②に該当するものを除
きます。）に係る金額等を記載します。  
① 会員等に対する資産の譲渡等の活動に               
係るもの 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

この表において「特定の地域」とは、一の
市区町村の一部で地縁に基づく地域をいい
ます。 

「特定の著作物又は特定
の者に関する活動に係る
金額等ⓓ」欄 

特定の著作物又は特定の者に関する普及
啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他
の活動に係る金額等を記載します。 

 

「特定の者に対し、その者
の意に反した作為又は不
作為を求める活動に係る
金額等ⓔ」欄 

特定の者に対し、その者の意に反した作為
又は不作為を求める活動に係る金額等を記
載します。 
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認定基準等チェック表（第２表 条例個別指定法人用） 
法人名  ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

２  実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が 50%未満であること  

 イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。） 

 ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者であ

る活動（地縁に基づく地域に居住する者等に対する活動及び会員等に対する資産の譲渡等を除く。） 

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

実 績 判 定 期 間 
 
 

 
すべての事業活動に係る金額等 ………………………… ① 

(指標         ) 

 

 

 

 ①のうちイ～ニの活動に係る金額等 …………………… ②   

 

 イ 会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行わ

れるもの等を除く。）に係る金額等 

ⓐ   

 

 

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が

会員等である活動に係る金額等 

ⓑ   

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ⓒ  

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ⓓ  
ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を

求める活動に係る金額等 

ⓔ  

合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ） ⓕ  ➯②へ 

 

 基準となる割合 （②÷①） ……………………………… ③   
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「認定基準等チェック表」（第２表 条例個別指定法人用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 
「すべての事業活動に係
る金額等①」欄 
 
 
 

 活動計算書の事業費の合計金額（その他の
事業がある場合は、特定非営利活動に係る事
業費計とその他の事業の事業費計の合計金
額）を記載します。算出方法を具体的に示す
資料を添付してください。 

 実績判定期間において使用する「指標」は、例
えば、その実績判定期間に行った事業活動に係る
事業費の額、従事者の作業時間数など合理的なも
のを使用します。 

「①のうち上記イ～ニの
活動に係る金額等②」欄 

「合計ⓕ」欄の金額等を転記します。  

「ⓐ～ⓔ」各欄共通事項 
 
 

「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等は、①
で用いた「指標」と同様の「指標」により算
出します。 

 「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等については、
重複する部分がある場合には一方から控除して記
載します。 

「会員等に対する資産の
譲渡等の活動（対価を得な
いで行われるもの等を除
く。）に係る金額等ⓐ」欄 

会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に係る活動（対価を得ない
で行われるもの等を除きます。）に係る金額
等を記載します。 

この表において「会員等」とは、次の者をいい
ます。 
① 会員 
② 当該申請に係る法人から継続的に若しくは反 
 復して資産の譲渡等を受ける者又は相互の交 
 流、連絡若しくは意見交換に参加する者として 
 当該法人の帳簿又は書類その他に氏名（法人・ 
 団体にあっては、その名称）が記載された者で 
 あって、継続的に若しくは反復して資産の譲渡 
 等を受ける者又は相互の交流、連絡若しくは意 
 見交換に参加する者 
③ 役員 
 なお、①及び②においては、当該法人の運営 
又は業務の執行に関係しない者で、当該法人が 
行う不特定多数の者を対象とする資産の譲渡等 
の相手方であって、当該資産の譲渡等以外の当 
該法人の活動に関係しない者は除きます。 
 また、「対価を得ないで行われるもの等」には、 
次の対価を得て行うものを含みます。 

① 資産の譲渡等に係る通常の対価の 10％相当額 
 以下のもの及び交通費、消耗品費等の実費相当 
 額 
② 役務の提供の対価で最低賃金法による最低賃
金相当金額以下のもの及び付随費用の実費相当
額 

「会員等相互の交流、連絡
又は意見交換その他その
対象が会員等である活動
に係る金額等ⓑ」欄 

会員等相互の交流、連絡、意見交換など、
その対象が会員等である活動（以下の①及び
②に該当するものを除きます。）に係る金額
等を記載します。 
① 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸
付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」
といいます。）に係る活動 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

「便益が及ぶ者が特定の
範囲の者である活動に係
る金額等ⓒ」欄 
 
 

会員等、特定の団体の構成員、特定の職域
に属する者その他その便益が及ぶ者が特定
の範囲の者である活動（以下の①、②及び③
に該当するものを除きます。）に係る金額等
を記載します。  
① 便益の及ぶ者が地縁に基づく地域に居
住する者等である活動に係るもの 

② 会員等に対する資産の譲渡等の活動に               
係るもの 

③ 特定非営利活動を行う団体の運営又は
活動に関する連絡、助言又は援助の活動を
主たる目的とする法人が行う、当該法人の
会員等の活動（特定公益増進法人又は認定
特定非営利活動法人である会員等が参加
しているものに限ります。）に対する助成 

 

「特定の著作物又は特定
の者に関する活動に係る
金額等ⓓ」欄 

特定の著作物又は特定の者に関する普及
啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他
の活動に係る金額等を記載します。 

 

「特定の者に対し、その者
の意に反した作為又は不
作為を求める活動に係る
金額等ⓔ」欄 

特定の者に対し、その者の意に反した作為
又は不作為を求める活動に係る金額等を記
載します。 
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認定基準等チェック表 （第３表）        （初葉） 

法人名  ﾁｪｯｸ欄 

３ 運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること 

 イ  役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ３分の１以下であること 

 

   ⑴  役員及びその親族等 

   ⑵  特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等 

 ロ  各社員の表決権が平等であること 

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記 

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること 

ニ  支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと 

 イ 

   項  目 

 

 

 

 

区  分 

役員数 

最も人数が多

い「親族等」

のグループの

人数 

割 合 

 

（②÷①） 

最も人数が多い「特定の

法人の役員又は使用人で

ある者及びこれらの者の

親族等」のグループの人

数 

割 合 

 

（④÷①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ 

ⓐ 年 月 日～ 年 月 日 人 人 ％ 人 ％ 

ⓑ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓒ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓓ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓔ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

申 請 時 
人 人 ％ 人 ％ 

  ㊟ 各欄の人数等は、第３表付表１「役員の状況」から転記してください。 

 

  ロ 

各社員の表決権が平等である ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

 上記を証する書類の名称とその内容等 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ   

  

（注意事項） 

・認定基準等チェック表（第 3 表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記

載及び添付する必要があります。その場合、上記ロの記載の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項

について、省略することができます。 
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第３表（次葉） 
ハ 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

会計について公認会計士又は監査法人の

監査を受けている 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書

類の保存を青色申告法人に準じて行って

いる 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

㊟ 該当する項目を○で囲み、監査証明書又は第３表付表２「帳簿組織の状況」を添付してください。 

 二 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  
（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

 
 

「認定基準等チェック表」（第３表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イの各欄 

 

区分欄の「ⓐ」から「ⓔ」欄には、実績判定期間

の各事業年度（又は各年）を記載します。 

第３表付表１「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。 

 

ロの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

 「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、

例えば、「定款（又は会則）第○条に正社員の表決権

（又は議決権）は平等に一票を与えると規定」のよ

うに記載します。 

 

ハの各欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

① 「会計について公認会計士又は

監査法人の監査を受けている」の

「はい」に「○」した場合には監

査証明書を添付してください。 

② 「帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存を青色申告

法人に準じて行っている」の「は

い」に「○」した場合には、第３

表付表２「帳簿組織の状況」を記

載し添付してください。 

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 
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役 員 の 状 況           第３表付表１ 

法人名  ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

役  員  数 人 人 人 人 人 人 

 ⑴ 最も人数が多い「親族等」のグルー 

 プの人数 
人 人 人 人 人 人 

⑵ 最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数 

人 人 人 人 人 人 

 

役 員 の 内 訳 

氏  名 住  所 職名 続柄等 

就 任 等 の 状 況 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時 
就任・退任 

年月日 

           

           

           

           

    
   

    

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 

 



 

164 

「役員の状況」 第３表付表１ 記載要領 

 

１ 「役員の内訳」欄は「親族等」又は「特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等」のグル

ープごとに記載します。 

 

２ 「就任等の状況」の「ⓐ」から「ⓔ」及び「申請時」の各欄は役員であった時期に「○」を付します。 

  なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」については、認定基準等チェック表（第３表）のイに記載する各期間（「ⓐ」か

ら「ⓔ」）を示したものです。 

 

３ この表において、「親族等」とは特定非営利活動法人の役員である次の者が該当します。 

 ① 役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

 ③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

 ④ ②又は③に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ この表において、「特定の法人の役員又は使用人である者並びにこれらの者の親族等」とは特定非営利活動法

人の役員である次の者が該当します。 

 ① 特定の法人の役員又は使用人 

 ② ①に掲げる者と役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ③ ①に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

④ ①に掲げる者の使用人及び使用人以外の者で当該①に掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計

を維持している者 

 ⑤ ③又は④に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

５ 上記の「特定の法人」には、特定の法人との間に発行済株式の総数又は出資の総額（以下「発行済株式の総数

等」といいます。）の 50%以上の株式の数又は出資の金額（以下「株式の数等」といいます。）を直接又は間接

に保有する関係にある法人を含みます。 

  なお、50%以上の株式の数等を直接又は間接に保有する関係とは以下のとおりです。 

  ○ 直接に保有する関係 

一の法人が他方の法人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人と他方の

法人との関係（以下「直接支配関係」といいます。） 

○ 間接に保有する関係 

一の法人及び一の法人と直接支配関係にある法人又は一の法人と直接支配関係にある法人が、他方の法

人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人、一の法人と直接支配関係にあ

る法人及び他方の法人との関係 
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   帳 簿 組 織 の 状 況        第３表付表２ 

法 人 名 
 

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

    

    

    

    

    

    

    

（記載要領） 

・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「現金出納帳」、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。 

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「３枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。 
・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。 

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した

内容に変更がない場合は、添付を省略することができます。 
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認定基準等チェック表 （第４表）        （初葉） 

法人名  ﾁｪｯｸ欄 

４ 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること 
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと 

 

ロ 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配

する法人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の

選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目

的とした事業を行う者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対

し寄附を行わないこと 
 ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が

80％以上であること 

 ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の 70％以上を特定非営利活動の事業費に充てていること 

 
イ 

 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  

宗教の教義を広め、儀式を行い、

及び信者を教化育成する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

政治上の主義を推進し、支持し、

又はこれに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

特定の公職の候補者若しくは公

職にある者又は政党を推薦し、支

持し、又はこれらに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 
ロ 
 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  
 

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対

する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対する

報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役員等

に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該

資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と認め

られる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と

当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業

の運営に関して特別の利益の供与の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特

定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  

（注意事項） 

・「認定基準等チェック表（第 4 表）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第 4 表（次葉）」（ハ及びニ）の記載及び添付の必要はあり

ません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 
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（第４表 次葉） 
 
 
ハ 
 

 

項        目 実績判定期間  ㊟ 「ハ」について、事業費以外の

指標により計算を行う場合には、

使用した指標及び単位を記載して

ください。 

 

事 業 費 の 総 額 ① 円  

特定非営利活動に係る事業費の額 ② 円  

特定非営利活動の割合 （②÷①） ③ ％ 
  使用した指標 単位  

 
 
   

  
 
 
ニ 

・ 算出方法を具体的に示す資料を

添付してください。 
 

 項                目 実績判定期間    

受   入   寄   附   金   総   額 ① 円 
  

受入寄附金総額のうち特定非営 
利活動に係る事業費に充てた額 ② 円 

 

受入寄附金の充当割合 （②÷①） ③ ％ 
  

 
※ハ、二について、実績判定期間中に「特定資産」等の勘定科目を設定した場合、以下に勘定科目及び金額を 

記載して下さい。 

 

勘 定 科 目 金 額 

 円 

 

 

 

（注意事項） 

・ 「認定基準等チェック表（第４表 次葉）」（ハ及びニ）は、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出

書類）の提出時には記載及び添付の必要はありません。 
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「認定基準等チェック表」（第４表）記載要領 

 

（注意事項） 
・ハについて、一定の条件の下、将来の特定非営利活動に充てるために当期に「特定資産」等として貸借対照表に 
計上した金額は、当期の「事業費の総額①」欄、「特定非営利活動に係る事業費の額②」欄にそれぞれ算入できま 
す。 
・ニについて、一定の条件の下、将来の特定非営利活動に充てるために当期に「特定資産」等として貸借対照表に 
計上した金額は、当期の「受入寄附金総額①」欄に加え、「受入寄附金総額のうち特定非営利活動に係る事業費に

充てた額②」欄にも算入できます。 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イ及びロの各欄共通 
 

該当する一方を「○」で囲みます。 
「役員等」とは、役員、社員、職員若しくは寄附

者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以

内の親族又はこれらの者と特殊の関係のある者を

いいます。 

「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該

役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者

の配偶者若しくは三親等以内の親族から受ける

金銭その他の財産によって生計を維持している

関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者

及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

第４表付表１及び２を記載し

添付してください。 

なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」

については、認定基準等チェッ

ク表（第３表）のイに記載する

各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示

したものです。 

ハ 

共通事項 「事業費」以外の指標により計算を行う場合に

は、使用した指標及び単位を㊟欄に記載し、具体的

な算出方法を示す資料を添付してください。 

  

「事業費の総額①」欄 実績判定期間における活動計算書の事業費の合

計金額（その他の事業がある場合は、特定非営利活

動に係る事業費計とその他の事業の事業費計の合

計金額）を記載します。 
 

 損益計算書を作成している場

合には、損益計算書により事業

に係る支出金額を算出して記載

しても差し支えありません。そ

の場合には、損益計算書及び金

額の算定方法を示す資料を添付

してください。 
「特定非営利活動に係る

事業費の額②」欄 
活動計算書における特定非営利活動に係る事業

費の合計額を記載します。 
 

特定非営利活動に係る部分と

それ以外に共通する事業費は、

それぞれに合理的に配賦しま

す。 

ニ 

「受入寄附金総額①」欄 第１表付表「受け入れた寄附金の明細表」の「Ⓐ」

欄の金額を転記します。 
 

「受入寄附金総額のうち

特定非営利活動に係る事

業費に充てた額②」欄 

「受入寄附金総額①」欄のうち、特定非営利活動

に係る事業費に充てた額を記載します。 
 

 

「受入寄附金の充当割合

③」欄 
割合が 100％を超える場合は、100％と記載しま

す。 
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役員等に対する報酬等の状況          第４表付表１ 
法 人 名  

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係にある者 （注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給等（実績判定

期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに行った取引等）について

以下の項目を記載してください。 

（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは

三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）                                                                                                                                           

氏    名 職 名  法人との関係 
（注２） 

報酬・給与の 
区    分 支 給 期 間 等 支 給 金 額 

      

      

      

      

      

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 
 
 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 
集 計 期 間   年  月  日 ～   年  月  日 
 
給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額 

 円 
  

（注意事項） 

・「役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 



170 
 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等   第４表付表２（初葉） 
法  人  名  

１ 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又は

これらの者と特殊の関係 （注）にある者（以下「役員等」という）又は役員等が支配する法人に対

する資産の譲渡等（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出

の日までに行った取引等）について以下の項目を記載してください。 

（注）「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維持

している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしてい

る関係 

 

⑴ 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

 
取 引 先の 氏名 等 

法人との

関 係 
譲 渡 資産 の内 容 

譲 渡 

年月日 
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等 

 

    円  
    円  

    円  
    円  

    円  
    円  

    円  
 
 
⑵ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

 
取 引 先の 氏名 等 

法人との

関 係 
貸付資産の内容 

貸 付 

年月日 
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等 

 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

     円  

    円  
  

（注意事項） 

・「役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）

の提出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

・NPO 法人が譲渡、貸付け、役務の提供を受ける場合を含みます。 



171 
 

 
第４表付表２（次葉） 

（注意事項） 

・「役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につい

て、省略することができます。 

⑶ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

 
取引先の氏名等 

法人との

関 係 
役務の提供の内容 

役務の提

供年月日 
対価の額 そ の 他 の 取 引 条 件 等 

 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

 

２ 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項 

（該当する事項がある場合にその内容を具体的に記載してください。） 

 

 
３ 支出した寄附金（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日

までに支出した寄附金） 

 支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 金 額 支 出 年 月 日 寄 附 の 目 的 等  
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認定基準等チェック表 （第５表） 

法人名  ﾁｪｯｸ欄 

５ 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれを

その事務所において閲覧させること 

 

 イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等（個人の住所又は居

所に係る記載の部分を除いたもの） 

 ロ 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

 二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一

定の事項等を記載した書類 

ヘ 助成の実績を記載した書類 

 

 
 
 

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除き

これをその事務所において閲覧させることに同意する。 

同  意  
 する しない 

イ 

① 事業報告書等（事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10 人

以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面） 
② 役員名簿 
③ 定款等（定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し） 
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの 

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 

次の事項を記載した書類 
① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位５者との取引 
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの

者と特殊の関係のある者との取引 
④ 寄附者（役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人

に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄附金

の額及び受領年月日 
⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況 

a  役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（b に係る部分を除く。） 
b  給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項 

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日  
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

ヘ 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し 

 

（注意事項） 

・認定基準等チェック表第５表は、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に記載及び添付する必

要があります。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 
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「認定基準等チェック表」（第５表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「同意」欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

 

閲覧に関する細則（社内規

則）等がある場合には、その細

則（社内規則）等を添付してく

ださい。 

「ホ」欄  ③、④の「特殊の関係」とは、

次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 
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認定基準等チェック表 （第６表） 
６ 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及

び役員名簿並びに定款等を同法第 29 条の規定により所轄庁に提出していること 

ﾁｪｯｸ欄 

 
特定非営利活動促進法第 28 条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への 

提出の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  
 

認定基準等チェック表 （第７表） 

７ 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により

何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと 

ﾁｪｯｸ欄 

 

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実 

その他公益に反する事実の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  ㊟ 認定基準等チェック表（第７表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時に記載及び添付する必要があります。 

 
 

認定基準等チェック表 （第８表） 
８ 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期 

間が経過していること 
ﾁｪｯｸ欄 
 

  

事業年度    月   日～   月   日 設立年月日      年   月   日 

  

 

（注意事項） 

・法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に当たっては、認定基準等チェック表（第６表

及び第８表）は、記載する必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表（第６表及び第８表）の記載の必要はありませ

ん。また、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項について、省略することができ

ます。 

 

認定基準等チェック表 （第６、７、８表） 

法人名  
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「認定基準等チェック表」（第６表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 

 

「認定基準等チェック表」（第７表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 
 

「認定基準等チェック表」（第８表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する年月日を記載します。  
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欠格事由チェック表 

法人名  ﾁｪｯｸ欄 
認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該

当する法人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。 
１ 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合 

 

イ  認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を
取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前１年内に当該認定特定非営
利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日
から５年を経過しないもの 

 ロ  拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５
年を経過しない者 

ハ  特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204 条
等 （注１）若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に
違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなっ
た日から５年を経過しない者 

二  暴力団の構成員等 （注２） 

２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 
３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 
４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３年を経過しな

い法人（認定、特例認定及び認定の有効期間の更新の申請時には、所轄税務署長等から交付を受けた納税
証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の
添付が必要となります （注３））。 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 
６ 次のいずれかに該当する法人 

イ 暴力団 
ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 

 
 １ 役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無  
  イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が

特例認定を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前

１年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務

を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

 

ロ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくな

った日から５年を経過しない者の有無 
有 ・ 無 

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、

若しくは刑法 204 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若

しくは地方税に関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わ

った日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

二 暴力団の構成員等の有無 有 ・ 無 
  
 ２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 はい・ いいえ  
 

３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 はい・いいえ 
 

４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３

年を経過しない法人 
はい・いいえ 

添付

書類 

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記４に係る所轄税務署長等か

ら交付を受けた納税証明書｢その４｣並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を

受けた滞納処分に係る納税証明書を添付すること（役員報酬規程等提出書には添付不要） 
はい・いいえ 

 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 はい・いいえ 
 

６ 次のいずれかに該当する法人 
 イ 暴力団 はい・いいえ 

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい・いいえ 
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（注意事項） 

１ 「刑法 204 条等」とは、刑法第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の２、第 222 条若しくは第 247 条をいい

ます。 

２ 「暴力団の構成員等」とは、法第 12 条第 1 項第 3 号ロに規定する暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構

成員を含みます。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいいます。 

３ 添付が必要となる納税証明書は、国税及び地方税の納付の有無にかかわらず、主たる事務所が所在する所轄税務

署長、都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書となります。また、従たる事務所

において国税又は地方税を納付している場合には、当該従たる事務所が所在する所轄税務署長、都道府県知事又は

市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の添付も必要となります。 
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寄附金を充当する予定の事業内容等 

 
法 人 名  

 

 
 

事 業 名 具 体 的 な 事 業 内 容 
実施予定

年 月 

実施予

定場所 

従事者の

予定人数 

受益対象者の

範囲及び予定

人 数 

寄附金充当

予 定 額 

 
 
 

      

       

       

       

       

       

 



 

 

様式第１９号（第１６条関係） 
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代 表 者 の 氏 名 の 変 更 届 出 書                

年  月  日   

   （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地） 

（特定非営利活動法人の名称）         

代表者氏名                 

電話番号                  

代理人氏名                 

  下記のとおり代表者の氏名の変更があったので、特定非営利活動促進法第53条第１項

（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定により、届け出ます。 

記 

 変更の内容 

変更前 変更後 変更年月日 

   

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 変更前及び変更後の代表者の氏名（ふりがなを付すこと。）を対照させて記載し、

併せて変更年月日を記載すること。 



 

 

様式第２０号（第１７条関係） 
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役 員 報 酬 規 程 等 提 出 書                

年  月  日  

   （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地）             

（特定非営利活動法人の名称）                     

代表者氏名                             

電話番号                              

その他の事務所（県内に所在するものに限る。）の所在地及び電話番号 

代理人氏名                             

  特定非営利活動促進法第５５条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定により、前事業年度（    年  月  日から    年  

月  日まで）の役員報酬規程等を提出します。 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ この提出書には、次の書類を添付すること。 

   ⑴ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程（法第５５条第１項） 

       ＜提出しない場合＞ 

        最後に役員報酬規程を提出した事業年度     年度 

        最後に職員給与規程を提出した事業年度     年度 

   ⑵ 次の事項を記載した書類（法第５５条第１項） 

    ① 前事業年度の収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 

    ② 前事業年度における次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容

に関する事項 

     イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の

最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第１順位から

第５順位までの取引 

     ロ 役員等との取引 

    ③ 前事業年度の寄附者（当該特定非営利活動法人の役員、役員の配偶者若しく

は３親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、前事業年度における当

該特定非営利活動法人に対する寄附金の額の合計額が２０万円以上であるもの

に限る。）の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日 

    ④ 前事業年度の役員等に対する報酬又は給与の状況 



181 

     イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（ロに係る部分を除く。） 

     ロ 給与を得た職員の総数及び総額に関する事項 

    ⑤ 前事業年度に支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日 

    ⑥ 前事業年度に海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額

及び使途並びにその実施日 

   ⑶ 法第４５条第１項第３号（ロに係る部分を除く。）、第４号イ及びロ、第５号

並びに第７号に掲げる基準に適合している旨並びに法第４７条各号のいずれにも

該当していない旨を説明する書類（法第５５条第１項） 
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特定非営利活動促進法第 54条第２項第３号に定める事項を記載した書類 

法人名  事 業 年 度 年 月 日～ 年 月 日 

 
１ 資金に関する事項［①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項］ 

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54 条第２項第３号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第 32 条第１項各号に対応しています。以下同じです。 
 
⑴ 収益の源泉別の明細 

収  益  源  泉  の  内  訳 金       額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                   計 円 

 
 

⑵ 借入金の明細 
借       入       先 金       額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                     計 円 

 
 ⑶ その他 
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２ 取引の内容に関する事項［③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 ロ 役員等との取引］ 
 
 ⑴ 収益の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

  円  

  円  

  円  

  円  

  円  
 
 
 ⑵ 費用の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

  円  

  円  

  円  

  円  

  円  
 
 

⑶ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引（NPO 法人が譲渡等を 
  受ける場合を含む。） 
イ 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 
関  係 

譲渡資産の内容 
譲 渡 
年月日 

譲 渡 価 格 その他の取引条件等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
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ロ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 
関  係 

貸付資産の内容 
貸 付 
年月日 

対 価 の 額 その他の取引条件等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
 
 
  ハ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

取引先の氏名等 法人との 
関  係 役務の提供の内容 役務の提

供年月日 対 価 の 額 その他の取引条件等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
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３ 寄附者に関する事項［④寄附者（役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日］ 

 
氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 
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４ 役員等に対する報酬又は給与の状況［⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）、ロ 給与を得た

職員の総数及び総額］ 
 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 （注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給について

記載してください。 
（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若し

くは三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者  

 

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）                                                                                                                                           

氏    名 職 名  法人との関係 
（注２） 

報酬・給与の 
区    分 支 給 期 間 等 支 給 金 額 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 

 

 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 
集 計 期 間   年  月  日 ～   年  月  日 
 
給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額  

 円 
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５ 支出した寄附金に関する事項［⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日］ 

 

 

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 金 額 支 出 年 月 日 寄 附 の 目 的 等 

  
円   

  
円   

  
円   

  
円   

  
円   

  
円   

  
円   

  
円   

 
合   計 円   

 

 
 
６ 海外への送金等に関する事項［⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

その実施日］ 

 

実  施  日 使          途 金   額 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 
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資産の譲渡等の内容に関する事項［②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項］ 

 
⑴ 資産の譲渡に係る料金及び条件等（NPO 法人が譲り受ける場合を含む。） 

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  
 
 ⑵ 資産の貸付けに係る料金及び条件等（NPO 法人が貸付けを受ける場合を含む。） 

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  
 
 ⑶ 役務の提供に係る料金及び条件等（NPO 法人が役務の提供を受ける場合を含む。） 

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  
 

※この書類は所轄庁へ提出する必要はありません。 
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「特定非営利活動促進法第 54条第２項第３号に定める事項を記載した書類」記載要領 

 

１ 「１ 資金に関する事項」欄 

  ⑴欄には、受取寄附金、○○事業収益、○○資産売却益、受取利息等の収益の源泉別の内訳を記載します。 

  ⑵欄には、借入金がある場合に、その借入先ごとの内訳を記載します。 

 ⑶欄には、上記の他に資金に関する重要な事項がある場合に記載します。 

 

２ 「２ 取引の内容に関する事項」欄 

  ⑴及び⑵の各欄には、収益及び費用が生ずる取引それぞれについて取引金額の最も多いものから上位５者に対する、

取引内容等について記載します。 

  ⑶の各欄には、役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等との取引等について記載します。 

（注意事項） 

この場合の「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三

親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

３ 「３ 寄附者に関する事項」欄 

  当期中の寄附者のうち、役員、役員の親族等で寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上の者について記載し   

ます。 

（注意事項） 

この場合の「役員の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員の配偶者若しくは三親等以内の親族 

② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

 

４ 「４ 役員等に対する報酬又は給与の状況」欄 

イの欄には、役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係にある者に対する報酬又は給与の支給について記載します。ロの欄には、当期中に給与を支給した

従業員の総数と総額を記載します。 

 

５ 「５ 支出した寄附金に関する事項」欄 

  当期中に支出した寄附金（助成金を含みます。）について記載します。 

 

６ 「６ 海外への送金等に関する事項」欄 

  海外への送金又は金銭の持出しを行った場合に記載します。 

 
 「資産の譲渡等の内容に関する事項」欄 

（所轄庁への提出は不要ですが、NPO 法人において、作成、備置、閲覧については行う必要があります。） 

⑴～⑶の各欄には、譲渡資産等の内容、料金及び特定の者に対する割引販売等の譲渡等における条件を記載します。 

個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付する場合には、その旨を記載します。 



190 
 

記載例（第１６条関係） 

定 款 変 更 認 証 提 出 書 

                                 年  月  日  

  （宛先） 

        埼玉県知事 

 

        （特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地） 

        （特定非営利活動法人の名称） 

         代表者氏名                           

         電話番号 

         その他の事務所（県内に所在するものに限る。）の所在地及び電話番号  

         代理人氏名                          

 

  下記のとおり定款の変更の認証を受けたので、特定非営利活動促進法第５２条第２項

（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定により、提出します。 

 

記 

 １ 定款変更の認証日 

 ２ 定款変更の内容 

 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 県以外の都道府県の区域内に主たる事務所を設置する認定（特例認定）特定非営

利活動法人で、県内にその他の事務所を設置するものは、この提出書を提出する

こと。 

３ この提出書には、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の写し（法第５２

条第２項（法第６２条において準用する場合を含む。））及び変更後の定款（法第

５２条第２項（法第６２条において準用する場合を含む。））を添付すること。 



 

 

様式第２１号（第１７条関係） 
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助 成 金 支 給 実 績 提 出 書                

年  月  日   

   （宛先） 

        埼玉県知事 

 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地）             

（特定非営利活動法人の名称）                     

代表者氏名                             

電話番号                              

その他の事務所（県内に所在するものに限る。）の所在地及び電話番号  

代理人氏名                             

 

下記のとおり助成金の支給を行ったので、特定非営利活動促進法第55条第２項（同法

第62条において準用する場合を含む。）の規定により、助成金の支給実績を提出します。 

 

記 

 

１ 支給年月日 

２ 支給対象者 

３ 支給金額 

４ 助成対象の事業等 

 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ ４には、事業等の内容を具体的に記載すること。 



 

 

様式第２２号（第１８条関係） 

192 

合 併 認 定 申 請 書                

年  月  日   

  （宛先） 

       埼玉県知事 

 

（合併しようとする特定非営利活動法人（甲）の主たる事務所の所在地）  

（合併しようとする特定非営利活動法人（甲）の名称）          

代表者氏名                             

電話番号                              

ファクシミリ番号                          

（合併しようとする特定非営利活動法人（乙）の主たる事務所の所在地）  

（合併しようとする特定非営利活動法人（乙）の名称）          

代表者氏名                             

電話番号                              

ファクシミリ番号                          

代理人氏名                             

 

特定非営利活動促進法第63条｛
第１項

第２項｝の規定により、下記のとおり合併の認定を受

けたいので、申請します。 

記 

１ 認定（特例認定）年月日 

２ 認定（特例認定）の有効期間 

３ 事業年度 

４ 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特定非営利活動法人 

法人名及び 

代 表 者 名 

主たる事務所の所在地及び電

話番号（ファクシミリ番号） 
現に行っている事業の概要 区 分 

   

認 定 

特例認定 

上記以外 

５ 合併によって消滅する特定非営利活動法人 

法人名及び 

代 表 者 名 

主たる事務所の所在地及び電

話番号（ファクシミリ番号） 
現に行っている事業の概要 区 分 

   

認 定 

特例認定 

上記以外 

６ 本申請において適用するパブリックサポートテスト基準（合併後に認定特定非営利

活動法人としての地位を承継しようとする場合は、いずれかにレ印） 

□ 相対値基準（原則） 

□ 相対値基準（小規模法人） 

□ 絶対値基準 

□ 条例個別指定法人 
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備考 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ この申請に係る実績判定期間については、合併後存続する特定非営利活動法人又

は合併によって消滅する特定非営利活動法人（合併によって特定非営利活動法人を

設立する場合にあっては、合併によって消滅する特定非営利活動法人）の各事業年

度のうち申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前２年内に終了した各事業

年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した各事業年度の

末日までの期間となる。 

３ この申請書には、次の書類を添付すること。 

(１) 寄附者名簿（各事業年度に当該申請に係る特定非営利活動法人が受け入れた

寄附金の支払者ごとに当該支払者の氏名（法人にあっては、その名称）及び住所

並びにその寄附金の額及び受け入れた年月日を記載した書類をいう。ただし、法

第45条第１項第１号ハに掲げる基準に適合する特定非営利活動法人及び法第63条

第２項の合併の認定を受けようとする特例認定特定非営利活動法人は、添付を要

しない。）（法63条第５項） 

(２) 法45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（(１)に掲げる

書類を除く。）（法第63条第５項） 

(３) 法47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第63条第５項） 

(４) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第63条第５

項） 
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法第 63 条第１項又は第２項の合併の認定申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 
第１項 

（認定） 

第２項 

(特例認定) 

特定非営利活動促進法第 63 条第１項又は同条第２項の合併の認定を受けるための申請書    

１ 寄附者名簿（注）1   

２ 認定基準等に適合する旨及び第 47 条各号（欠格事由）のいずれにも該当しない旨を説明する書類(注)2,3 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。(注)4    

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人    

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

 

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準   

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用）   

ハ 条例個別指定基準    

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）   

二

号

基

準 

いずれかの書類を提出することとなります。  

 認定基準等チェック表（第 2 表）   

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）   

三

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 3 表）   

役員の状況（第 3 表付表 1）   

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）   

四

号

基

準 

認定基準等チェック表（第 4 表）   

財産の運用及び事業運営の状況等（第 4 表付表 1）   

財産の運用及び事業運営の状況等（第 4 表付表 2）   

五
号 

基
準 

認定基準等チェック表（第 5 表）    

六
～
八

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表）   

欠格事由チェック表   

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類   

 

（注意事項） 

1 条例個別指定基準に適合する法人、法第 63 条第２項の合併の認定を受けようとする特例認定特定非営利活動法人は、寄附者名簿の添付は

必要ありません（法 44②、58②、63⑤、法令９②）。 

2 各認定基準等チェック表のうち、第１表、第２表及び第４表（ハ及びニに係る事項に限ります。）の記載に当たっては、合併後存続する法人及び

合併によって消滅する法人（合併によって法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各法人。以下同じです。）を一つの法人とみなし

て記載してください（法令９③⑤）。 

3 各認定基準等チェック表のうち、第３表、第４表（イ及びロに係る事項に限ります。）、第５表及び第６、７、８表については、合併後存続する法

人、合併によって設立する法人及び合併によって消滅する法人について、それぞれ記載してください（法令９③⑤）。 

4 法第 63 条第２項の合併の認定を受けようとする特例認定特定非営利活動法人は、一号基準に関する書類の添付は必要ありません（法 59

一、63⑤、法令９②）。 
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認 定 申 請 書                

令和(n+2)年7月19日   

 （宛先） 

 埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地）埼玉県越谷市１-２-３ 

（特定非営利活動法人の名称） 特定非営利活動法人ともたま会 

代表者氏名  埼 玉  一 郎 

電話番号  ○○○-○○○-○○○○ 

ファクシミリ番号 ○○○-○○○-○○○○ 

代理人氏名  ○○ ○○ 

  特定非営利活動促進法第44条第１項の規定により、下記のとおり認定を受けたいので、

申請します。 

記 

 １ 設立年月日 平成２４年１月１９日 

 ２ その他の事務所の所在地、電話番号（ファクシミリ番号を含む。）並びに責任者の

役職及び氏名  埼玉県○○市○○町○○番地  

           ○○○-○○○-○○○○ 

           理事 ○○ ○○ 

 ３ 事業年度 ４月１日～３月３１日 

 ４ 本申請において適用するパブリックサポートテスト基準（いずれかにレ印） 

  □ 相対値基準（原則） 

  □ 相対値基準（小規模法人） 

  ☑ 絶対値基準 

  □ 条例個別指定法人 

 ５ 現に行っている事業の概要 

   障がい福祉サービス事業 

      子どもの教育環境改善事業 

   地域のふれあい活動促進事業  

 ６ 過去の認定の有無及びその有効期間 無 

 ７ 過去の特例認定の有無及び特例認定を受けた日 無 

 ８ 認定取消しの有無及び取消年月日 無 

 ９ 特例認定取消しの有無及び取消年月日 無 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超

える期間が経過していない場合は、認定を受けることができない。 

  ３ 過去に認定又は特例認定の取消しを受けている場合は、その取消しの日から５年

を経過していないときは、認定を受けることができない。 

  ４ 過去に認定（有効期間の更新を除く。）又は認定取消しを複数回受けている場合

は、直近の認定の有効期間又は取消年月日を記載すること。 

登記事項証明書の成立年月日を記載する。 

適用するパブリックサポ
ートテストを選択する。 

定款上に従たる事務所の 
記載がある場合、所在地・ 
電話番号・責任者の役職及び 
氏名について記載する。 

※記載例は３月期決算法人です。 
【実績判定期間】 
（第１期）  令和n年4月1日～令和(n+1)年3月31日 
（第２期）令和(n+1)年4月1日～令和(n+2)年3月31日 

記載例 

定款に記載されている特定非営利活動、 
その他の事業の活動のすべてを記載する。 
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  ５ ２の「責任者」とは、その事務所を統括する者をいう。 

  ６ この申請書には、次の書類を添付すること。 

   (１) 実績判定期間内の日を含む各事業年度（その期間が１年を超える場合は、当

該期間をその初日以後１年ごとに区分した期間（最後に１年未満の期間を生じた

ときは、その１年未満の期間））の寄附者名簿（各事業年度に当該申請に係る特

定非営利活動法人が受け入れた寄附金の支払者ごとに当該支払者の氏名（法人に

あっては、その名称）及び住所並びにその寄附金の額及び受け入れた年月日を記

載した書類をいう。）（法第44条第２項） 

   (２) 法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（(１)に掲げ

る書類を除く。）（法第44条第２項） 

   (３) 法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第44条第２項） 

   (４) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第44条第２

項） 



 

 

様式第１８号（第１５条関係） 
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特 例 認 定 申 請 書                

令和(n+2)年7月19日  

   （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地）埼玉県越谷市○○町○○番地 

（特定非営利活動法人の名称） 特定非営利活動法人ともたま会 

代表者氏名  埼 玉  一 郎 

電話番号  ○○○-○○○-○○○○ 

ファクシミリ番号 ○○○-○○○-○○○○ 

代理人氏名  ○○ ○○ 

  特定非営利活動促進法第58条第１項の規定により、特例認定を受けたいので、申請し

ます。 

記 

 １ 設立年月日 平成２４年１月１９日 

 ２ その他の事務所の所在地、電話番号（ファクシミリ番号を含む。）並びに責任者の

役職及び氏名 埼玉県○○市○○町○○番地  

           ○○○-○○○-○○○○ 

           理事 ○○ ○○ 

 ３ 事業年度 ４月１日～３月３１日 

 ４ 現に行っている事業の概要 

   障がい福祉サービス事業 

      子どもの教育環境改善事業 

   地域のふれあい活動促進事業  

 ５ 過去の認定の有無 無 

 ６ 過去の特例認定の有無 無 

 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超

える期間が経過していない場合は、特例認定を受けることができない。 

  ３ 設立の日から５年を経過している場合は、特例認定を受けることができない。 

  ４ 過去に認定又は特例認定を受けている場合は、特例認定を受けることができない。 

  ５ ２の「責任者」とは、その事務所を統括する者をいう。 

  ６ この申請書には、次の書類を添付すること。 

   (１) 法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（法第44条第

２項第１号に掲げる書類を除く。）（法第58条第２項） 

   (２) 法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第58条第２項） 

   (３) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第58条第２

項） 

 

登記事項証明書の成立
年月日を記載する。 

その他の事務所がある場合、 
所在地・電話番号・責任者の役職
及び氏名について記載する。 

※記載例は３月期決算法人です。 
【実績判定期間】 
（第１期）  令和n年4月1日～令和(n+1)年3月31日 
（第２期）令和(n+1)年4月1日～令和(n+2)年3月31日 

記載例 

定款に記載されている特定非営利活動、 
その他の事業の活動のすべてを記載する。 
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認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 チェック 

認定特定非営利活動法人としての認定を受けるための申請書   ✓ 

１ 寄附者名簿 （注）   ✓ 

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用） ✓ 

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二
号
基
準 

いずれかの書類を提出することとなります。  

 認定基準等チェック表（第 2 表） ✓ 

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 3 表） ✓ 

役員の状況（第 3 表付表 1） ✓ 

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2） ✓ 

四
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 4 表） ✓ 

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1） ✓ 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2） ✓ 

五
号 

基
準 認定基準等チェック表（第 5 表） ✓ 

六
～
八 

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表） ✓ 

欠格事由チェック表 ✓ 

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 ✓ 

（注意事項） 
条例個別指定基準に適合する法人は、寄附者名簿の添付は必要ありません（法 44②ただし書）。 

 

該当する欄に 
チェックする。 

チェック表もご提出ください。 
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特例認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 チェック 

特例認定特定非営利活動法人としての認定を受けるための申請書   ✓ 

１ 寄附者名簿 （注）  

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。（注）  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用）  

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二
号
基
準 

いずれかの書類を提出することとなります。 

 認定基準等チェック表（第 2 表） ✓ 

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 3 表） ✓ 

役員の状況（第 3 表付表 1） ✓ 

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2） ✓ 

四
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 4 表） ✓ 

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1） ✓ 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2） ✓ 

五
号 

基
準 

認定基準等チェック表（第 5 表） ✓ 

六
～
八 

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表） ✓ 

欠格事由チェック表 ✓ 

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 ✓ 

（注意事項） 
寄附者名簿及び一号基準に関する書類の添付は必要ありません（法 58②、59一） 

該当する欄に 
チェックする。 

チェック表もご提出ください。 
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寄 附 者 名 簿 

 

法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 事 業 年 度 令 和 n 年 4 月 1 日 ～ 令 和 (n+1)年 3 月 31 日 

 
寄附者の氏名又は名称 住 所 又 は 事 務 所 の 所 在 地 寄 附 金 の 額 受 領 年 月 日 

川越 太郎 埼玉県川越市１－２－３ 300,000円 R〇・〇・〇〇 

春日部 次郎 埼玉県春日部市１－２－３ 250,000円 R〇・〇・〇〇 

所沢 三郎 埼玉県所沢市１－２－３ 5,000円 R〇・〇・〇〇 

深谷 和子 埼玉県深谷市１－２－３ 1,000円 R〇・〇・〇〇 

秩父 里枝 埼玉県秩父市１－２－３ 20,000円 R〇・〇・〇〇 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

社会福祉法人〇〇 埼玉県上尾市１－２－３ 150,000円 R〇・〇・〇〇 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

合    計  7,509,500円  

（注意事項）  

・ 条例個別指定の基準で認定を受けようとする法人及び特例認定特定非営利活動法人としての特例認定を受けようと

する法人は、添付の必要はありません（法 44②、58②）。 

・ この寄附者名簿は、毎事業年度初めの３月以内に作成し、その作成の日から起算して５年間その事務所の所在地に 

備え置く必要があります（法 54②）。 

閲覧 対象 外 書類 

年度ごとに作成する。 

実績判定期間内の各事業年
度における全ての寄附者を
記載する。 

…
 

…
 

…
 

…
 

※寄附者名簿は、別途電子データ 
 （Excel）でもご提出ください。 

法人に実際に入金があった
日を記載する。 

※注意 
・生計を一にしている寄附者がそれぞれ 3,000 円以上の 
寄附をした場合も 1 件となる。 

・名前と住所の表記（住所の半角・全角、丁目と‐、 
名前の外字、半角スペース・全角スペース等）が統一
されているか確認する。 
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 認定基準等チェック表 （第１表 相対値基準・原則用） 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内に終了

した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成 29年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24年４月１日から平成 29年

３月31日（認定を受けたことのない法人の場合は平成27年４月１日から平成29年３月31日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください（第２表以

下についても同様です。）。 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n年 4月 1日～令和(n+2)年 3月 31日 

１ 経常収入金額のうちに寄附金等収入金額の占める割合が実績判定期間（注意事項参照）において５

分の１以上であること。 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

✓ 

実 績 判 定 期 間 

 

 

 経 常 収 入 金 額 （ ㋙ の 金 額 ） ………………………………………… ① 16,989,520円  

 

 総 収 入 金 額 ㋐ 20,000,000円  

控 
  

除  
 

金  
 

額 

国の補助金等の金額（㋡欄に金額の記載がある場合は、記入不可） ㋑ 1,000,000円 

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ㋒ 2,000,000円 

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場合の負担金額 
㋓ 

0円 

資産の売却収入で臨時的なものの金額 ㋔ 0円 

遺贈により受け入れた寄附金等のうち基準限度超過額に相当する金額（付表１（相対値

基準・原則用）Ⓛ欄の「（ ）」） 
㋕ 

0円 

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合計

額が１千円未満のものの額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓘ欄） 
㋖ 

980円 

寄附者の氏名（法人の名称）等が明らかでない寄附金額（付表１（相対値基準・原則用）

Ⓔ欄） 
㋗ 

9,500円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・原則用）Ⓙ欄） ㋘ 0円  

差引金額 （㋐－㋑－㋒－㋓－㋔－㋕－㋖－㋗－㋘） ㋙ 16,989,520円 ➯① 

                                                     ヘ 

 寄 附 金 等 収 入 金 額 （ ㋢ の 金 額 ） …………………………… ② 7,590,770円  

 

 受入寄附金総額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓐ欄） ㋚ 7,509,500円  

控

除

金

額 

一者当たり基準限度超過額の合計額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓛ欄） ㋛ 300,250円 

寄附者の氏名(法人の名称）等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合

計額が１千円未満のものの額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓘ欄） 
㋜ 

980円 

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかでない寄附金額（付表１（相対値基準・原則用）

Ⓔ欄） 
㋝ 9,500円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・原則用）Ⓙ欄） ㋞ 0円 

 差引金額 （㋚－㋛－㋜－㋝－㋞） ㋟  7,198,770円 
 

 

 

➯② 

会費収入（㋟欄と付表２（相対値基準用）④欄のうちいずれか少ない金額） ㋠ 392,000円 

国の補助金等の金額（㋟欄の金額を限度とする。） ㋡ 0円 

合計金額 （㋟＋㋠＋㋡） ㋢ 7,590,770円 

                                                     へ 

 基準となる割合 （②÷①） ………………………………………………………… ③ 44.68％  

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

実績判定期間の活動計算書におけ
る経常収益計と計上外収益計の合
計額と一致する。 

第１表付表１の各欄から 
転記する。 

国の補助金の金
額は、イ欄又は 
ツ欄のいずれか
に記入する。 

20％以上で基準適合。 

各欄が活動計算書の金額と 
一致するように作成する。 
（※すべて２事業年度の合計額） 
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「認定基準等チェック表」（第１表 相対値基準・原則用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「総収入金額㋐」欄 

 

 

 

 

 

 活動計算書の経常収益計と経常外収益計の合

計額を記載します。 

 

その他の事業がある場合

には、特定非営利活動に係る

事業と全てのその他の事業

の経常収益計と経常外収益

計の合計額を記載します。 

「国の補助金等の金額㋑」欄 総収入金額のうち、国、地方公共団体、法人

税法別表第１に掲げる独立行政法人、地方独立

行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法

人及び我が国が加盟している国際機関（以下「国

等」といいます。）からの補助金その他国等が反

対給付を受けないで交付するもの（以下「国の

補助金等」といいます。）の金額の合計金額を記

載します。 

「国の補助金等の金額㋡」

欄に金額の記載がある場合

は記入できません。 

「委託の対価としての収入で国等か

ら支払われるものの金額㋒」欄 

 総収入金額のうち、国等からの委託事業費の

合計金額を記載します。 

 

「法律等の規定に基づく事業で、その

対価を国又は地方公共団体が負担す

ることとされている場合の負担金額

㋓」欄 

総収入金額のうち、法律又は政令の規定に基

づき行われる事業でその対価の全部又は一部に

つき、その対価を支払うべき者に代わり国又は

地方公共団体が負担することとされている場合

のその負担部分の合計金額を記載します。 

 

「資産の売却収入で臨時的なものの

金額㋔」欄 

 総収入金額のうち、固定資産や有価証券等の

売却収入額を記載します。 

貸借対照表等において固

定資産として経理している

資産であっても、実質的に販

売用の資産であるものは除

かれます。 

「遺贈により受け入れた寄附金等の

うち基準限度超過額に相当する金額

㋕」～「休眠預金等交付金関係助成金

㋘」、及び「受入寄附金総額㋚」～「休

眠預金等交付金関係助成金㋞」の各欄 

「第１表付表１（相対値基準・原則用）」の各

該当欄の金額を転記します。 

 

「会費収入㋠」欄 「差引金額㋟」欄と「第１表付表２（相対値

基準用）④」欄のうちいずれか少ない金額を記

載します。 

 

「国の補助金等の金額㋡」欄 国の補助金等の金額を算入する場合は、「差引

金額㋟」欄の金額を限度として記載します。 

国の補助金等の金額を算

入するか否かは、法人の選択

となります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 相対値基準・小規模法人用） 

法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和n年4月1日～令和(n+2)年3月31日 

１ 実績判定期間（注意事項参照）における下欄３の㋗欄の金額に占める㋞欄の金額の割合（㋟欄） 

 が、５分の１以上であること 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

  ✓ 

小規模法人の判定 
 

   実績判定期間の総収入金額 9,000,000円  

         実績判定期間の月数   24 月  

 

Ⓐが800万円未満である 
は 
い ２ へ 

いいえ  小規模法人の
例計算・・・適用不可 

  

実績判定期間において受け入れた寄附金の合計

額が３千円以上の寄附者（役員、社員を除く。）

の数が50人以上である 

は い 小規模法人の特例計算・・・適用可３ へ 

いいえ 小規模法人の特例計算・・・適用不可 
 

    小規模法人の特例計算を適用する場合 

総 収 入 金 額 ㋐ 9,000,000円 

控 
 

除 
 

金 
 

額 

国の補助金等の
額（㋝欄に金額の記載がある場合は、記入不可） ㋑ 1,000,000円 

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ㋒ 2,000,000円 

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担する

こととされている場合
の負担金額 
㋓ 

0円 

資産の売却収入で臨時的
なものの金額 ㋔ 0円 

遺贈により受け入れた寄附金等のうち
準限度超過額に相当する金額（付表

１（相対値基準・小規模法人用）Ⓙ欄の「（ ）」） 

㋕ 0円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓗ欄） ㋖ 0円 

差引金額 （㋐－㋑－㋒－㋓－㋔―
㋕―㋖） ㋗ 6,000,000円 

 

受入寄附金総額（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓐ欄） ㋘ 2,200,000円 

控
除
金
額 

一者当たり基準限度超過額の合計額 

（付表1（相対値基準・小規模法人用）Ⓙ欄） 
㋙ 

300,250円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓗ欄） ㋚ 0円 

差引金額
（㋘－㋙－㋚） ㋛ 1,899,750円 

会費収入（㋛欄と
付表２（相対値基準
）④欄のうちいずれか少ない金額
） ㋜ 392,000円 

国の補助金等の金額（㋛欄の金額を限度とする
） ㋝ 0円 

合計金額 （㋛＋㋜＋㋝） ㋞ 2,291,750円 
 

基準となる割合 （ ㋞ ÷㋗ ） ･････････・・・・・・・・・・・・・・・ ㋟ 38.20％ 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内

に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成29年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24年４月１日から平成

29年３月31日（認定を受けたことのない法人の場合は平成27年４月１日から平成29年３月31日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください

（第２表以下についても同様です。）。

×12 ＝ Ⓐ  4,500,000円 

２ 

１ 

３ 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

※小規模法人の判定１、２を満たしている 
 場合でも、原則用での申請も可。 

第１表付表１の各欄から 
転記する。 

国の補助金の金額は、 
イ欄又はセ欄の 
いずれかに記入する。 

20％以上で基準適合。 

800万円未満が 
小規模法人の 
条件の一つ 
 

全て２事業年度の 
合計額を記載する。 
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「認定基準等チェック表」（第１表 相対値基準・小規模法人用）記載要領 

 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「実績判定期間の月数」欄 実績判定期間の月数の総数を記載します。 月数は暦に従って計算し、一

月未満の端数がある場合は一

月に切り上げます。 

「総収入金額㋐」欄 活動計算書の経常収益計と経常外収益計の

合計額を記載します。 

 

その他の事業がある場合には、

特定非営利活動に係る事業と

全てのその他の事業の経常収

益計と経常外収益計の合計額

を記載します。 

「国の補助金等の金額㋑」欄 総収入金額のうち、国、地方公共団体、法

人税法別表第１に掲げる独立行政法人、地方

独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用

機関法人及び我が国が加盟している国際機関

（以下「国等」といいます。）からの補助金そ

の他国等が反対給付を受けないで交付するも

の（以下「国の補助金等」といいます。）の金

額の合計金額を記載します。 

「国の補助金等の金額㋝」欄

に金額の記載がある場合は記

入できません。 

「委託の対価としての収入で国等か

ら支払われるものの金額㋒」欄 

 総収入金額のうち、国等からの委託事業費

の合計金額を記載します。 

 

「法律等の規定に基づく事業で、その

対価を国又は地方公共団体が負担す

ることとされている場合の負担金額

㋓」欄 

総収入金額のうち、法律又は政令の規定に

基づき行われる事業でその対価の全部又は一

部につき、その対価を支払うべき者に代わり

国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場合のその負担部分の合計金額を記載し

ます。 

 

「資産の売却収入で臨時的なものの

金額㋔」欄 

 総収入金額のうち、固定資産や有価証券等

の売却収入額を記載します。 

貸借対照表等において固定

資産として経理している資産

であっても、実質的に販売用の

資産であるものは除かれます。 

「遺贈により受け入れた寄附金等の

うち基準限度超過額に相当する金額

㋕」、「休眠預金等交付金関係助成金

㋖」、「受入寄附金総額㋘」、「一者当た

り基準限度超過額の合計㋙」、「休眠預

金等交付金関係助成金㋚」の各欄 

 「第１表付表１（相対値基準・小規模法人

用）」の各該当欄の金額を転記します。 

 

「会費収入㋜」欄 「差引金額㋛」欄と「第１表付表２（相対

値基準用）④」欄のうちいずれか少ないほう

の金額を記載します。 

 

「国の補助金等の金額㋝」欄 国の補助金等の金額を算入する場合は、「差

引金額㋛」欄の金額を限度として記載します。 

国の補助金等の金額を算入

するか否かは、法人の選択とな

ります。 
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受け入れた寄附金の明細表  第１表付表１（相対値基準・原則用） 

 
１ 基準限度額の計算  

受 入 寄 附 金 総 額 Ⓐ 7,509,500円 

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 Ⓑ 0円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×10％）） 
Ⓒ 750,950円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 50％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×50％）） 
Ⓓ 

3,754,750円 

 
２ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかでない寄附金 

Ⓐのうち寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称） 
及 び そ の 住 所 が 明 ら か で な い 寄 附 金 の 額 

Ⓔ 9,500円 

 
３ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附金 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
①欄とⒸ（特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人についてはⒹ）欄

のいずれか少ない金額 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

川越 太郎 理事 
（       ） 

300,000円 
（       ） 

300,000円 
（       ） 

0円    

春日部 次郎 理事 
（       ） 

250,000円 
（       ） 

250,000円 
（       ） 

0円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

役員等からの寄附金の額が 20 万円以上

のものの合計額 Ⓕ 
（        ） 

 
550,000円 

（        ） 
 

550,000円 

（        ） 
 

0円 

Ⓕ欄以外の同

一の者からの

寄附金の額が

１千円以上の

ものの合計額 

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人 Ⓖ 
0 円 0 円 0円    

Ⓖ欄以外の者 Ⓗ 
（        ）

  
6,949,020円 

（        ）
  

6,648,770円 

（        ）
  

300,250円    

同一の者からの寄附金の額が１千円

未満のものの合計額 
Ⓘ 

（        ）
  

980円   
休眠預金等交付金関係助成金 Ⓙ        0円   

合  計（Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ＋Ⓘ＋Ⓙ） Ⓚ 
（      ） 

  
 7,500,000円 

 
  

          
Ⓛ 

（      ）
  

300,250円 
（注意事項） 

①～③の各欄の「（ ）」には、遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。）により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続
人に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与
者から贈与（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。）により受け入れた寄附金の額を記載してください。

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+2)年 3 月 31 日 

小数点以下は
切り捨てる。 

Ⓐ－Ⓔ－Ⓕの①欄－Ⓖ
の①欄－Ⓘ－Ⓙの金額
を記載する。 

Ⓗの①欄－③欄を 
記載する。 

同一者からの寄附金の合計
額のうち、Ⓒを超える金額
（基準限度超過額）を寄附
者ごとに計算し、その合計
額を記載する。 

Ⓐ－Ⓔの金額と
一致する。 

Ⓕ、Ⓖ、Ⓗの③欄の
合計額を記載する。 

役員及び三親等以内の親族からの寄附金の合計
額が２０万円以上になる場合に記載する。 
 
※合計額が２０万円以下の役員からの寄附につ
いては、Ⓗ欄にまとめて記載する。 

寄付者名簿記載の 
寄附金合計額、及び
Ⓔ＋Ⓚの合計額と
一致する。 
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「受け入れた寄附金の明細表」第１表付表１（相対値基準・原則用） 記載要領 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「受入寄附金総額Ⓐ」欄  活動計算書の収益の部の受取寄附金及び助成金（対

価性のないものに限ります。）の合計を記載します。 

なお、国の補助金等の金額は、寄附金及び助成金に

は含まれません。 

Ⓐ欄の金額は、Ⓔ欄の金額とⓀ欄の金額を合算した

金額になります（Ⓐ＝Ⓔ＋Ⓚ）。 

 受取寄附金は、実際に入金した

ときに収益として計上します。 

 

「休眠預金等交付金関係 

助成金Ⓑ及びⒿ｝欄 

指定活用団体や資金分配団体等から、休眠預金等交

付金関係助成金を受け取っている場合は、当該金額を

記載します。 

 

「役員の氏名」欄 「受入寄附金総額Ⓐ」欄のうち、役員からの寄附金

の合計額が 20 万円以上のものについて各人別に記載

します。 

役員からの寄附金の合計額の記載に当たっては、他

の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の

親族並びに当該役員と特殊の関係のある者があるとき

は、これらの者は同一の者とみなして、当該役員から

の寄附金に含めて記載する必要があります。 

なお、各人別の役員からの寄附金の合計額について

は、「役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合

計額Ⓕ」欄に記載します。 

また、すべての寄附者（役員であって、寄附金の合

計額が 20 万円以上のものに限ります。）について記載

しきれない場合には、「受け入れた寄附金の明細表 第

１表付表１（次葉）」を利用してください。 

左欄の「特殊の関係」は、次に

掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあ

る関係 

② 使用人である関係及び使用人

以外の者で当該役員から受ける

金銭その他の財産によって生計

を維持している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係に

ある者の配偶者及び三親等以内

の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

「役職」欄  役員の役職（代表理事、常務理事等）を記載します。  

「特定公益増進法人、認定

特定非営利活動法人Ⓖ」欄 

 特定公益増進法人（法人令 77）、認定特定非営利活

動法人からの寄附金で、同一の法人からの寄附金の額

が１千円以上のものの合計額を記載します。 

Ⓖ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとなり

ます。 

「Ⓖ欄以外の者Ⓗ」欄  上記Ⓖ欄記載以外の者からの寄附金で、同一の者か

らの寄附金の額が１千円以上のものの合計額を記載し

ます。 

Ⓗ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとなり

ます。 

「同一の者からの寄附金の

額が１千円未満のものの合

計額Ⓘ」欄 

 同一の者からの寄附金の額が１千円未満のものの合

計額を記載します。 
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受け入れた寄附金の明細表  第１表付表１（相対値基準・小規模法人用） 

 
１ 基準限度額の計算  

受 入 寄 附 金 総 額 Ⓐ 2,200,000円 

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 Ⓑ 0円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×10％）） 
Ⓒ 220,000円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 50％相当額（（Ⓐ−Ⓑ）×50％）） 
Ⓓ 

1,100,000円 

 
 ２ 受入寄附金総額の内訳 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
①欄とⒸ（特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人にあってはⒹ）欄

のいずれか少ない金額 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

川越 太郎 理事 
（        ） 

300,000円 
（        ） 

300,000円 
（        ） 

0円    

春日部 次郎 理事 
（        ） 

250,000円 
（        ） 

250,000円 
（        ） 

0円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

役員からの寄附金の額が 20 万円以上の

ものの合計額 Ⓔ 
（        ） 

 
550,000円 

（        ） 
 

550,000円 

（        ） 
 

0円 

Ⓔ欄以外の同

一の者からの

寄附金の額の

合計額 

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人 

Ⓕ 

0 円 

 
 

0 円 0円    

Ⓕ欄以外の者 Ⓖ 
（        ）

  
1,650,000円 

（        ）
  

1,349,750円 

（        ）
  

300,250円    

休眠預金等交付金関係助成金 Ⓗ  
0円  

 
  

      
円    

合  計（Ⓔ＋Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ） Ⓘ （      ） 
2,200,000円 

 Ⓙ 
（      ）

  
300,250円 

（注意事項） 
①～③の各欄の「（ ）」には、遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。）により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続

人に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与

者から贈与（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。）により受け入れた寄附金の額を記載してください。 
 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+2)年 3 月 31 日 

役員及び三親等以内の親族からの寄附金の合計
額が２０万円以上になる場合に記載する。 
 
※合計額が２０万円以下の役員からの寄附につ
いては、Ⓗ欄にまとめて記載する。 

Ⓐ－Ⓔの①欄－Ⓕの①欄
－Ⓗの金額を記載する。 

同一者からの寄附金の合計
額のうち、Ⓒを超える金額
（基準限度超過額）を寄附
者ごとに計算し、その合計
額を記載する。 

Ⓔ、Ⓕ、Ⓖ、Ⓗの
③欄の合計額を
記載する。 

Ⓐと一致する。 

小数点以下は
切り捨てる。 

Ⓖの①欄－③欄を 
記載する。 

対価性のない、明らかに贈与と認められる 
寄付金等の合計額を記載する。 
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「受け入れた寄附金の明細表」第１表付表１（相対値基準・小規模法人用） 記載要領 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「受入寄附金総額Ⓐ」欄  活動計算書の収益の部の受取寄附金及び助成金（対

価性のないものに限ります。）の合計を記載します。 

なお、国の補助金等の金額は、寄附金及び助成金に

は含まれません。 

Ⓐ欄の金額は、Ⓘ欄の金額に等しくなります（Ⓐ＝

Ⓘ）。 

 受取寄附金は、実際に入金した

ときに収益として計上します。  

「休眠預金等交付金関係助

成金Ⓑ及びⒽ」欄 

 指定活用団体や資金分配団体等から、休眠預金等交

付金関係助成金を受け取っている場合は、当該金額を

記載します。 

 

「役員の氏名」欄  「受入寄附金総額Ⓐ」欄のうち、役員からの寄附金

で、その金額が 20 万円以上のものについて各人別に

記載します。 

（注） 小規模法人における役員からの寄附金の記載

に当たっては、他の寄附者のうちに当該役員の

配偶者及び三親等以内の親族並びに当該役員と

特殊の関係のある者があるとき、これらの者は

同一の者とみなして、当該役員の寄附金に含め

て記載する必要はありません。 

なお、各人別の役員からの寄附金の合計額について

は、「役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合

計額Ⓔ」欄に記載します。 

また、すべての寄附者について記載しきれない場合

には、「受け入れた寄附金の明細表 第１表付表１（次

葉）」を利用してください。 

左欄の(注)書き「特殊の関係」

とは、次に掲げる関係をいいま

す。 

① 婚姻の届出をしていないが

事実上婚姻関係と同様の事情

にある関係 

② 使用人である関係及び使用

人以外の者で当該役員から受

ける金銭その他の財産によっ

て生計を維持している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係

にある者の配偶者及び三親等

以内の親族でこれらの者と生

計を一にしている関係 

「役職」欄  役員の役職（代表理事、常務理事等）を記載します。 

 

 

「特定公益増進法人、認定特

定非営利活動法人Ⓕ」欄 

 特定公益増進法人（法人令 77）、認定特定非営利活

動法人からの寄附金で、同一の法人からの寄附金の合

計額を記載します。 

Ⓕ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとな

ります。 

 

「Ⓕ欄以外の者Ⓖ」欄  上記Ⓕ欄記載の以外の者からの寄附金で、同一の者

からの寄附金の合計額を記載します。 

Ⓖ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとな

ります。 



209 
 

受け入れた寄附金の明細表        第１表付表１（次葉） 

 
○ 役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合計額 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
 

①欄とⒸ欄のいずれか 
少ない金額 
 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

合計（又は小計） （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円 

（注意事項） 

 役員からの寄附金の合計額（20万円以上）の記載に当たっては、他の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに

当該役員と特殊の関係のある者があるときは、これらの者は同一の者とみなして、当該役員の寄附金に含めて記載する必要があります

（第１表付表１（相対値基準・原則用）記載要領「役員の氏名欄」参照）。 

小規模法人における役員からの寄附金の合計額（20 万円以上）の記載に当たっては、当該役員の配偶者等からの寄附金があっても、

当該役員の寄附金に含めて記載する必要はありません（第１表付表１（相対値基準・小規模法人用）記載要領「役員の氏名欄」参照））。 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+2)年 3 月 31 日 

第１表付表１（初葉）受け入れた寄附金の明細表 
「２ 受入寄附金総額の内訳」に書ききれなかっ
た場合に記載する。 
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社員から受け入れた会費の明細表   第１表付表２（相対値基準用） 
 

 

 

１ 社員の会費に関する基準 

  社員の会費の額を分子に算入する場合は、実績判定期間において、次のイとロの基準を満たす必要

があります。 

基     準 基準を満たしている旨を証する書類の名称とその内容等 判  定 

イ 
社員の会費の額が合理的な基準に

より定められている 

会員規程〇条 

正会員（個人）5,000円/年  

正会員（団体）30,000円/年 

はい・いいえ 

ロ 
社員（役員等を除く。）の数が 20 人

以上である 

社員名簿 

31人 
はい・いいえ 

 ※ イとロの基準を満たしている場合は、「２ 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算」を

行ってください。 

 

 

 

２ 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算 

 

社 員 の 会 費 の 額 の 合 計 額 ・・・・・・・・・・ ① 400,000円 

 

共益的活動の割合（第２表③欄 ） ・・・・・・・・・・ ② 2.00% 

 

① か ら 控 除 す る 金 額 （ ① ×②） ・・・・・・・・・・ ③ 8,000円 

 

差  引  金  額（①－③） ・・・・・・・・・・ ④ 392,000円 

 

 

 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+2)年 3 月 31 日 

         ⇓ 
第１表（相対値基準・原則用）㋠欄又は、 
第１表（相対値基準・小規模法人用）㋜欄へ 

定款又や会則等の規定から 
具体的に記載する。 

第２表③欄と 
一致する。 

実績判定期間内に受け入れた 
会費の額の合計額を記載する。 
※入会金、未収会費は含まない。 

イ、ロの基準を満たしていない場合
には、以下については記載不要。 
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「社員から受け入れた会費の明細表」第１表付表２（相対値基準用） 記載要領 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「基準ロ」欄  「役員等」とは、役員並びに

役員の配偶者及び三親等以内

の親族並びに当該役員と特殊

の関係のある者をいいます。 

なお、上記の特殊の関係と

は、次に掲げる関係をいいま

す。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 

 

「基準を満たしている旨を

証する書類の名称とその内

容等」欄 

① イ欄には、例えば、「定款（又は会則）第○条に社

員の会費の額については、一律○円と規定」のよう

に、基準を満たしている旨を証する書類の名称と合

理的な基準により定められている旨を記載します。 

② ロ欄には、例えば、「社員名簿に○名登載」のよう

に記載します。 

 

「社員の会費の額の合計額

①」欄 

活動計算書の収益の部の社員の会費の額を記載しま

す。 

活動計算書の会費収入に期

末の未収会費額を計上してい

る場合には、当該欄に未収会費

額は算入できませんので、未収

計上した会費の額は会費収入

から控除する必要があります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 絶対値基準用）  

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1日～令和(n+2)年 3 月 31日 

１ 実績判定期間内の各事業年度中の寄附金の額の総額が 3,000円以上である寄附者の数（※）の 

 合計数が年平均 100 人以上であること 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

✓ 

【留意事項】 

１ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附者のみを数えてください。 

２ 寄附者の数の算出に当たっては、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としてください。 

３ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者である場合、それらの方を寄附者の数に含めないでください。 

  

 

実績判定 

期間内の 

各事業年度 

 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ  

 自 n年 4月 1日 (n +1 )年 4 月 1 日 年 月 日 年 月 日  年 月 日 

至 (n+1)年 3 月 31 日 (n+2 )年 3 月 3 1 日 年 月 日 年 月 日  年 月 日 

年 3,000 円以上の

寄附者の数(※)が

100 人以上である 

はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ 

【チェック欄】 

☑ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附者のみを数えていますか。 

☑ 寄附者の数の算出に当たって、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としていますか。 

☑ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者の場合、それらの方を寄附者数から除いていますか。 

 

 
○ 実績判定期間内において、寄附金額が年3,000円以上の寄附者の数（※）が年100人未満の事業年度がある場合は、下欄に

より、年平均100人以上かどうかを判定してください。 

 
年 3,000 円以上

の 寄 附 者 の 数

（※） 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 合計  

98人 115人 人 人 人 Ａ 213人 

実績判定期間の月数 
（注）一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。 

Ｂ 24月 

 

実績判定期間の年 3,000円以上の寄附者数(※） 
Ａ 213人 

× 12 
＝ 106.5人 ≧ 100 人 

実績判定期間の月数 
Ｂ 24月 

 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内

に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成 29 年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24 年４月１日から平成

29 年３月 31 日（認定を受けたことのない法人の場合は平成 27 年４月１日から平成 29年３月 31 日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください

（第２表以下についても同様です。）。 
・ なお、認定審査の過程において、年 3,000 円以上の寄附者の数（※）の算出根拠について確認させていただく場合がありま

すので、寄附者の数の算出根拠を示す書類を法人の主たる事務所に確実に保管するようお願いします。 
※ 休眠預金等交付金関係助成金を受け取っている場合は、3,000 円に当該休眠預金等交付金関係助成金の額を加算した金額以

上の寄附者数となります。

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

100 人以上となってい
ることを確認する。 

上記表がすべて「はい」の場合は、以下については記載不要。 
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「認定基準等チェック表」（第１表 絶対値基準用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「実績判定期間内の各事業年度」欄 

 

 

 

 

 

実績判定期間内の各事業年度を、「ⓐ」から

「ⓔ」の各欄に記載します。 

また、各事業年度において、寄附金額の合計

額が年 3,000 円以上の寄附者の数（※）が 100

人以上である場合は下欄の「はい」、100 人未満

である場合は「いいえ」に○をします。 

なお、寄附金額の合計額が年 3,000 円以上の

寄附者の数（※）が 100 人以上であるかどうか

の判定に当たっては、チェック欄の事項にご注

意ください（確認後は、□に✔を記入してくだ

さい。）。 

実績判定期間内のすべての事業年度におい

て、「はい」に○がされている場合は、その下の

「年 3,000 円以上（※）の寄附者の数」の計算

の表及びその下の計算式の記入は必要ありませ

ん。 

寄附者の数の算出に当た

っては、次の点に注意してく

ださい。 

イ 寄附者の氏名（法人・団

体にあっては、その名称）及

びその住所が明らかな寄附

者のみを数えます。 

ロ 寄附者本人と生計を一

にする方を含めて一人とし

ます。 

ハ 貴法人の役員及びその

役員と生計を一にする方は

寄附者の数に含めません。 

 

「年 3,000 円以上の寄附者の数」欄 実績判定期間内の各事業年度における、寄附

金額の合計額が 3,000 円以上の寄附者の数（※）

を、「ⓐ」から「ⓔ」の各欄に記載し、合計を「Ａ」

欄に記載します。 

 

「実績判定期間の月数」欄 実績判定期間の月数の総数を「Ｂ」欄に記載

します。 

月数は暦に従って計算し、

一月未満の端数がある場合

は一月に切り上げます。 

 

※ 休眠預金等交付金関係助成金を受け取っている場合は、3,000 円に当該休眠預金等交付金関係助成金の額を加算した金額 

 以上の寄附者数となります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 条例個別指定法人用） 

 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

１ 都道府県又は市区町村の条例により、個人住民税の寄附金税額控除の対象となる法人と 

 して個別に指定を受けていること 

 

【留意事項】 

１ 条例を制定した都道府県又は市区町村の区域内に事務所を有する場合に限ります。 

２ 申請日の前日において、条例で定められており、かつ、その条例の効力が生じている必要があります。 

✓ 

 

 

 

 

 

 

条例を制定した都道府県又は市区町村 ××県 

条 例 指 定 年 月 日 
  令和〇年〇月〇〇日 

   

 条例を制定した都道府

県又は市区町村の区域内

に事務所がある 

はい・いいえ 

事務所所在地 

××県△△市◎◎１－１－１ 

  ※ 法人の所轄庁以外の都道府県又は市区町村の条例により、個人住民税の寄附金税額控除の対象となる法人とし 

て個別に指定を受けた旨の条例の写し（公報の写し）を添付してください。 

 
 
【記載要領】 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「条例を制定した都道府県又

は市区町村」欄 

条例を制定した都道府県又は市区町村の名称を記

載します。 

 

「条例指定年月日」欄 条例指定を受けた年月日を記載します。 申請書を提出する日の前日

において、条例で定められてお

り、かつ、その条例の効力が生

じている必要があります。 

「条例を制定した都道府県又

は市区町村の区域内に事務所

がある」欄 

該当する方に○をします。 「いいえ」の場合は、他のパ

ブリック・サポート・テスト基

準（相対値基準又は絶対値基

準）を満たす必要があります。 

「事務所所在地」欄 条例を制定した都道府県又は市区町村の区域内に

ある事務所の所在地を記載します。 

 

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

登記事項証明書に記載された 
主たる事務所又は従たる事務所の 
所在地と一致しているか確認する。 
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認定基準等チェック表 （第２表） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁ ｪ ｯ ｸ欄 

２  実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が 50%未満であること ✓ 

 イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。） 

 ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動（会員等に対する資

産の譲渡等を除く。） 

  （注意事項） 特定の地域とは、一の市区町村の区域の一部で地縁に基づく地域をいいます。 

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

 
 実 績 判 定 期 間 

 
すべての事業活動に係る金額等 ………………………… ① 

(指標 事業費の額       ) 

15,000,000円 

 

 

 ①のうちイ～ニの活動に係る金額等 …………………… ② 300,000円  

 

 イ 会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行わ

れるもの等を除く。）に係る金額等 

ⓐ 0円  

 

 

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が

会員等である活動に係る金額等 

ⓑ 300,000円  

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ⓒ 0円 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ⓓ 0円 

ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を

求める活動に係る金額等 

ⓔ 0円 

合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ） ⓕ 300,000円 ➯②へ 

 

 基準となる割合 （②÷①） ……………………………… ③ 2.00%  

 

 

 

 

 

 

 

 

実績判定期間２事業
年度分の活動計算書
「事業費」額の合計額
を記載する。 

小数点以下第３位を
切り捨てる。 

会員に限定したセミ
ナー・講習会・会議等
に係る事業費の合計
額を記載する。 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 
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「認定基準等チェック表」（第２表）記載要領 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「すべての事業活動に係
る金額等①」欄 
 
 
 

 活動計算書の事業費の合計金額（その他の
事業がある場合は、特定非営利活動に係る事
業費計とその他の事業の事業費計の合計金
額）を記載します。 
 また、算出方法を具体的に示す資料を添付
してください。 

 実績判定期間において使用する「指標」は、
例えば、その実績判定期間に行った事業活動
に係る事業費の額、従事者の作業時間数など
合理的なものを使用します。 

「①のうち上記イ～ニの
活動に係る金額等②」欄 

「合計ⓕ」欄の金額等を転記します。  

「ⓐ～ⓔ」各欄共通事項 
 
 

「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等は、①
で用いた「指標」と同様の「指標」により算
出します。 

 「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等につい
ては、重複する部分がある場合には一方から
控除して記載します。 

「会員等に対する資産の
譲渡等の活動（対価を得な
いで行われるもの等を除
く。）に係る金額等ⓐ」欄 

会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に係る活動（対価を得ない
で行われるもの等を除きます。）に係る金額
等を記載します。 

この表において「会員等」とは、次の者を
いいます。 
① 会員 
② 当該申請に係る法人から継続的に若し
くは反復して資産の譲渡等を受ける者又
は相互の交流、連絡若しくは意見交換に参
加する者として当該法人の帳簿又は書類
その他に氏名（法人にあっては、その名称）
が記載された者であって、継続的に若しく
は反復して資産の譲渡等を受ける者又は
相互の交流、連絡若しくは意見交換に参加
する者 

③ 役員 
 なお、①及び②においては、当該法人の運
営又は業務の執行に関係しない者で、当該法
人が行う不特定多数の者を対象とする資産
の譲渡等の相手方であって、当該資産の譲渡
等以外の当該法人の活動に関係しない者は
除きます。 
また、「対価を得ないで行われるもの等」

には、次の対価を得て行うものを含みます。 
① 資産の譲渡等に係る通常の対価の 10％

相当額以下のもの及び交通費、消耗品費等
の実費相当額 

② 役務の提供の対価で最低賃金法による
最低賃金相当金額以下のもの及び付随費
用の実費相当額 

「会員等相互の交流、連絡
又は意見交換その他その
対象が会員等である活動
に係る金額等ⓑ」欄 

会員等相互の交流、連絡、意見交換など、
その対象が会員等である活動（以下の①及び
②に該当するものを除きます。）に係る金額
等を記載します。 
① 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸
付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」
といいます。）に係る活動 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

「便益が及ぶ者が特定の
範囲の者である活動に係
る金額等ⓒ」欄 
 
 

会員等、特定の団体の構成員、特定の職域
に属する者、特定の地域に居住し、又は事務
所その他これに準ずるものを有する者その
他その便益が及ぶ者が特定の範囲の者であ
る活動（以下の①及び②に該当するものを除
きます。）に係る金額等を記載します。  
① 会員等に対する資産の譲渡等の活動に               
係るもの 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

この表において「特定の地域」とは、一の
市区町村の一部で地縁に基づく地域をいい
ます。 

「特定の著作物又は特定
の者に関する活動に係る
金額等ⓓ」欄 

特定の著作物又は特定の者に関する普及
啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他
の活動に係る金額等を記載します。 

 

「特定の者に対し、その者
の意に反した作為又は不
作為を求める活動に係る
金額等ⓔ」欄 

特定の者に対し、その者の意に反した作為
又は不作為を求める活動に係る金額等を記
載します。 
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認定基準等チェック表（第２表 条例個別指定法人用） 
法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

２  実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が 50%未満であること ✓ 

 イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。） 

 ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者であ

る活動（地縁に基づく地域に居住する者等に対する活動及び会員等に対する資産の譲渡等を除く。） 

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

実 績 判 定 期 間 
 
 

 
すべての事業活動に係る金額等 ………………………… ① 

(指標 事業費の額       ) 

15,000,000円 

 

 

 ①のうちイ～ニの活動に係る金額等 …………………… ② 300,000円  

 

 イ 会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行わ

れるもの等を除く。）に係る金額等 

ⓐ 0円  

 

 

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が

会員等である活動に係る金額等 

ⓑ 300,000円  

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ⓒ 0円 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ⓓ 0円 

ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を

求める活動に係る金額等 

ⓔ 0円 

合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ） ⓕ 300,000円 ➯②へ 

 

 基準となる割合 （②÷①） ……………………………… ③ 2.00%  

 

 

 

 

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

実績判定期間２事業
年度分の活動計算書
「事業費」額の合計額
を記載する。 

会員に限定したセミ
ナー・講習会・会議等
に係る事業費の合計
額を記載する。 

小数点以下第３位を
切り捨てる。 

条例個別指定法人の場合、地縁に
基づく地域に居住する者等に対す
る活動は除外される。 
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「認定基準等チェック表」（第２表 条例個別指定法人用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 
「すべての事業活動に係
る金額等①」欄 
 
 
 

 活動計算書の事業費の合計金額（その他の
事業がある場合は、特定非営利活動に係る事
業費計とその他の事業の事業費計の合計金
額）を記載します。算出方法を具体的に示す
資料を添付してください。 

 実績判定期間において使用する「指標」は、例
えば、その実績判定期間に行った事業活動に係る
事業費の額、従事者の作業時間数など合理的なも
のを使用します。 

「①のうち上記イ～ニの
活動に係る金額等②」欄 

「合計ⓕ」欄の金額等を転記します。  

「ⓐ～ⓔ」各欄共通事項 
 
 

「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等は、①
で用いた「指標」と同様の「指標」により算
出します。 

 「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等については、
重複する部分がある場合には一方から控除して記
載します。 

「会員等に対する資産の
譲渡等の活動（対価を得な
いで行われるもの等を除
く。）に係る金額等ⓐ」欄 

会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に係る活動（対価を得ない
で行われるもの等を除きます。）に係る金額
等を記載します。 

この表において「会員等」とは、次の者をいい
ます。 
① 会員 
② 当該申請に係る法人から継続的に若しくは反 
 復して資産の譲渡等を受ける者又は相互の交 
 流、連絡若しくは意見交換に参加する者として 
 当該法人の帳簿又は書類その他に氏名（法人・ 
 団体にあっては、その名称）が記載された者で 
 あって、継続的に若しくは反復して資産の譲渡 
 等を受ける者又は相互の交流、連絡若しくは意 
 見交換に参加する者 
③ 役員 
 なお、①及び②においては、当該法人の運営 
又は業務の執行に関係しない者で、当該法人が 
行う不特定多数の者を対象とする資産の譲渡等 
の相手方であって、当該資産の譲渡等以外の当 
該法人の活動に関係しない者は除きます。 
 また、「対価を得ないで行われるもの等」には、 
次の対価を得て行うものを含みます。 

① 資産の譲渡等に係る通常の対価の 10％相当額 
 以下のもの及び交通費、消耗品費等の実費相当 
 額 
② 役務の提供の対価で最低賃金法による最低賃
金相当金額以下のもの及び付随費用の実費相当
額 

「会員等相互の交流、連絡
又は意見交換その他その
対象が会員等である活動
に係る金額等ⓑ」欄 

会員等相互の交流、連絡、意見交換など、
その対象が会員等である活動（以下の①及び
②に該当するものを除きます。）に係る金額
等を記載します。 
① 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸
付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」
といいます。）に係る活動 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

「便益が及ぶ者が特定の
範囲の者である活動に係
る金額等ⓒ」欄 
 
 

会員等、特定の団体の構成員、特定の職域
に属する者その他その便益が及ぶ者が特定
の範囲の者である活動（以下の①、②及び③
に該当するものを除きます。）に係る金額等
を記載します。  
① 便益の及ぶ者が地縁に基づく地域に居
住する者等である活動に係るもの 

② 会員等に対する資産の譲渡等の活動に               
係るもの 

③ 特定非営利活動を行う団体の運営又は
活動に関する連絡、助言又は援助の活動を
主たる目的とする法人が行う、当該法人の
会員等の活動（特定公益増進法人又は認定
特定非営利活動法人である会員等が参加
しているものに限ります。）に対する助成 

 

「特定の著作物又は特定
の者に関する活動に係る
金額等ⓓ」欄 

特定の著作物又は特定の者に関する普及
啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他
の活動に係る金額等を記載します。 

 

「特定の者に対し、その者
の意に反した作為又は不
作為を求める活動に係る
金額等ⓔ」欄 

特定の者に対し、その者の意に反した作為
又は不作為を求める活動に係る金額等を記
載します。 
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認定基準等チェック表 （第３表）        （初葉） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

３ 運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること 

 イ  役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ３分の１以下であること 
✓ 

   ⑴  役員及びその親族等 

   ⑵  特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等 

 ロ  各社員の表決権が平等であること 

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記 

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること 

ニ  支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと 

 イ 

   項  目 

 

 

 

 

区  分 

役員数 

最も人数が多

い「親族等」

のグループの

人数 

割 合 

 

（②÷①） 

最も人数が多い「特定の

法人の役員又は使用人で

ある者及びこれらの者の

親族等」のグループの人

数 

割 合 

 

（④÷①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ 

ⓐ n年 4月 1日～ (n+1)年 3月 31日  8人 2人 25％ 2人 25％ 

ⓑ (n+1)年 4 月 1 日～  (n+2)年 3 月 31 日 7人 2人 28.6％ 2人 28.6％ 

ⓒ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓓ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓔ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

申 請 時 
9人 2人 22.2％ 2人 22.2％ 

  ㊟ 各欄の人数等は、第３表付表１「役員の状況」から転記してください。 

 

  ロ 

各社員の表決権が平等である ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

 上記を証する書類の名称とその内容等 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ   

  

（注意事項） 

・認定基準等チェック表（第 3 表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記

載及び添付する必要があります。その場合、上記ロの記載の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項

について、省略することができます。 

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請時欄にも
忘れずに〇を
つける。 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。 

第３表付表１｢役員の状況｣

の人数と一致する。 

申請時欄も忘れずに記入する。 「親族等」や「特定の法人の役員又は使用人である者

並びにこれらの者の親族等」のグループの人数の割合

が役員の３分の１以下でなければならない。 
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第３表（次葉） 
ハ 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

会計について公認会計士又は監査法人の

監査を受けている 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書

類の保存を青色申告法人に準じて行って

いる 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

㊟ 該当する項目を○で囲み、監査証明書又は第３表付表２「帳簿組織の状況」を添付してください。 

 二 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  
（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

 
 

「認定基準等チェック表」（第３表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イの各欄 

 

区分欄の「ⓐ」から「ⓔ」欄には、実績判定期間

の各事業年度（又は各年）を記載します。 

第３表付表１「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。 

 

ロの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

 「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、

例えば、「定款（又は会則）第○条に正社員の表決権

（又は議決権）は平等に一票を与えると規定」のよ

うに記載します。 

 

ハの各欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

① 「会計について公認会計士又は

監査法人の監査を受けている」の

「はい」に「○」した場合には監

査証明書を添付してください。 

② 「帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存を青色申告

法人に準じて行っている」の「は

い」に「○」した場合には、第３

表付表２「帳簿組織の状況」を記

載し添付してください。 

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

 

 

「はい」の場合、第 3 表付表 2
「帳簿組織の状況」により、
帳簿書類を明確にする。 

「はい」の場合、
監査証明書を添
付する。 

外部監査を意味する。
法人監事による内部監
査ではない。 

申請時欄にも
忘れずに〇を
つける。 
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役 員 の 状 況           第３表付表１ 

法人名  ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

役  員  数 8人 7人 人 人 人 9人 

 ⑴ 最も人数が多い「親族等」のグルー 

 プの人数 
2人 2人 

人 
人 人 2人 

⑵ 最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数 

2人 2人 人 人 人 2人 

 

役 員 の 内 訳 

氏  名 住  所 職名 続柄等 

就 任 等 の 状 況 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時 
就任・退任 

年月日 

埼玉 一郎 埼玉県越谷市１-

２-３ 

理事長  
〇 〇 

   
〇 

就任 

2014.4.28 

川越 太郎 埼玉県川越市１

－２－３ 

理事 特 定 非 営

利 活 動 法

人「〇〇」

理事 

〇 〇  

  

〇 

就任 

2014.4.28 

春日部 次郎 埼玉県春日部市

１－２－３ 

理事  
〇 〇 

   
〇 

就任 

2014.4.28 

埼玉 愛子 埼玉県越谷市１

－２－３ 

理事 理事長

の妻 
〇 〇  

  
〇 

就任 

2014.4.28 

草加 四郎 埼玉県草加市１

－２－３ 

理事 特 定 非 営

利 活 動 法

人「〇〇」

理事 

〇 〇  

  

〇 

就任 

2014.4.28 

浦和 花子 さいたま県さい

たま市浦和区１

－２－３ 

理事  

〇  

   

 

就任 

2014.4.28 

退任 

20XX.6.30 

鷲宮 五郎 埼玉県鷲宮町１

－２－３ 

理事  
   

  
〇 

就任 

2024.7.1 

坂戸 時子 埼玉県坂戸市１

－２－３ 

理事  
   

  
〇 

就任 

2024.7.1 

羽生 六郎 埼玉県羽生市１

－２－３ 

監事  
〇 〇  

  
〇 

就任 

2014.4.28 

本庄 友子 埼玉県本庄市１

－２－３ 

監事  
〇 〇  

  
〇 

就任 

2014.4.28 

 

役員の内訳の「続柄等」を 

(1)(2)に振り分ける。 
※最も人数が多いグループで
判定し、複数のグループがある
場合でも合算しない。 

事業年度末日における

役員数を記載する。 

「〇」の数は、「役

員数」と一致する。 

事業年度の途中

で退任した場合

には「○」を記

載しない。 

初めて就任した

年月日及び退任

した年月日を記

載する。 

親族等の続柄、特定の法人におけ

る役職等を記載する。 

当該事業年度に役員として在籍

したすべての者を記載する。 

（事業年度途中退任者も含む） 

申請時欄にも
忘れずに〇を
つける。 
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（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 

 

「役員の状況」 第３表付表１ 記載要領 

 

１ 「役員の内訳」欄は「親族等」又は「特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等」のグル

ープごとに記載します。 

 

２ 「就任等の状況」の「ⓐ」から「ⓔ」及び「申請時」の各欄は役員であった時期に「○」を付します。 

  なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」については、認定基準等チェック表（第３表）のイに記載する各期間（「ⓐ」か

ら「ⓔ」）を示したものです。 

 

３ この表において、「親族等」とは特定非営利活動法人の役員である次の者が該当します。 

 ① 役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

 ③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

 ④ ②又は③に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ この表において、「特定の法人の役員又は使用人である者並びにこれらの者の親族等」とは特定非営利活動法

人の役員である次の者が該当します。 

 ① 特定の法人の役員又は使用人 

 ② ①に掲げる者と役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ③ ①に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

④ ①に掲げる者の使用人及び使用人以外の者で当該①に掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計

を維持している者 

 ⑤ ③又は④に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

５ 上記の「特定の法人」には、特定の法人との間に発行済株式の総数又は出資の総額（以下「発行済株式の総数

等」といいます。）の 50%以上の株式の数又は出資の金額（以下「株式の数等」といいます。）を直接又は間接

に保有する関係にある法人を含みます。 

  なお、50%以上の株式の数等を直接又は間接に保有する関係とは以下のとおりです。 

  ○ 直接に保有する関係 

一の法人が他方の法人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人と他方の

法人との関係（以下「直接支配関係」といいます。） 

○ 間接に保有する関係 

一の法人及び一の法人と直接支配関係にある法人又は一の法人と直接支配関係にある法人が、他方の法

人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人、一の法人と直接支配関係にあ

る法人及び他方の法人との関係 
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   帳 簿 組 織 の 状 況        第３表付表２ 

法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間 

 

総勘定元帳 

会計ソフト（〇〇）使用 

ドッチファイル 

 

随時 

 

7年 

 

現金出納帳 

会計ソフト（〇〇）使用 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

仕訳帳 

 

ドッチファイル 

 

随時 

 

7年 

 

収入・支出・振替伝票 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

領収書（控え） 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

寄附者名簿 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

給与・賃金台帳 

給与計算ソフト（△△） 

使用 

フラットファイル 

 

毎月 

 

7年 

    

    

    

（記載要領） 

・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「現金出納帳」、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。 

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「３枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。 
・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。 

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した

内容に変更がない場合は、添付を省略することができます。 

会計ソフト等を使用し

ている場合はソフト名

を記載する。 

《参考》認定ＮＰＯ法人ガイドブック埼玉県版 Ｑ＆Ａ抜粋 
（問 29）経理に関する基準に「帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存について青色申告法
人に準じて行われている」こととありますが、どのような帳簿書類の備付けなどが必要ですか。 
（答）青色申告法人の帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存について、その具体 
  的な内容は以下のとおりです。 
 ① 資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引を複式簿記の原則に従って、整然と、 
   かつ、明りょうに記録し、その記録に基づいて決算を行うこと。 
 ② 仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿を備え、取引に関する一定事項を記載すること。 
 ③ 仕訳帳には、取引の発生順に、取引の年月日、内容、勘定科目及び金額を記載し、総勘 
   定元帳には、その勘定ごとに記載の年月日、相手方勘定科目及び金額を記載すること。 
 ④ たな卸表を作成すること。 
 ⑤ 一定の科目をもって貸借対照表及び損益計算書を作成すること。  
 ⑥ 帳簿書類を７年間整理保存すること。 
（注）NPO 法上の活動計算書を作成していれば、⑤の損益計算書を作成していることとして   
  取り扱っても差し支えありません。 
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認定基準等チェック表 （第４表）        （初葉） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

４ 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること 
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと ✓ 

ロ 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配

する法人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の

選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目

的とした事業を行う者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対

し寄附を行わないこと 
 ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が

80％以上であること 

 ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の 70％以上を特定非営利活動の事業費に充てていること 

 
イ 

 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  

宗教の教義を広め、儀式を行い、

及び信者を教化育成する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

政治上の主義を推進し、支持し、

又はこれに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

特定の公職の候補者若しくは公

職にある者又は政党を推薦し、支

持し、又はこれらに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 
ロ 
 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  
 

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対

する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対する

報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役員等

に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該

資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と認め

られる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と

当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業

の運営に関して特別の利益の供与の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特

定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  

（注意事項） 

・「認定基準等チェック表（第 4 表）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第 4 表（次葉）」（ハ及びニ）の記載及び添付の必要はあり

ません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。

（ⓐ、ⓑが実績判定期間） 

申請時欄にも
忘れずに〇を
つける。 
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（第４表 次葉） 
 
 
ハ 
 

 

項        目 実績判定期間  ㊟ 「ハ」について、事業費以外の

指標により計算を行う場合には、

使用した指標及び単位を記載して

ください。 

 

事 業 費 の 総 額 ① 15,000,000円  

特定非営利活動に係る事業費の額 ② 15,000,000円  

特定非営利活動の割合 （②÷①） ③ 100％ 
  使用した指標 単位  

 
 
 活動計算書 円 

  
 
 
ニ 

・ 算出方法を具体的に示す資料を

添付してください。 
 

 項                目 実績判定期間    

受   入   寄   附   金   総   額 ① 7,509,500円 
  

受入寄附金総額のうち特定非営 
利活動に係る事業費に充てた額 ② 7,509,500円 

 

受入寄附金の充当割合 （②÷①） ③ 100％ 
  

 
※ハ、二について、実績判定期間中に「特定資産」等の勘定科目を設定した場合、以下に勘定科目及び金額を 

記載して下さい。 

 

勘 定 科 目 金 額 

 円 

 

 

 

（注意事項） 

・ 「認定基準等チェック表（第４表 次葉）」（ハ及びニ）は、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出

書類）の提出時には記載及び添付の必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表「すべての事業活動

に係る金額等」と一致する。 

その他の事業に係る金額は

含まれない。 

寄附者名簿及び第１表付表

１Ⓐ欄に記載の寄附金総額

と一致する。 

受入寄附金総額のうち、 

特定非営利活動に係る事業

費に充てた額を記載する。 

実績判定期間中の事業費に算入

した特定資産がある場合、 

貸借対照表上の科目名及び金額

を記入する。 

80％以上で基準を満たす。 

70％以上で基準を満たす。 
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「認定基準等チェック表」（第４表）記載要領 

 

（注意事項） 
・ハについて、一定の条件の下、将来の特定非営利活動に充てるために当期に「特定資産」等として貸借対照表に 
計上した金額は、当期の「事業費の総額①」欄、「特定非営利活動に係る事業費の額②」欄にそれぞれ算入できま 
す。 
・ニについて、一定の条件の下、将来の特定非営利活動に充てるために当期に「特定資産」等として貸借対照表に 
計上した金額は、当期の「受入寄附金総額①」欄に加え、「受入寄附金総額のうち特定非営利活動に係る事業費に

充てた額②」欄にも算入できます。 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イ及びロの各欄共通 
 

該当する一方を「○」で囲みます。 
「役員等」とは、役員、社員、職員若しくは寄附

者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以

内の親族又はこれらの者と特殊の関係のある者を

いいます。 

「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該

役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者

の配偶者若しくは三親等以内の親族から受ける

金銭その他の財産によって生計を維持している

関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者

及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

第４表付表１及び２を記載し

添付してください。 

なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」

については、認定基準等チェッ

ク表（第３表）のイに記載する

各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示

したものです。 

ハ 

共通事項 「事業費」以外の指標により計算を行う場合に

は、使用した指標及び単位を㊟欄に記載し、具体的

な算出方法を示す資料を添付してください。 

  

「事業費の総額①」欄 実績判定期間における活動計算書の事業費の合

計金額（その他の事業がある場合は、特定非営利活

動に係る事業費計とその他の事業の事業費計の合

計金額）を記載します。 
 

 損益計算書を作成している場

合には、損益計算書により事業

に係る支出金額を算出して記載

しても差し支えありません。そ

の場合には、損益計算書及び金

額の算定方法を示す資料を添付

してください。 
「特定非営利活動に係る

事業費の額②」欄 
活動計算書における特定非営利活動に係る事業

費の合計額を記載します。 
 

特定非営利活動に係る部分と

それ以外に共通する事業費は、

それぞれに合理的に配賦しま

す。 

ニ 

「受入寄附金総額①」欄 第１表付表「受け入れた寄附金の明細表」の「Ⓐ」

欄の金額を転記します。 
 

「受入寄附金総額のうち

特定非営利活動に係る事

業費に充てた額②」欄 

「受入寄附金総額①」欄のうち、特定非営利活動

に係る事業費に充てた額を記載します。 
 

 

「受入寄附金の充当割合

③」欄 
割合が 100％を超える場合は、100％と記載しま

す。 
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役員等に対する報酬等の状況          第４表付表１ 
法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係にある者 （注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給等（実績判定

期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに行った取引等）につい

て以下の項目を記載してください。 

（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは

三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）                                                                                                                                           

氏    名 職 名  法人との関係 
（注２） 

報酬・給与
の 

区 分 
支 給 期 間 等 支 給 金 額 

埼玉 一郎 理事  報酬 n 年 4 月 1 日～ 
(n+2)年 7月 19日 

2,000,000円 

浦和 咲子 社員 浦和理事の子 報酬 n 年 4 月 1 日～ 
(n+2)年 7月 19日 

1,500,000円 

浦和 咲子 社員 浦和理事の子 給与 n 年 4 月 1 日～ 
(n+2)年 7月 19日 

1,200,000円 

職員 A 職員 寄附者 給与 n 年 4 月 1 日～ 
(n+2)年 7月 19日 

1,200,000円 

職員 10名 職員 社員 給与 n 年 4 月 1 日～ 
(n+2)年 7月 19日 

12,000,000円 

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 
 
 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 
集 計 期 間 n年 4月 1 日～ (n+2)年 7月 19日 
 
給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額 

２４ 人 4,680,000円 

  
（注意事項） 

・「役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の

提出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 

イとロの支給金額の合計額は活動計算書の給与額と一致する。  
（交通費・法定福利費・福利厚生費は除く） 

ロ：実績判定期間内に給与又は賃金を支給した職員の総数と総額を記載する。 
※イに記載した職員の総数・給与金額は含まない。 
・職員に含まれるもの：パート、アルバイト、契約職員、役員の使用人部分。 
・職員の総数は延べ人数を記載する。（当該事業年度において１人の従業員が 
 継続して勤務して給与の支給を受けた場合は１名） 

報酬・給与の両方を払っている場合、 
２行に分けて記載する。 

役員の場合、理事又は監事と 
記入する。 

寄附者である職員、社員である職員が複数人いる場合
は、まとめて記載可能。 

イの支給期間等・ 
ロの集計期間の末日は 
申請日を記載する。 
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役員等に対する資産の譲渡等の状況等   第４表付表２（初葉） 
法  人  名 特定非営利活動法人ともたま会 

１ 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこ

れらの者と特殊の関係 （注）にある者（以下「役員等」という）又は役員等が支配する法人に対する

資産の譲渡等（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日ま

でに行った取引等）について以下の項目を記載してください。 

（注）「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維持し

ている関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている

関係 

 

⑴ 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

 
取 引 先 の 氏 名 等 

法人との

関 係 
譲 渡 資 産 の 内 容 

譲 渡 

年 月 日 
譲 渡 価 格 その他の取引条件等 

 

川越 太郎 理事 
中古軽自動車買

取 

令和 n年 

7月 15日 
50,000円 現状渡し 

小川 良子 社員 
中古パソコン売

払い 

令和(n+1)年 

3月 15日 
5,000円 残存価格 5,000円 

    円  
 
⑵ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

 
取 引 先 の 氏 名 等 

法人との

関 係 
貸 付 資 産 の 内 容 

貸 付 

年 月 日 
対 価 の 額 その他の取引条件等 

 

春日部 次郎 理事 借入金 
令和 n年 

7月 1日～ 
200,000円 

返済予定日 

令和(n+3)年 9月 

鈴木 七郎 理事 
自動車のリース

契約 

令和(n+1)年 

11月 1日～ 
200,000円  

渡辺 幸子 社員 
事務所の賃貸借

契約 

令和 n年 

4月 1日 

～ 

令和(n+2)年 

3月 31日 

108,000円  

    円  
  

（注意事項） 

・「役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）

の提出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

・NPO 法人が譲渡、貸付け、役務の提供を受ける場合を含みます。 

記載例の他、土地、建物、書籍等の譲渡が該当する。 

理事、社員等を記載する。 
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第４表付表２（次葉） 

（注意事項） 

・「役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につい

て、省略することができます。 

⑶ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

 
取引先の氏名等 

法人との

関 係 
役務の提供の内容 役務の提供年月日 対価の額 

その他の取引条

件 等 

 

埼玉 愛子 役員 
〇〇事業  

講師謝金 

令和(n+1)年 

9月 5日 
3,000円 

講師謝礼支払

規定による 

田中 八郎 社員 
△△事業  

委託契約料 

令和 n年 

4月 1日 

～ 

  令和(n+2)年 

3月 31日 

2,000,000円 
業務委託契約

書による 

浦和 咲子 社員 
ホームページ 

年間維持手数料 

令和 n年 

4月 1日 

～ 

  令和(n+2)年 

3月 31日 

50,000円  

    円  

 

２ 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項 

（該当する事項がある場合にその内容を具体的に記載してください。） 

なし 

 
３ 支出した寄附金（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日

までに支出した寄附金） 

 支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 金 額 支 出 年 月 日 寄 附 の 目 的 等  

特定非営利活動法

人◎◎ 

埼玉県○○市○○町 

○－○○－○ 
50,000円 令和 n年 9月 15日 震災復興支援 

ＮＧＯ国際協力 

□□□ 

埼玉県○○市○○町 

○－○○－○ 
50,000円 令和(n+2)年 2月 5日 飢餓撲滅支援 

     

 

該当がない場合には、 

「なし」と記載する。 

実績判定期間内に支出した寄附金（義援金、助成金含む）について記載する。 
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認定基準等チェック表 （第５表） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

５ 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること 
✓ 

 イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等（個人の住所又は居

所に係る記載の部分を除いたもの） 

 ロ 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

 二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類 

ヘ 助成の実績を記載した書類 

 

 
 
 

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除き

これをその事務所において閲覧させることに同意する。 

同  意  
 する しない 

イ 

① 事業報告書等（事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10

人以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面） 
② 役員名簿 
③ 定款等（定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し） 
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの 

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 

次の事項を記載した書類 
① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位５者との取引 
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引 
④ 寄附者（役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日 
⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況 

a  役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（b に係る部分を除く。） 
b  給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項 

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日  
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

ヘ 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し 

 

（注意事項） 

・認定基準等チェック表第５表は、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に記載及び添付する必

要があります。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 
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「認定基準等チェック表」（第５表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「同意」欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

 

閲覧に関する細則（社内規

則）等がある場合には、その細

則（社内規則）等を添付してく

ださい。 

「ホ」欄  ③、④の「特殊の関係」とは、

次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 
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認定基準等チェック表 （第６表） 
６ 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及

び役員名簿並びに定款等を同法第 29 条の規定により所轄庁に提出していること 

ﾁｪｯｸ欄 

✓ 

特定非営利活動促進法第 28 条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への 

提出の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  
 

認定基準等チェック表 （第７表） 

７ 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により

何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと 

ﾁｪｯｸ欄 

✓ 

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実 

その他公益に反する事実の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  ㊟ 認定基準等チェック表（第７表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時に記載及び添付する必要があります。 

 
 

認定基準等チェック表 （第８表） 
８ 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期 

間が経過していること 
ﾁｪｯｸ欄 

✓ 

  

事業年度  ４月１日～３月３１日 設立年月日 平成２４年１月１９日 

  

 

（注意事項） 

・法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に当たっては、認定基準等チェック表（第６表

及び第８表）は、記載する必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表（第６表及び第８表）の記載の必要はありませ

ん。また、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項について、省略することができ

ます。 

認定基準等チェック表 （第６、７、８表） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請時欄にも
忘れずに〇を
つける。 

登記事項証明書の 
成立年月日を記載する。 
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「認定基準等チェック表」（第６表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 

 

「認定基準等チェック表」（第７表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 
 

「認定基準等チェック表」（第８表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する年月日を記載します。  
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欠格事由チェック表 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該
当する法人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。 
１ 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合 

✓ 

イ  認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を
取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前１年内に当該認定特定非営
利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日
から５年を経過しないもの 

 ロ  禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５年
を経過しない者 

ハ  特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204 条
等 （注１）若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に
違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなっ
た日から５年を経過しない者 

二  暴力団の構成員等 （注２） 

２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 
３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 
４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３年を経過しな

い法人（認定、特例認定及び認定の有効期間の更新の申請時には、所轄税務署長等から交付を受けた納税
証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の
添付が必要となります （注３））。 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 
６ 次のいずれかに該当する法人 

イ 暴力団 
ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 

 
 １ 役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無  
  イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が

特例認定を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前

１年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務

を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなっ

た日から５年を経過しない者の有無 
有 ・ 無 

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、

若しくは刑法 204 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若

しくは地方税に関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わ

った日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

二 暴力団の構成員等の有無 有 ・ 無 
  
 ２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 はい・ いいえ  
 

３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 はい・いいえ 
 

４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３

年を経過しない法人 
はい・いいえ 

添付

書類 

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記４に係る所轄税務署長等か

ら交付を受けた納税証明書｢その４｣並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を

受けた滞納処分に係る納税証明書を添付すること（役員報酬規程等提出書には添付不要） 
はい・いいえ 

 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 はい・いいえ 
 

６ 次のいずれかに該当する法人 
 イ 暴力団 はい・いいえ 

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい・いいえ 
 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請日から遡って３年間、国税・県税・
市税において滞納処分を受けたことがな
い旨の証明書を必ず添付する。 
 
※「住民税均等割の免除決定」等を 
 受けている場合も当該証明書を添付。 
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（注意事項） 

１ 「刑法 204 条等」とは、刑法第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の２、第 222 条若しくは第 247 条をいい

ます。 

２ 「暴力団の構成員等」とは、法第 12 条第 1 項第 3 号ロに規定する暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構

成員を含みます。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいいます。 

３ 添付が必要となる納税証明書は、国税及び地方税の納付の有無にかかわらず、主たる事務所が所在する所轄税務

署長、都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書となります。また、従たる事務所

において国税又は地方税を納付している場合には、当該従たる事務所が所在する所轄税務署長、都道府県知事又は

市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の添付も必要となります。 

 

 



236 
 

 
寄附金を充当する予定の事業内容等 

 
法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 

 

 
 

事 業 名 具 体 的 な 事 業 内 容 
実施予定

年 月 

実施予

定場所 

従事者の

予定人数 

受益対象者の

範囲及び予定

人 数 

寄附金充当

予 定 額 

〇〇の推進、普

及啓発活動 

 

〇〇に係る講師派遣、

チラシ配布、HPの運営 

通期 埼 玉

県内 

15人 〇〇事業に

関心のある

会員、一般

市民 

多数 

10万円 

△△に関する教

育事業 

××地域の小学生を対

象に、△△に関する講

演会を実施 

年３回 地 区

セ ン

タ ー

など 

各 5人 近隣の小学

生 

各回約 80

名程度 

80万円 

◎◎啓発活動 月に一度、◎◎に関す

るイベントを実施 

毎月 法 人

事 務

所 

各 5人 ◎◎事業に

関心のある

会員、一般

市民 

各回約 30

名程度 

60万円 

       

       

       

 

実施予定年月日は、将来の日付
又は「通年」「年〇回」等を記載
する。 

寄附金を充当する予定の事業について、 
申請日時点で予定している範囲で記載する。 

定款の事業名どおりに 
記載する。 



 

 

様式第１７号（第１５条関係） 
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認 定 更 新 申 請 書                

令和(n+5)年7月19日   

   （宛先） 

 埼玉県知事 

        （特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地）埼玉県越谷市１-２-３ 

（特定非営利活動法人の名称） 特定非営利活動法人ともたま会 

代表者氏名  埼 玉  一 郎 

電話番号  ○○○-○○○-○○○○ 

ファクシミリ番号 ○○○-○○○-○○○○ 

代理人氏名  ○○ ○○ 

 

  特定非営利活動促進法第51条第２項の規定により、認定の有効期間の更新を受けたい

ので、申請します。 

記 

 １ 認定の有効期間 令和n年12月1日～令和(n+5)年11月30日 

 ２ 認定の有効期間の満了日の６月前の日 令和(n+5)年5月30日 

 ３ 認定の有効期間の満了日の３月前の日 令和(n+5)年8月30日 

 ４ 事業年度 ４月１日～３月３１日 

 ５ 本申請において適用するパブリックサポートテスト基準（いずれかにレ点） 

  □ 相対値基準（原則） 

  □ 相対値基準（小規模法人） 

  ☑ 絶対値基準 

  □ 条例個別指定法人 

 ６ 現に行っている事業の概要 

   障がい福祉サービス事業 

      子どもの教育環境改善事業 

   地域のふれあい活動促進事業 

 ７ その他の事務所の所在地、電話番号並びに責任者の役職及び氏名 

   埼玉県○○市○○町○○番地  

   ○○○-○○○-○○○○ 

   理事 ○○ ○○ 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 認定の有効期間の更新を受けようとする認定特定非営利活動法人は、認定の有効

期間満了の日の６月前から３月前までの間（更新申請期間）に更新の申請をするこ

と。この更新期間内に更新の申請をしない場合（災害その他やむを得ない事由によ

り更新申請期間に更新の申請をすることができない場合は除く。）は、改めて認定

の申請を行うこと。 

  ３ １には、直近の法第44条第１項の認定を受けた日から継続している有効期間を記

入すること。 

  ４ ７の「責任者」とは、その事務所を統括する者をいう。 

  ５ この申請書には、次の書類を添付すること。 

適用するパブリックサポ
ートテストを選択する。 

その他の事務所がある場合、 
所在地・電話番号・責任者の役職
及び氏名について記載する。 

記載例 

※記載例は３月期決算法人です。 
【実績判定期間】 
（第１期）  令和n年4月1日～令和(n+1)年3月31日 
（第２期）令和(n+1)年4月1日～令和(n+2)年3月31日 
（第３期）令和(n+2)年4月1日～令和(n+3)年3月31日 
（第４期）令和(n+3)年4月1日～令和(n+4)年3月31日 
（第５期）令和(n+4)年4月1日～令和(n+5)年3月31日 

定款に記載されている特定非営利活動、 
その他の事業の活動のすべてを記載する。 
 



 

 

様式第１８号（第１５条関係） 
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   (１) 法第45条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（法第44条第

２項第１号に掲げる書類を除く。）（法第51条第５項） 

   (２) 法第47条各号のいずれにも該当しない旨を説明する書類（法第51条第５項） 

   (３) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（法第51条第５

項） 
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認定の有効期間の更新の申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 チェック 

認定特定非営利活動法人の認定の有効期間の更新の申請書   ✓ 

１ 寄附者名簿 （注 1）   ✓ 

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  
受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人用）  

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1 表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用） ✓ 

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二
号
基
準 

いずれかの書類を提出することとなります。  

 認定基準等チェック表（第 2 表） ✓ 

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 3 表）  ✓（注）3 

役員の状況（第 3 表付表 1）  ✓ 

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）  ✓ 

四
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 4 表）     ✓ 

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1） （注）2 ✓ 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2） ✓ 

五
号 

基
準 認定基準等チェック表（第 5 表） ✓ 

六
～
八 

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8 表） ✓（注）3 

欠格事由チェック表 ✓ 

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 ✓ 

（注意事項） 
1 寄附者名簿については、現地確認の際に領収書等と突合を行うこととしていますが、あらかじめ認定基準
の対象となる寄附者の確認等を行うため、認定更新申請書の提出時に、年度ごとに作成した寄附者名簿を電
子データで提出してください。 

2 法第 55条第 1項に基づき所轄庁に提出した書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項は、省略する
ことができます（法 51⑤ただし書）。なお、認定基準等チェック表の添付を省略する場合はチェック欄に「省
略」と記載してください。 

 3 「認定基準等チェック表（第 3 表）ロ」欄及び「認定基準等チェック表（第 6 表）並びに（第 8 表）」欄の
記載は必要ありません。 

該当する欄に 
チェックする。 

チェック表もご提出ください。 
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認定更新申請時に省略可能な事項について 

 

 

書類名 更新申請時の対応案 役員報酬規程 

第３表 申請時の欄のみ記載して提出 あり 

第３表付表１ 申請時の欄のみ記載して提出 あり 

第３表付表２ 直前の役員報酬規程から変更がなければ省略可 あり 

第４表 【初葉】申請時の欄のみ記載して提出 

【次葉】省略不可 

【初葉】あり 

【次葉】なし 

第４表付表１ 省略不可（現年度の申請日までの数値を入

力） 

あり 

第４表付表２ 省略不可（現年度の申請日までの数値を入

力） 

あり 

第５表 省略可 あり 

第６表 記載不要 なし 

第７表 申請時の欄のみ記載して提出 あり 

第８表 記載不要 なし（認定基準） 

 

 

（参考）特定非営利活動促進法 

第五十一条 第四十四条第一項の認定の有効期間（次項の有効期間の更新がされた場合に

あっては、当該更新された有効期間。以下この条及び第五十七条第一項第一号において同

じ。）は、当該認定の日（次項の有効期間の更新がされた場合にあっては、従前の認定の

有効期間の満了の日の翌日。第五十四条第一項において同じ。）から起算して五年とす

る。 

２～４ 略 

５ 第四十四条第二項（第一号に係る部分を除く。）及び第三項、第四十五条第一項（第

三号ロ、第六号、第八号及び第九号に係る部分を除く。）及び第二項、第四十六条から第

四十八条まで並びに第四十九条第一項、第二項及び第四項（第一号に係る部分を除く。）

の規定は、第二項の有効期間の更新について準用する。ただし、第四十四条第二項第二号

及び第三号に掲げる書類については、既に所轄庁に提出されている当該書類の内容に変更

がないときは、その添付を省略することができる。 
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寄 附 者 名 簿 

 

法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 事 業 年 度 令 和 n 年 4 月 1 日 ～ 令 和 (n+1)年 3 月 31 日 

 
寄附者の氏名又は名称 住 所 又 は 事 務 所 の 所 在 地 寄 附 金 の 額 受 領 年 月 日 

川越 太郎 埼玉県川越市１－２－３ 300,000円 R〇・〇・〇〇 

春日部 次郎 埼玉県春日部市１－２－３ 250,000円 R〇・〇・〇〇 

所沢 三郎 埼玉県所沢市１－２－３ 5,000円 R〇・〇・〇〇 

深谷 和子 埼玉県深谷市１－２－３ 1,000円 R〇・〇・〇〇 

秩父 里枝 埼玉県秩父市１－２－３ 20,000円 R〇・〇・〇〇 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

社会福祉法人〇〇 埼玉県上尾市１－２－３ 150,000円 R〇・〇・〇〇 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

  円 ・  ・ 

合    計  7,509,500円  

（注意事項）  

・ 条例個別指定の基準で認定を受けようとする法人及び特例認定特定非営利活動法人としての特例認定を受けようと

する法人は、添付の必要はありません（法 44②、58②）。 

・ この寄附者名簿は、毎事業年度初めの３月以内に作成し、その作成の日から起算して５年間その事務所の所在地に 

備え置く必要があります（法 54②）。 

閲覧 対象 外 書類 

年度ごとに作成する。 

実績判定期間内の各事業年
度における全ての寄附者を
記載する。 

…
 

…
 

…
 

…
 

※寄附者名簿は、別途電子データ 
 （Excel）でもご提出ください。 

※注意 
・生計を一にしている寄附者がそれぞれ 3,000 円以上の 
寄附をした場合も 1 件となる。 

・名前と住所の表記（住所の半角・全角、丁目と‐、 
名前の外字、半角スペース・全角スペース等）が統一
されているか確認する。 

法人に実際に入金があった
日を記載する。 
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 認定基準等チェック表 （第１表 相対値基準・原則用） 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内に終了

した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成 29年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24年４月１日から平成 29年

３月31日（認定を受けたことのない法人の場合は平成27年４月１日から平成29年３月31日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください（第２表以

下についても同様です。）。 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n年 4月 1日～令和(n+5)年 3月 31日 

１ 経常収入金額のうちに寄附金等収入金額の占める割合が実績判定期間（注意事項参照）において５

分の１以上であること。 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

✓ 

実 績 判 定 期 間 

 

 

 経 常 収 入 金 額 （ ㋙ の 金 額 ） ………………………………………… ① 16,989,520円  

 

 総 収 入 金 額 ㋐ 20,000,000円  

控 
  

除  
 

金  
 

額 

国の補助金等の金額（㋡欄に金額の記載がある場合は、記入不可） ㋑ 1,000,000円 

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ㋒ 2,000,000円 

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場合の負担金額 
㋓ 

0円 

資産の売却収入で臨時的なものの金額 ㋔ 0円 

遺贈により受け入れた寄附金等のうち基準限度超過額に相当する金額（付表１（相対値

基準・原則用）Ⓛ欄の「（ ）」） 
㋕ 

0円 

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合計

額が１千円未満のものの額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓘ欄） 
㋖ 

980円 

寄附者の氏名（法人の名称）等が明らかでない寄附金額（付表１（相対値基準・原則用）

Ⓔ欄） 
㋗ 

9,500円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・原則用）Ⓙ欄） ㋘ 0円  

差引金額 （㋐－㋑－㋒－㋓－㋔－㋕－㋖－㋗－㋘） ㋙ 16,989,520円 ➯① 

                                                     ヘ 

 寄 附 金 等 収 入 金 額 （ ㋢ の 金 額 ） …………………………… ② 7,590,770円  

 

 受入寄附金総額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓐ欄） ㋚ 7,509,500円  

控

除

金

額 

一者当たり基準限度超過額の合計額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓛ欄） ㋛ 300,250円 

寄附者の氏名(法人の名称）等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合

計額が１千円未満のものの額（付表１（相対値基準・原則用）Ⓘ欄） 
㋜ 

980円 

寄附者の氏名(法人の名称)等が明らかでない寄附金額（付表１（相対値基準・原則用）

Ⓔ欄） 
㋝ 9,500円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・原則用）Ⓙ欄） ㋞ 0円 

 差引金額 （㋚－㋛－㋜－㋝－㋞） ㋟  7,198,770円 
 

 

 

➯② 

会費収入（㋟欄と付表２（相対値基準用）④欄のうちいずれか少ない金額） ㋠ 392,000円 

国の補助金等の金額（㋟欄の金額を限度とする。） ㋡ 0円 

合計金額 （㋟＋㋠＋㋡） ㋢ 7,590,770円 

                                                     へ 

 基準となる割合 （②÷①） ………………………………………………………… ③ 44.68％  

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

実績判定期間の活動計算書におけ
る経常収益計と計上外収益計の合
計額と一致する。 

第１表付表１の各欄から 
転記する。 

国の補助金の金
額は、イ欄又は 
ツ欄のいずれか
に記入する。 

20％以上で基準適合。 

各欄が活動計算書の金額と 
一致するように作成する。 
（※すべて５事業年度の合計額） 
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「認定基準等チェック表」（第１表 相対値基準・原則用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「総収入金額㋐」欄 

 

 

 

 

 

 活動計算書の経常収益計と経常外収益計の合

計額を記載します。 

 

その他の事業がある場合

には、特定非営利活動に係る

事業と全てのその他の事業

の経常収益計と経常外収益

計の合計額を記載します。 

「国の補助金等の金額㋑」欄 総収入金額のうち、国、地方公共団体、法人

税法別表第１に掲げる独立行政法人、地方独立

行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法

人及び我が国が加盟している国際機関（以下「国

等」といいます。）からの補助金その他国等が反

対給付を受けないで交付するもの（以下「国の

補助金等」といいます。）の金額の合計金額を記

載します。 

「国の補助金等の金額㋡」

欄に金額の記載がある場合

は記入できません。 

「委託の対価としての収入で国等か

ら支払われるものの金額㋒」欄 

 総収入金額のうち、国等からの委託事業費の

合計金額を記載します。 

 

「法律等の規定に基づく事業で、その

対価を国又は地方公共団体が負担す

ることとされている場合の負担金額

㋓」欄 

総収入金額のうち、法律又は政令の規定に基

づき行われる事業でその対価の全部又は一部に

つき、その対価を支払うべき者に代わり国又は

地方公共団体が負担することとされている場合

のその負担部分の合計金額を記載します。 

 

「資産の売却収入で臨時的なものの

金額㋔」欄 

 総収入金額のうち、固定資産や有価証券等の

売却収入額を記載します。 

貸借対照表等において固

定資産として経理している

資産であっても、実質的に販

売用の資産であるものは除

かれます。 

「遺贈により受け入れた寄附金等の

うち基準限度超過額に相当する金額

㋕」～「休眠預金等交付金関係助成金

㋘」、及び「受入寄附金総額㋚」～「休

眠預金等交付金関係助成金㋞」の各欄 

「第１表付表１（相対値基準・原則用）」の各

該当欄の金額を転記します。 

 

「会費収入㋠」欄 「差引金額㋟」欄と「第１表付表２（相対値

基準用）④」欄のうちいずれか少ない金額を記

載します。 

 

「国の補助金等の金額㋡」欄 国の補助金等の金額を算入する場合は、「差引

金額㋟」欄の金額を限度として記載します。 

国の補助金等の金額を算

入するか否かは、法人の選択

となります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 相対値基準・小規模法人用） 

法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和n年4月1日～令和(n+5)年3月31日 

１ 実績判定期間（注意事項参照）における下欄３の㋗欄の金額に占める㋞欄の金額の割合（㋟欄） 

 が、５分の１以上であること 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

  ✓ 

小規模法人の判定 
 

   実績判定期間の総収入金額 9,000,000円  

         実績判定期間の月数   24 月  

 

Ⓐが800万円未満である 
は 
い ２ へ 

いいえ  小規模法人の
例計算・・・適用不可 

  

実績判定期間において受け入れた寄附金の合計

額が３千円以上の寄附者（役員、社員を除く。）

の数が50人以上である 

は い 小規模法人の特例計算・・・適用可３ へ 

いいえ 小規模法人の特例計算・・・適用不可 
 

    小規模法人の特例計算を適用する場合 

総 収 入 金 額 ㋐ 9,000,000円 

控 
 

除 
 

金 
 

額 

国の補助金等の
額（㋝欄に金額の記載がある場合は、記入不可） ㋑ 1,000,000円 

委託の対価としての収入で国等から支払われるものの金額 ㋒ 2,000,000円 

法律等の規定に基づく事業で、その対価を国又は地方公共団体が負担する

こととされている場合
の負担金額 
㋓ 

0円 

資産の売却収入で臨時的
なものの金額 ㋔ 0円 

遺贈により受け入れた寄附金等のうち
準限度超過額に相当する金額（付表

１（相対値基準・小規模法人用）Ⓙ欄の「（ ）」） 

㋕ 0円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓗ欄） ㋖ 0円 

差引金額 （㋐－㋑－㋒－㋓－㋔―
㋕―㋖） ㋗ 6,000,000円 

 

受入寄附金総額（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓐ欄） ㋘ 2,200,000円 

控
除
金
額 

一者当たり基準限度超過額の合計額 

（付表1（相対値基準・小規模法人用）Ⓙ欄） 
㋙ 

300,250円 

休眠預金等交付金関係助成金（付表１（相対値基準・小規模法人用）Ⓗ欄） ㋚ 0円 

差引金額
（㋘－㋙－㋚） ㋛ 1,899,750円 

会費収入（㋛欄と
付表２（相対値基準
）④欄のうちいずれか少ない金額
） ㋜ 392,000円 

国の補助金等の金額（㋛欄の金額を限度とする
） ㋝ 0円 

合計金額 （㋛＋㋜＋㋝） ㋞ 2,291,750円 
 

基準となる割合 （ ㋞ ÷㋗ ） ･････････・・・・・・・・・・・・・・・ ㋟ 38.20％ 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内

に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成29年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24年４月１日から平成

29年３月31日（認定を受けたことのない法人の場合は平成27年４月１日から平成29年３月31日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください

（第２表以下についても同様です。）。

×12 ＝ Ⓐ  4,500,000円 

２ 

１ 

３ 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

※小規模法人の判定１、２を満たしている 
 場合でも、原則用での申請も可。 

第１表付表１の各欄から 
転記する。 

国の補助金の金額は、 
イ欄又はセ欄の 
いずれかに記入する。 

20％以上で基準適合。 

800万円未満が 
小規模法人の 
条件の一つ 
 

全て２事業年度の 
合計額を記載する。 
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「認定基準等チェック表」（第１表 相対値基準・小規模法人用）記載要領 

 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「実績判定期間の月数」欄 実績判定期間の月数の総数を記載します。 月数は暦に従って計算し、一

月未満の端数がある場合は一

月に切り上げます。 

「総収入金額㋐」欄 活動計算書の経常収益計と経常外収益計の

合計額を記載します。 

 

その他の事業がある場合には、

特定非営利活動に係る事業と

全てのその他の事業の経常収

益計と経常外収益計の合計額

を記載します。 

「国の補助金等の金額㋑」欄 総収入金額のうち、国、地方公共団体、法

人税法別表第１に掲げる独立行政法人、地方

独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用

機関法人及び我が国が加盟している国際機関

（以下「国等」といいます。）からの補助金そ

の他国等が反対給付を受けないで交付するも

の（以下「国の補助金等」といいます。）の金

額の合計金額を記載します。 

「国の補助金等の金額㋝」欄

に金額の記載がある場合は記

入できません。 

「委託の対価としての収入で国等か

ら支払われるものの金額㋒」欄 

 総収入金額のうち、国等からの委託事業費

の合計金額を記載します。 

 

「法律等の規定に基づく事業で、その

対価を国又は地方公共団体が負担す

ることとされている場合の負担金額

㋓」欄 

総収入金額のうち、法律又は政令の規定に

基づき行われる事業でその対価の全部又は一

部につき、その対価を支払うべき者に代わり

国又は地方公共団体が負担することとされて

いる場合のその負担部分の合計金額を記載し

ます。 

 

「資産の売却収入で臨時的なものの

金額㋔」欄 

 総収入金額のうち、固定資産や有価証券等

の売却収入額を記載します。 

貸借対照表等において固定

資産として経理している資産

であっても、実質的に販売用の

資産であるものは除かれます。 

「遺贈により受け入れた寄附金等の

うち基準限度超過額に相当する金額

㋕」、「休眠預金等交付金関係助成金

㋖」、「受入寄附金総額㋘」、「一者当た

り基準限度超過額の合計㋙」、「休眠預

金等交付金関係助成金㋚」の各欄 

 「第１表付表１（相対値基準・小規模法人

用）」の各該当欄の金額を転記します。 

 

「会費収入㋜」欄 「差引金額㋛」欄と「第１表付表２（相対

値基準用）④」欄のうちいずれか少ないほう

の金額を記載します。 

 

「国の補助金等の金額㋝」欄 国の補助金等の金額を算入する場合は、「差

引金額㋛」欄の金額を限度として記載します。 

国の補助金等の金額を算入

するか否かは、法人の選択とな

ります。 
 



246 
 

受け入れた寄附金の明細表  第１表付表１（相対値基準・原則用） 

 
１ 基準限度額の計算  

受 入 寄 附 金 総 額 Ⓐ 7,509,500円 

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 Ⓑ 0円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×10％）） 
Ⓒ 750,950円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 50％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×50％）） 
Ⓓ 

3,754,750円 

 
２ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかでない寄附金 

Ⓐのうち寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称） 
及 び そ の 住 所 が 明 ら か で な い 寄 附 金 の 額 

Ⓔ 9,500円 

 
３ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附金 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
①欄とⒸ（特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人についてはⒹ）欄

のいずれか少ない金額 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

川越 太郎 理事 
（       ） 

300,000円 
（       ） 

300,000円 
（       ） 

0円    

春日部 次郎 理事 
（       ） 

250,000円 
（       ） 

250,000円 
（       ） 

0円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

役員等からの寄附金の額が 20 万円以上

のものの合計額 Ⓕ 
（        ） 

 
550,000円 

（        ） 
 

550,000円 

（        ） 
 

0円 

Ⓕ欄以外の同

一の者からの

寄附金の額が

１千円以上の

ものの合計額 

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人 Ⓖ 
0 円 0 円 0円    

Ⓖ欄以外の者 Ⓗ 
（        ）

  
6,949,020円 

（        ）
  

6,648,770円 

（        ）
  

300,250円    

同一の者からの寄附金の額が１千円

未満のものの合計額 
Ⓘ 

（        ）
  

980円   
休眠預金等交付金関係助成金 Ⓙ        0円   

合  計（Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ＋Ⓘ＋Ⓙ） Ⓚ 
（      ） 

  
 7,500,000円 

 
  

          
Ⓛ 

（      ）
  

300,250円 
（注意事項） 

①～③の各欄の「（ ）」には、遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。）により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続
人に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与
者から贈与（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。）により受け入れた寄附金の額を記載してください。

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+5)年 3 月 31 日 

小数点以下は
切り捨てる。 

Ⓐ－Ⓔ－Ⓕの①欄－Ⓖ
の①欄－Ⓘ－Ⓙの金額
を記載する。 

Ⓗの①欄－③欄を 
記載する。 

同一者からの寄附金の合計
額のうち、Ⓒを超える金額
（基準限度超過額）を寄附
者ごとに計算し、その合計
額を記載する。 

Ⓐ－Ⓔの金額と
一致する。 

Ⓕ、Ⓖ、Ⓗの③欄の
合計額を記載する。 

役員及び三親等以内の親族からの寄附金の合計
額が２０万円以上になる場合に記載する。 
 
※合計額が２０万円以下の役員からの寄附につ
いては、Ⓗ欄にまとめて記載する。 

寄付者名簿記載の 
寄附金合計額、及び
Ⓔ＋Ⓚの合計額と
一致する。 
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「受け入れた寄附金の明細表」第１表付表１（相対値基準・原則用） 記載要領 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「受入寄附金総額Ⓐ」欄  活動計算書の収益の部の受取寄附金及び助成金（対

価性のないものに限ります。）の合計を記載します。 

なお、国の補助金等の金額は、寄附金及び助成金に

は含まれません。 

Ⓐ欄の金額は、Ⓔ欄の金額とⓀ欄の金額を合算した

金額になります（Ⓐ＝Ⓔ＋Ⓚ）。 

 受取寄附金は、実際に入金した

ときに収益として計上します。 

 

「休眠預金等交付金関係 

助成金Ⓑ及びⒿ｝欄 

指定活用団体や資金分配団体等から、休眠預金等交

付金関係助成金を受け取っている場合は、当該金額を

記載します。 

 

「役員の氏名」欄 「受入寄附金総額Ⓐ」欄のうち、役員からの寄附金

の合計額が 20 万円以上のものについて各人別に記載

します。 

役員からの寄附金の合計額の記載に当たっては、他

の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の

親族並びに当該役員と特殊の関係のある者があるとき

は、これらの者は同一の者とみなして、当該役員から

の寄附金に含めて記載する必要があります。 

なお、各人別の役員からの寄附金の合計額について

は、「役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合

計額Ⓕ」欄に記載します。 

また、すべての寄附者（役員であって、寄附金の合

計額が 20 万円以上のものに限ります。）について記載

しきれない場合には、「受け入れた寄附金の明細表 第

１表付表１（次葉）」を利用してください。 

左欄の「特殊の関係」は、次に

掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあ

る関係 

② 使用人である関係及び使用人

以外の者で当該役員から受ける

金銭その他の財産によって生計

を維持している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係に

ある者の配偶者及び三親等以内

の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

「役職」欄  役員の役職（代表理事、常務理事等）を記載します。  

「特定公益増進法人、認定

特定非営利活動法人Ⓖ」欄 

 特定公益増進法人（法人令 77）、認定特定非営利活

動法人からの寄附金で、同一の法人からの寄附金の額

が１千円以上のものの合計額を記載します。 

Ⓖ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとなり

ます。 

「Ⓖ欄以外の者Ⓗ」欄  上記Ⓖ欄記載以外の者からの寄附金で、同一の者か

らの寄附金の額が１千円以上のものの合計額を記載し

ます。 

Ⓗ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとなり

ます。 

「同一の者からの寄附金の

額が１千円未満のものの合

計額Ⓘ」欄 

 同一の者からの寄附金の額が１千円未満のものの合

計額を記載します。 
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受け入れた寄附金の明細表  第１表付表１（相対値基準・小規模法人用） 

 
１ 基準限度額の計算  

受 入 寄 附 金 総 額 Ⓐ 2,200,000円 

休 眠 預 金 等 交 付 金 関 係 助 成 金 Ⓑ 0円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 10％相当額（（Ⓐ－Ⓑ）×10％）） 
Ⓒ 220,000円 

基準限度額（受入寄附金総額から休眠預金等交付金関係助成金

の額の総額を控除した金額の 50％相当額（（Ⓐ−Ⓑ）×50％）） 
Ⓓ 

1,100,000円 

 
 ２ 受入寄附金総額の内訳 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
①欄とⒸ（特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人にあってはⒹ）欄

のいずれか少ない金額 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

川越 太郎 理事 
（        ） 

300,000円 
（        ） 

300,000円 
（        ） 

0円    

春日部 次郎 理事 
（        ） 

250,000円 
（        ） 

250,000円 
（        ） 

0円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

役員からの寄附金の額が 20 万円以上の

ものの合計額 Ⓔ 
（        ） 

 
550,000円 

（        ） 
 

550,000円 

（        ） 
 

0円 

Ⓔ欄以外の同

一の者からの

寄附金の額の

合計額 

特定公益増進法人、認

定特定非営利活動法人 

Ⓕ 

0 円 

 
 

0 円 0円    

Ⓕ欄以外の者 Ⓖ 
（        ）

  
1,650,000円 

（        ）
  

1,349,750円 

（        ）
  

300,250円    

休眠預金等交付金関係助成金 Ⓗ  
0円  

 
  

      
円    

合  計（Ⓔ＋Ⓕ＋Ⓖ＋Ⓗ） Ⓘ （      ） 
2,200,000円 

 Ⓙ 
（      ）

  
300,250円 

（注意事項） 
①～③の各欄の「（ ）」には、遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。）により受け入れた寄附金又は贈与者の被相続

人に係る相続の開始があったことを知った日の翌日から十月以内に当該相続により当該贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与

者から贈与（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。）により受け入れた寄附金の額を記載してください。 
 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+5)年 3 月 31 日 

役員及び三親等以内の親族からの寄附金の合計
額が２０万円以上になる場合に記載する。 
 
※合計額が２０万円以下の役員からの寄附につ
いては、Ⓗ欄にまとめて記載する。 

Ⓐ－Ⓔの①欄－Ⓕの①欄
－Ⓗの金額を記載する。 

同一者からの寄附金の合計
額のうち、Ⓒを超える金額
（基準限度超過額）を寄附
者ごとに計算し、その合計
額を記載する。 

Ⓔ、Ⓕ、Ⓖ、Ⓗの
③欄の合計額を
記載する。 

Ⓐと一致する。 

小数点以下は
切り捨てる。 

Ⓖの①欄－③欄を 
記載する。 

対価性のない、明らかに贈与と認められる 
寄付金等の合計額を記載する。 
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「受け入れた寄附金の明細表」第１表付表１（相対値基準・小規模法人用） 記載要領 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「受入寄附金総額Ⓐ」欄  活動計算書の収益の部の受取寄附金及び助成金（対

価性のないものに限ります。）の合計を記載します。 

なお、国の補助金等の金額は、寄附金及び助成金に

は含まれません。 

Ⓐ欄の金額は、Ⓘ欄の金額に等しくなります（Ⓐ＝

Ⓘ）。 

 受取寄附金は、実際に入金した

ときに収益として計上します。  

「休眠預金等交付金関係助

成金Ⓑ及びⒽ」欄 

 指定活用団体や資金分配団体等から、休眠預金等交

付金関係助成金を受け取っている場合は、当該金額を

記載します。 

 

「役員の氏名」欄  「受入寄附金総額Ⓐ」欄のうち、役員からの寄附金

で、その金額が 20 万円以上のものについて各人別に

記載します。 

（注） 小規模法人における役員からの寄附金の記載

に当たっては、他の寄附者のうちに当該役員の

配偶者及び三親等以内の親族並びに当該役員と

特殊の関係のある者があるとき、これらの者は

同一の者とみなして、当該役員の寄附金に含め

て記載する必要はありません。 

なお、各人別の役員からの寄附金の合計額について

は、「役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合

計額Ⓔ」欄に記載します。 

また、すべての寄附者について記載しきれない場合

には、「受け入れた寄附金の明細表 第１表付表１（次

葉）」を利用してください。 

左欄の(注)書き「特殊の関係」

とは、次に掲げる関係をいいま

す。 

① 婚姻の届出をしていないが

事実上婚姻関係と同様の事情

にある関係 

② 使用人である関係及び使用

人以外の者で当該役員から受

ける金銭その他の財産によっ

て生計を維持している関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係

にある者の配偶者及び三親等

以内の親族でこれらの者と生

計を一にしている関係 

「役職」欄  役員の役職（代表理事、常務理事等）を記載します。 

 

 

「特定公益増進法人、認定特

定非営利活動法人Ⓕ」欄 

 特定公益増進法人（法人令 77）、認定特定非営利活

動法人からの寄附金で、同一の法人からの寄附金の合

計額を記載します。 

Ⓕ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとな

ります。 

 

「Ⓕ欄以外の者Ⓖ」欄  上記Ⓕ欄記載の以外の者からの寄附金で、同一の者

からの寄附金の合計額を記載します。 

Ⓖ欄の①～③の各欄には、寄附

者毎に①－②＝③を計算し、それ

ぞれの合計を記載することとな

ります。 
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受け入れた寄附金の明細表        第１表付表１（次葉） 

 
○ 役員からの寄附金の額が 20 万円以上のものの合計額 

役員の氏名 役職 

① 
 

寄附金額 
 
 

② 
 

①欄とⒸ欄のいずれか 
少ない金額 
 

③ 
 

①のうち基準限度超過 
額（①－②） 
 

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

  （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円    

合計（又は小計） （        ） 
円 

（        ） 
円 

（        ） 
円 

（注意事項） 

 役員からの寄附金の合計額（20万円以上）の記載に当たっては、他の寄附者のうちに当該役員の配偶者及び三親等以内の親族並びに

当該役員と特殊の関係のある者があるときは、これらの者は同一の者とみなして、当該役員の寄附金に含めて記載する必要があります

（第１表付表１（相対値基準・原則用）記載要領「役員の氏名欄」参照）。 

小規模法人における役員からの寄附金の合計額（20 万円以上）の記載に当たっては、当該役員の配偶者等からの寄附金があっても、

当該役員の寄附金に含めて記載する必要はありません（第１表付表１（相対値基準・小規模法人用）記載要領「役員の氏名欄」参照））。 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+5)年 3 月 31 日 

第１表付表１（初葉）受け入れた寄附金の明細表 
「２ 受入寄附金総額の内訳」に書ききれなかっ
た場合に記載する。 
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社員から受け入れた会費の明細表   第１表付表２（相対値基準用） 
 

 

 

１ 社員の会費に関する基準 

  社員の会費の額を分子に算入する場合は、実績判定期間において、次のイとロの基準を満たす必要

があります。 

基     準 基準を満たしている旨を証する書類の名称とその内容等 判  定 

イ 
社員の会費の額が合理的な基準に

より定められている 

会員規程〇条 

正会員（個人）5,000円/年  

正会員（団体）30,000円/年 

はい・いいえ 

ロ 
社員（役員等を除く。）の数が 20 人

以上である 

社員名簿 

31人 
はい・いいえ 

 ※ イとロの基準を満たしている場合は、「２ 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算」を

行ってください。 

 

 

 

２ 社員の会費の額の受入寄附金算入限度額の計算 

 

社 員 の 会 費 の 額 の 合 計 額 ・・・・・・・・・・ ① 400,000円 

 

共益的活動の割合（第２表③欄 ） ・・・・・・・・・・ ② 2.00% 

 

① か ら 控 除 す る 金 額 （ ① ×②） ・・・・・・・・・・ ③ 8,000円 

 

差  引  金  額（①－③） ・・・・・・・・・・ ④ 392,000円 

 

 

 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1 日～令和(n+5)年 3 月 31 日 

         ⇓ 
第１表（相対値基準・原則用）㋠欄又は、 
第１表（相対値基準・小規模法人用）㋜欄へ 

第２表③欄と 
一致する。 

実績判定期間内に受け入れた 
会費の額の合計額を記載する。 
※入会金、未収会費は含まない。 

定款又や会則等の規定から 
具体的に記載する。 

イ、ロの基準を満たしていない場合
には、以下については記載不要。 
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「社員から受け入れた会費の明細表」第１表付表２（相対値基準用） 記載要領 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「基準ロ」欄  「役員等」とは、役員並びに

役員の配偶者及び三親等以内

の親族並びに当該役員と特殊

の関係のある者をいいます。 

なお、上記の特殊の関係と

は、次に掲げる関係をいいま

す。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 

 

「基準を満たしている旨を

証する書類の名称とその内

容等」欄 

① イ欄には、例えば、「定款（又は会則）第○条に社

員の会費の額については、一律○円と規定」のよう

に、基準を満たしている旨を証する書類の名称と合

理的な基準により定められている旨を記載します。 

② ロ欄には、例えば、「社員名簿に○名登載」のよう

に記載します。 

 

「社員の会費の額の合計額

①」欄 

活動計算書の収益の部の社員の会費の額を記載しま

す。 

活動計算書の会費収入に期

末の未収会費額を計上してい

る場合には、当該欄に未収会費

額は算入できませんので、未収

計上した会費の額は会費収入

から控除する必要があります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 絶対値基準用）  

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 実績判定期間 令和 n 年 4 月 1日～令和(n+5)年 3 月 31日 

１ 実績判定期間内の各事業年度中の寄附金の額の総額が 3,000円以上である寄附者の数（※）の 

 合計数が年平均 100 人以上であること 

ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

✓ 

【留意事項】 

１ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附者のみを数えてください。 

２ 寄附者の数の算出に当たっては、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としてください。 

３ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者である場合、それらの方を寄附者の数に含めないでください。 

  

 

実績判定 

期間内の 

各事業年度 

 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ  

 自 n年 4月 1日 (n +1 )年 4 月 1 日 (n+2)年 4 月 1 日 (n + 3 )年 4 月 1 日 (n + 4 )年 4 月 1 日 

至 (n+1)年 3 月 31 日 (n+2)年 3 月 31 日 (n+3)年 3 月 31 日 (n+4)年 3 月 31 日 (n+5)年 3 月 31 日 

年 3,000 円以上の

寄附者の数(※)が

100 人以上である 

はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ 

【チェック欄】 

☑ 寄附者の氏名（法人・団体にあっては、その名称）及びその住所が明らかな寄附者のみを数えていますか。 

☑ 寄附者の数の算出に当たって、寄附者本人と生計を一にする方を含めて一人としていますか。 

☑ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者の場合、それらの方を寄附者数から除いていますか。 

 

 
○ 実績判定期間内において、寄附金額が年3,000円以上の寄附者の数（※）が年100人未満の事業年度がある場合は、下欄に

より、年平均100人以上かどうかを判定してください。 

 
年 3,000 円以上

の 寄 附 者 の 数

（※） 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 合計  

98人 115人 103人 95人 118人 Ａ 529人 

実績判定期間の月数 
（注）一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。 

Ｂ 60月 

 

実績判定期間の年 3,000円以上の寄附者数(※） 
Ａ 529人 

× 12 
＝ 105.8人 ≧ 100 人 

実績判定期間の月数 
Ｂ 60月 

 

（注意事項） 

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（認定を受けたことのない法人の場合は２年）内

に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。 

したがって、例えば、３月決算法人が平成 29 年６月に申請書を提出する場合、実績判定期間は平成 24 年４月１日から平成

29 年３月 31 日（認定を受けたことのない法人の場合は平成 27 年４月１日から平成 29年３月 31 日）となります。 

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください

（第２表以下についても同様です。）。 
・ なお、認定審査の過程において、年 3,000 円以上の寄附者の数（※）の算出根拠について確認させていただく場合がありま

すので、寄附者の数の算出根拠を示す書類を法人の主たる事務所に確実に保管するようお願いします。 
※ 休眠預金等交付金関係助成金を受け取っている場合は、3,000 円に当該休眠預金等交付金関係助成金の額を加算した金額以

上の寄附者数となります。

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

100 人以上となってい
ることを確認する。 

上記表がすべて「はい」の場合は、以下については記載不要。 
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「認定基準等チェック表」（第１表 絶対値基準用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「実績判定期間内の各事業年度」欄 

 

 

 

 

 

実績判定期間内の各事業年度を、「ⓐ」から

「ⓔ」の各欄に記載します。 

また、各事業年度において、寄附金額の合計

額が年 3,000 円以上の寄附者の数（※）が 100

人以上である場合は下欄の「はい」、100 人未満

である場合は「いいえ」に○をします。 

なお、寄附金額の合計額が年 3,000 円以上の

寄附者の数（※）が 100 人以上であるかどうか

の判定に当たっては、チェック欄の事項にご注

意ください（確認後は、□に✔を記入してくだ

さい。）。 

実績判定期間内のすべての事業年度におい

て、「はい」に○がされている場合は、その下の

「年 3,000 円以上（※）の寄附者の数」の計算

の表及びその下の計算式の記入は必要ありませ

ん。 

寄附者の数の算出に当た

っては、次の点に注意してく

ださい。 

イ 寄附者の氏名（法人・団

体にあっては、その名称）及

びその住所が明らかな寄附

者のみを数えます。 

ロ 寄附者本人と生計を一

にする方を含めて一人とし

ます。 

ハ 貴法人の役員及びその

役員と生計を一にする方は

寄附者の数に含めません。 

 

「年 3,000 円以上の寄附者の数」欄 実績判定期間内の各事業年度における、寄附

金額の合計額が 3,000 円以上の寄附者の数（※）

を、「ⓐ」から「ⓔ」の各欄に記載し、合計を「Ａ」

欄に記載します。 

 

「実績判定期間の月数」欄 実績判定期間の月数の総数を「Ｂ」欄に記載

します。 

月数は暦に従って計算し、

一月未満の端数がある場合

は一月に切り上げます。 

 

※ 休眠預金等交付金関係助成金を受け取っている場合は、3,000 円に当該休眠預金等交付金関係助成金の額を加算した金額 

 以上の寄附者数となります。 
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認定基準等チェック表 （第１表 条例個別指定法人用） 

 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

１ 都道府県又は市区町村の条例により、個人住民税の寄附金税額控除の対象となる法人と 

 して個別に指定を受けていること 

 

【留意事項】 

１ 条例を制定した都道府県又は市区町村の区域内に事務所を有する場合に限ります。 

２ 申請日の前日において、条例で定められており、かつ、その条例の効力が生じている必要があります。 

✓ 

 

 

 

 

 

 

条例を制定した都道府県又は市区町村 ××県 

条 例 指 定 年 月 日   令和〇年〇月〇〇日 

   

 条例を制定した都道府

県又は市区町村の区域内

に事務所がある 

はい・いいえ 

事務所所在地 

××県△△市◎◎１－１－１ 

  ※ 法人の所轄庁以外の都道府県又は市区町村の条例により、個人住民税の寄附金税額控除の対象となる法人とし 

て個別に指定を受けた旨の条例の写し（公報の写し）を添付してください。 

 
 
【記載要領】 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「条例を制定した都道府県又

は市区町村」欄 

条例を制定した都道府県又は市区町村の名称を記

載します。 

 

「条例指定年月日」欄 条例指定を受けた年月日を記載します。 申請書を提出する日の前日

において、条例で定められてお

り、かつ、その条例の効力が生

じている必要があります。 

「条例を制定した都道府県又

は市区町村の区域内に事務所

がある」欄 

該当する方に○をします。 「いいえ」の場合は、他のパ

ブリック・サポート・テスト基

準（相対値基準又は絶対値基

準）を満たす必要があります。 

「事務所所在地」欄 条例を制定した都道府県又は市区町村の区域内に

ある事務所の所在地を記載します。 

 

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

登記事項証明書に記載された 
主たる事務所又は従たる事務所の 
所在地と一致しているか確認する。 
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認定基準等チェック表 （第２表） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁ ｪ ｯ ｸ欄 

２  実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が 50%未満であること ✓ 

 イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。） 

 ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動（会員等に対する資

産の譲渡等を除く。） 

  （注意事項） 特定の地域とは、一の市区町村の区域の一部で地縁に基づく地域をいいます。 

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

 
 実 績 判 定 期 間 

 
すべての事業活動に係る金額等 ………………………… ① 

(指標 事業費の額       ) 

15,000,000円 

 

 

 ①のうちイ～ニの活動に係る金額等 …………………… ② 300,000円  

 

 イ 会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行わ

れるもの等を除く。）に係る金額等 

ⓐ 0円  

 

 

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が

会員等である活動に係る金額等 

ⓑ 300,000円  

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ⓒ 0円 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ⓓ 0円 

ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を

求める活動に係る金額等 

ⓔ 0円 

合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ） ⓕ 300,000円 ➯②へ 

 

 基準となる割合 （②÷①） ……………………………… ③ 2.00%  

 

 

 

 

 

 

 

 

実績判定期間５事業
年度分の活動計算書
「事業費」額の合計額
を記載する。 

小数点以下第３位を
切り捨てる。 

会員に限定したセミ
ナー・講習会・会議等
に係る事業費の合計
額を記載する。 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 



257 

 

「認定基準等チェック表」（第２表）記載要領 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「すべての事業活動に係
る金額等①」欄 
 
 
 

 活動計算書の事業費の合計金額（その他の
事業がある場合は、特定非営利活動に係る事
業費計とその他の事業の事業費計の合計金
額）を記載します。 
 また、算出方法を具体的に示す資料を添付
してください。 

 実績判定期間において使用する「指標」は、
例えば、その実績判定期間に行った事業活動
に係る事業費の額、従事者の作業時間数など
合理的なものを使用します。 

「①のうち上記イ～ニの
活動に係る金額等②」欄 

「合計ⓕ」欄の金額等を転記します。  

「ⓐ～ⓔ」各欄共通事項 
 
 

「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等は、①
で用いた「指標」と同様の「指標」により算
出します。 

 「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等につい
ては、重複する部分がある場合には一方から
控除して記載します。 

「会員等に対する資産の
譲渡等の活動（対価を得な
いで行われるもの等を除
く。）に係る金額等ⓐ」欄 

会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に係る活動（対価を得ない
で行われるもの等を除きます。）に係る金額
等を記載します。 

この表において「会員等」とは、次の者を
いいます。 
① 会員 
② 当該申請に係る法人から継続的に若し
くは反復して資産の譲渡等を受ける者又
は相互の交流、連絡若しくは意見交換に参
加する者として当該法人の帳簿又は書類
その他に氏名（法人にあっては、その名称）
が記載された者であって、継続的に若しく
は反復して資産の譲渡等を受ける者又は
相互の交流、連絡若しくは意見交換に参加
する者 

③ 役員 
 なお、①及び②においては、当該法人の運
営又は業務の執行に関係しない者で、当該法
人が行う不特定多数の者を対象とする資産
の譲渡等の相手方であって、当該資産の譲渡
等以外の当該法人の活動に関係しない者は
除きます。 
また、「対価を得ないで行われるもの等」

には、次の対価を得て行うものを含みます。 
① 資産の譲渡等に係る通常の対価の 10％

相当額以下のもの及び交通費、消耗品費等
の実費相当額 

② 役務の提供の対価で最低賃金法による
最低賃金相当金額以下のもの及び付随費
用の実費相当額 

「会員等相互の交流、連絡
又は意見交換その他その
対象が会員等である活動
に係る金額等ⓑ」欄 

会員等相互の交流、連絡、意見交換など、
その対象が会員等である活動（以下の①及び
②に該当するものを除きます。）に係る金額
等を記載します。 
① 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸
付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」
といいます。）に係る活動 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

「便益が及ぶ者が特定の
範囲の者である活動に係
る金額等ⓒ」欄 
 
 

会員等、特定の団体の構成員、特定の職域
に属する者、特定の地域に居住し、又は事務
所その他これに準ずるものを有する者その
他その便益が及ぶ者が特定の範囲の者であ
る活動（以下の①及び②に該当するものを除
きます。）に係る金額等を記載します。  
① 会員等に対する資産の譲渡等の活動に               
係るもの 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

この表において「特定の地域」とは、一の
市区町村の一部で地縁に基づく地域をいい
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「特定の著作物又は特定
の者に関する活動に係る
金額等ⓓ」欄 

特定の著作物又は特定の者に関する普及
啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他
の活動に係る金額等を記載します。 

 

「特定の者に対し、その者
の意に反した作為又は不
作為を求める活動に係る
金額等ⓔ」欄 

特定の者に対し、その者の意に反した作為
又は不作為を求める活動に係る金額等を記
載します。 
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認定基準等チェック表（第２表 条例個別指定法人用） 
法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁ ｪ ｯ ｸ 欄 

２  実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が 50%未満であること ✓ 

 イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。） 

 ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者であ

る活動（地縁に基づく地域に居住する者等に対する活動及び会員等に対する資産の譲渡等を除く。） 

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動 

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 

実 績 判 定 期 間 
 
 

 
すべての事業活動に係る金額等 ………………………… ① 

(指標 事業費の額       ) 

15,000,000円 

 

 

 ①のうちイ～ニの活動に係る金額等 …………………… ② 300,000円  

 

 イ 会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行わ

れるもの等を除く。）に係る金額等 

ⓐ 0円  

 

 

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が

会員等である活動に係る金額等 

ⓑ 300,000円  

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ⓒ 0円 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ⓓ 0円 

ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を

求める活動に係る金額等 

ⓔ 0円 

合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ） ⓕ 300,000円 ➯②へ 

 

 基準となる割合 （②÷①） ……………………………… ③ 2.00%  

 

 

 

 

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

実績判定期間５事業
年度分の活動計算書
「事業費」額の合計額
を記載する。 

会員に限定したセミ
ナー・講習会・会議等
に係る事業費の合計
額を記載する。 

小数点以下第３位を
切り捨てる。 

条例個別指定法人の場合、地縁に
基づく地域に居住する者等に対す
る活動は除外される。 
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「認定基準等チェック表」（第２表 条例個別指定法人用）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 
「すべての事業活動に係
る金額等①」欄 
 
 
 

 活動計算書の事業費の合計金額（その他の
事業がある場合は、特定非営利活動に係る事
業費計とその他の事業の事業費計の合計金
額）を記載します。算出方法を具体的に示す
資料を添付してください。 

 実績判定期間において使用する「指標」は、例
えば、その実績判定期間に行った事業活動に係る
事業費の額、従事者の作業時間数など合理的なも
のを使用します。 

「①のうち上記イ～ニの
活動に係る金額等②」欄 

「合計ⓕ」欄の金額等を転記します。  

「ⓐ～ⓔ」各欄共通事項 
 
 

「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等は、①
で用いた「指標」と同様の「指標」により算
出します。 

 「ⓐ～ⓔ」の各欄に記載する金額等については、
重複する部分がある場合には一方から控除して記
載します。 

「会員等に対する資産の
譲渡等の活動（対価を得な
いで行われるもの等を除
く。）に係る金額等ⓐ」欄 

会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に係る活動（対価を得ない
で行われるもの等を除きます。）に係る金額
等を記載します。 

この表において「会員等」とは、次の者をいい
ます。 
① 会員 
② 当該申請に係る法人から継続的に若しくは反 
 復して資産の譲渡等を受ける者又は相互の交 
 流、連絡若しくは意見交換に参加する者として 
 当該法人の帳簿又は書類その他に氏名（法人・ 
 団体にあっては、その名称）が記載された者で 
 あって、継続的に若しくは反復して資産の譲渡 
 等を受ける者又は相互の交流、連絡若しくは意 
 見交換に参加する者 
③ 役員 
 なお、①及び②においては、当該法人の運営 
又は業務の執行に関係しない者で、当該法人が 
行う不特定多数の者を対象とする資産の譲渡等 
の相手方であって、当該資産の譲渡等以外の当 
該法人の活動に関係しない者は除きます。 
 また、「対価を得ないで行われるもの等」には、 
次の対価を得て行うものを含みます。 

① 資産の譲渡等に係る通常の対価の 10％相当額 
 以下のもの及び交通費、消耗品費等の実費相当 
 額 
② 役務の提供の対価で最低賃金法による最低賃
金相当金額以下のもの及び付随費用の実費相当
額 

「会員等相互の交流、連絡
又は意見交換その他その
対象が会員等である活動
に係る金額等ⓑ」欄 

会員等相互の交流、連絡、意見交換など、
その対象が会員等である活動（以下の①及び
②に該当するものを除きます。）に係る金額
等を記載します。 
① 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸
付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」
といいます。）に係る活動 

② 特定非営利活動促進法別表第 19 号に掲
げる活動又は同表第 20 号の規定により同
表 19 号に掲げる活動に準ずる活動として
都道府県又は指定都市の条例で定める活
動を主たる目的とする法人が行う、その会
員等の活動（公益社団法人若しくは公益財
団法人又は認定特定非営利活動法人であ
る会員等が参加しているものに限りま
す。）に対する助成 

「便益が及ぶ者が特定の
範囲の者である活動に係
る金額等ⓒ」欄 
 
 

会員等、特定の団体の構成員、特定の職域
に属する者その他その便益が及ぶ者が特定
の範囲の者である活動（以下の①、②及び③
に該当するものを除きます。）に係る金額等
を記載します。  
① 便益の及ぶ者が地縁に基づく地域に居
住する者等である活動に係るもの 

② 会員等に対する資産の譲渡等の活動に               
係るもの 

③ 特定非営利活動を行う団体の運営又は
活動に関する連絡、助言又は援助の活動を
主たる目的とする法人が行う、当該法人の
会員等の活動（特定公益増進法人又は認定
特定非営利活動法人である会員等が参加
しているものに限ります。）に対する助成 

 

「特定の著作物又は特定
の者に関する活動に係る
金額等ⓓ」欄 

特定の著作物又は特定の者に関する普及
啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他
の活動に係る金額等を記載します。 

 

「特定の者に対し、その者
の意に反した作為又は不
作為を求める活動に係る
金額等ⓔ」欄 

特定の者に対し、その者の意に反した作為
又は不作為を求める活動に係る金額等を記
載します。 
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認定基準等チェック表 （第３表）        （初葉） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

３ 運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること 

 イ  役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ３分の１以下であること 
✓ 

   ⑴  役員及びその親族等 

   ⑵  特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等 

 ロ  各社員の表決権が平等であること 

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記 

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること 

ニ  支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと 

 イ 

   項  目 

 

 

 

 

区  分 

役員数 

最も人数が多

い「親族等」

のグループの

人数 

割 合 

 

（②÷①） 

最も人数が多い「特定の

法人の役員又は使用人で

ある者及びこれらの者の

親族等」のグループの人

数 

割 合 

 

（④÷①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ 

ⓐ 年 月 日～ 年 月 日 人 人 ％ 人 ％ 

ⓑ 年 月 日～ 年 月 日 
人 

人 
％ 人 ％ 

ⓒ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓓ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓔ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

申 請 時 
9人 2人 22.2％ 2人 22.2％ 

  ㊟ 各欄の人数等は、第３表付表１「役員の状況」から転記してください。 

 

  ロ 

各社員の表決権が平等である ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

 上記を証する書類の名称とその内容等 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ   

  

（注意事項） 

・認定基準等チェック表（第 3 表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記

載及び添付する必要があります。その場合、上記ロの記載の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項

について、省略することができます。 

 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請時欄に 
忘れずに〇を
つける。 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。 

第３表付表１｢役員の状況｣

の人数と一致する。 

申請時欄も忘れずに記入する。 
「親族等」や「特定の法人の役員又は使用人である者

並びにこれらの者の親族等」のグループの人数の割合

が役員の３分の１以下でなければならない。 

申請時以外の欄は 
記載不要。 

申請時以外の欄は 
記載不要。 
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第３表（次葉） 
ハ 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

会計について公認会計士又は監査法人の

監査を受けている 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書

類の保存を青色申告法人に準じて行って

いる 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

㊟ 該当する項目を○で囲み、監査証明書又は第３表付表２「帳簿組織の状況」を添付してください。 

 二 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  
（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

 
 

「認定基準等チェック表」（第３表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イの各欄 

 

区分欄の「ⓐ」から「ⓔ」欄には、実績判定期間

の各事業年度（又は各年）を記載します。 

第３表付表１「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。 

 

ロの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

 「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、

例えば、「定款（又は会則）第○条に正社員の表決権

（又は議決権）は平等に一票を与えると規定」のよ

うに記載します。 

 

ハの各欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

① 「会計について公認会計士又は

監査法人の監査を受けている」の

「はい」に「○」した場合には監

査証明書を添付してください。 

② 「帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存を青色申告

法人に準じて行っている」の「は

い」に「○」した場合には、第３

表付表２「帳簿組織の状況」を記

載し添付してください。 

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

 

 

「はい」の場合、第 3 表付表 2
「帳簿組織の状況」により、
帳簿書類を明確にする。 

「はい」の場合、
監査証明書を添
付する。 

外部監査を意味する。
法人監事による内部監
査ではない。 

申請時欄に 
忘れずに〇を
つける。 
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役 員 の 状 況           第３表付表１ 

法人名  ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

役  員  数 人 人 人 人 人 9人 

 ⑴ 最も人数が多い「親族等」のグルー 

 プの人数 
人 人 人 人 人 2人 

⑵ 最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数 

人 人 人 
人 

人 2人 

 

役 員 の 内 訳 

氏  名 住  所 職名 続柄等 

就 任 等 の 状 況 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時 
就任・退任 

年月日 

埼玉 一郎 埼玉県越谷市１-

２-３ 

理事長  
   

  
〇 

就任 

2014.4.28 

川越 太郎 埼玉県川越市１

－２－３ 

理事 特 定 非 営

利 活 動 法

人「〇〇」

理事 

   

  

〇 

就任 

2014.4.28 

春日部 次郎 埼玉県春日部市

１－２－３ 

理事  
   

  
〇 

就任 

2014.4.28 

埼玉 愛子 埼玉県越谷市１

－２－３ 

理事 理事長

の妻 
   

  
〇 

就任 

2014.4.28 

草加 四郎 埼玉県草加市１

－２－３ 

理事 特 定 非 営

利 活 動 法

人「〇〇」

理事 

 

 

 

  

〇 

就任 

2014.4.28 

浦和 花子 さいたま県さい

たま市浦和区１

－２－３ 

理事  

   

  

 

就任 

2014.4.28 

退任 

20XX.6.30 

鷲宮 五郎 埼玉県鷲宮町１

－２－３ 

理事  
   

  
〇 

就任 

2024.7.1 

坂戸 時子 埼玉県坂戸市１

－２－３ 

理事  
   

  
〇 

就任 

2024.7.1 

羽生 六郎 埼玉県羽生市１

－２－３ 

監事  
   

  
〇 

就任 

2014.4.28 

本庄 友子 埼玉県本庄市１

－２－３ 

監事  
   

  
〇 

就任 

2014.4.28 

 初めて就任した

年月日及び退任

した年月日を記

載する。 

親族等の続柄、特定の法人に

おける役職等を記載する。 

当該事業年度に役員として在籍

したすべての者を記載する。 

（事業年度途中退任者も含む） 

申請時欄には
忘れずに〇を
つける。 

申請時以外の欄は 
記載不要。 

申請時以外の欄は 
記載不要。 

申請年度の途中

で退任した場合

には「○」を記

載しない。 

実績判定期間内に 
在籍していた役員に 
ついて記載する。 

役員の内訳の「続柄等」を 

(1)(2)に振り分ける。 
※最も人数が多いグループで
判定し、複数のグループがある
場合でも合算しない。 
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（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 

 

「役員の状況」 第３表付表１ 記載要領 

 

１ 「役員の内訳」欄は「親族等」又は「特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等」のグル

ープごとに記載します。 

 

２ 「就任等の状況」の「ⓐ」から「ⓔ」及び「申請時」の各欄は役員であった時期に「○」を付します。 

  なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」については、認定基準等チェック表（第３表）のイに記載する各期間（「ⓐ」か

ら「ⓔ」）を示したものです。 

 

３ この表において、「親族等」とは特定非営利活動法人の役員である次の者が該当します。 

 ① 役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

 ③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

 ④ ②又は③に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ この表において、「特定の法人の役員又は使用人である者並びにこれらの者の親族等」とは特定非営利活動法

人の役員である次の者が該当します。 

 ① 特定の法人の役員又は使用人 

 ② ①に掲げる者と役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ③ ①に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

④ ①に掲げる者の使用人及び使用人以外の者で当該①に掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計

を維持している者 

 ⑤ ③又は④に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

５ 上記の「特定の法人」には、特定の法人との間に発行済株式の総数又は出資の総額（以下「発行済株式の総数

等」といいます。）の 50%以上の株式の数又は出資の金額（以下「株式の数等」といいます。）を直接又は間接

に保有する関係にある法人を含みます。 

  なお、50%以上の株式の数等を直接又は間接に保有する関係とは以下のとおりです。 

  ○ 直接に保有する関係 

一の法人が他方の法人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人と他方の

法人との関係（以下「直接支配関係」といいます。） 

○ 間接に保有する関係 

一の法人及び一の法人と直接支配関係にある法人又は一の法人と直接支配関係にある法人が、他方の法

人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人、一の法人と直接支配関係にあ

る法人及び他方の法人との関係 
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   帳 簿 組 織 の 状 況        第３表付表２ 

法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間 

 

総勘定元帳 

会計ソフト（〇〇）使用 

ドッチファイル 

 

随時 

 

7年 

 

現金出納帳 

会計ソフト（〇〇）使用 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

仕訳帳 

 

ドッチファイル 

 

随時 

 

7年 

 

収入・支出・振替伝票 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

領収書（控え） 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

寄附者名簿 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7年 

 

給与・賃金台帳 

給与計算ソフト（△△） 

使用 

フラットファイル 

 

毎月 

 

7年 

    

    

    

（記載要領） 

・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「現金出納帳」、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。 

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「３枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。 
・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。 

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した

内容に変更がない場合は、添付を省略することができます。 

会計ソフト等を使用し

ている場合はソフト名

を記載する。 

《参考》認定ＮＰＯ法人ガイドブック埼玉県版 Ｑ＆Ａ抜粋 
（問 29）経理に関する基準に「帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存について青色申告法
人に準じて行われている」こととありますが、どのような帳簿書類の備付けなどが必要ですか。 
（答）青色申告法人の帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存について、その具体 
  的な内容は以下のとおりです。 
 ① 資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引を複式簿記の原則に従って、整然と、 
   かつ、明りょうに記録し、その記録に基づいて決算を行うこと。 
 ② 仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿を備え、取引に関する一定事項を記載すること。 
 ③ 仕訳帳には、取引の発生順に、取引の年月日、内容、勘定科目及び金額を記載し、総勘 
   定元帳には、その勘定ごとに記載の年月日、相手方勘定科目及び金額を記載すること。 
 ④ たな卸表を作成すること。 
 ⑤ 一定の科目をもって貸借対照表及び損益計算書を作成すること。  
 ⑥ 帳簿書類を７年間整理保存すること。 
（注）NPO 法上の活動計算書を作成していれば、⑤の損益計算書を作成していることとして   
  取り扱っても差し支えありません。 

直前の役員報酬規程から 
変更がなければ省略可能。 
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認定基準等チェック表 （第４表）        （初葉） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

４ 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること 
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと ✓ 

ロ 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配

する法人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の

選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目

的とした事業を行う者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対

し寄附を行わないこと 
 ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が

80％以上であること 

 ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の 70％以上を特定非営利活動の事業費に充てていること 

 
イ 

 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  

宗教の教義を広め、儀式を行い、

及び信者を教化育成する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

政治上の主義を推進し、支持し、

又はこれに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

特定の公職の候補者若しくは公

職にある者又は政党を推薦し、支

持し、又はこれらに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 
ロ 
 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  
 

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対

する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対する

報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役員等

に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該

資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と認め

られる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と

当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業

の運営に関して特別の利益の供与の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特

定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  

（注意事項） 

・「認定基準等チェック表（第 4 表）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第 4 表（次葉）」（ハ及びニ）の記載及び添付の必要はあり

ません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請時欄には
忘れずに〇を
つける。 

イ・ロ欄は申請時以外の 
欄は記載不要。 
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（第４表 次葉） 
 
 
ハ 
 

 

項        目 実績判定期間  ㊟ 「ハ」について、事業費以外の

指標により計算を行う場合には、

使用した指標及び単位を記載して

ください。 

 

事 業 費 の 総 額 ① 15,000,000円  

特定非営利活動に係る事業費の額 ② 15,000,000円  

特定非営利活動の割合 （②÷①） ③ 100％ 
  使用した指標 単位  

 
 
 活動計算書 円 

  
 
 
ニ 

・ 算出方法を具体的に示す資料を

添付してください。 
 

 項                目 実績判定期間    

受   入   寄   附   金   総   額 ① 7,509,500円 
  

受入寄附金総額のうち特定非営 
利活動に係る事業費に充てた額 ② 7,509,500円 

 

受入寄附金の充当割合 （②÷①） ③ 100％ 
  

 
※ハ、二について、実績判定期間中に「特定資産」等の勘定科目を設定した場合、以下に勘定科目及び金額を 

記載して下さい。 

 

勘 定 科 目 金 額 

 円 

 

 

 

（注意事項） 

・ 「認定基準等チェック表（第４表 次葉）」（ハ及びニ）は、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出

書類）の提出時には記載及び添付の必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表「すべての事業活動

に係る金額等」と一致する。 

その他の事業に係る金額は

含まれない。 

寄附者名簿及び第１表付表

１Ⓐ欄に記載の寄附金総額

と一致する。 

受入寄附金総額のうち、 

特定非営利活動に係る事業

費に充てた額を記載する。 

実績判定期間中の事業費に算入

した特定資産がある場合、 

貸借対照表上の科目名及び金額

を記入する。 

80％以上で基準を満たす。 

70％以上で基準を満たす。 
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「認定基準等チェック表」（第４表）記載要領 

 

（注意事項） 
・ハについて、一定の条件の下、将来の特定非営利活動に充てるために当期に「特定資産」等として貸借対照表に 
計上した金額は、当期の「事業費の総額①」欄、「特定非営利活動に係る事業費の額②」欄にそれぞれ算入できま 
す。 
・ニについて、一定の条件の下、将来の特定非営利活動に充てるために当期に「特定資産」等として貸借対照表に 
計上した金額は、当期の「受入寄附金総額①」欄に加え、「受入寄附金総額のうち特定非営利活動に係る事業費に

充てた額②」欄にも算入できます。 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イ及びロの各欄共通 
 

該当する一方を「○」で囲みます。 
「役員等」とは、役員、社員、職員若しくは寄附

者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以

内の親族又はこれらの者と特殊の関係のある者を

いいます。 

「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該

役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者

の配偶者若しくは三親等以内の親族から受ける

金銭その他の財産によって生計を維持している

関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者

及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

第４表付表１及び２を記載し

添付してください。 

なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」

については、認定基準等チェッ

ク表（第３表）のイに記載する

各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示

したものです。 

ハ 

共通事項 「事業費」以外の指標により計算を行う場合に

は、使用した指標及び単位を㊟欄に記載し、具体的

な算出方法を示す資料を添付してください。 

  

「事業費の総額①」欄 実績判定期間における活動計算書の事業費の合

計金額（その他の事業がある場合は、特定非営利活

動に係る事業費計とその他の事業の事業費計の合

計金額）を記載します。 
 

 損益計算書を作成している場

合には、損益計算書により事業

に係る支出金額を算出して記載

しても差し支えありません。そ

の場合には、損益計算書及び金

額の算定方法を示す資料を添付

してください。 
「特定非営利活動に係る

事業費の額②」欄 
活動計算書における特定非営利活動に係る事業

費の合計額を記載します。 
 

特定非営利活動に係る部分と

それ以外に共通する事業費は、

それぞれに合理的に配賦しま

す。 

ニ 

「受入寄附金総額①」欄 第１表付表「受け入れた寄附金の明細表」の「Ⓐ」

欄の金額を転記します。 
 

「受入寄附金総額のうち

特定非営利活動に係る事

業費に充てた額②」欄 

「受入寄附金総額①」欄のうち、特定非営利活動

に係る事業費に充てた額を記載します。 
 

 

「受入寄附金の充当割合

③」欄 
割合が 100％を超える場合は、100％と記載しま

す。 
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役員等に対する報酬等の状況          第４表付表１ 
法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係にある者 （注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給等（実績判定

期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに行った取引等）につい

て以下の項目を記載してください。 

（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは

三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）                                                                                                                                           

氏    名 職 名  法人との関係 
（注２） 

報酬・給与
の 

区 分 
支 給 期 間 等 支 給 金 額 

埼玉 一郎 理事  報酬 n 年 4 月 1 日～ 
(n+5)年 7月 19日 

2,000,000円 

浦和 咲子 社員 浦和理事の子 報酬 n 年 4 月 1 日～ 
(n+5)年 7月 19日 

1,500,000円 

浦和 咲子 社員 浦和理事の子 給与 n 年 4 月 1 日～ 
(n+5)年 7月 19日 

1,200,000円 

職員 A 職員 寄附者 給与 n 年 4 月 1 日～ 
(n+5)年 7月 19日 

1,200,000円 

職員 10名 職員 社員 給与 n 年 4 月 1 日～ 
(n+5)年 7月 19日 

12,000,000円 

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 
 
 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 
集 計 期 間 n年 4月 1 日～ (n+5)年 7月 19日 
 
給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額 

２４ 人 4,680,000円 

  
（注意事項） 

・「役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の

提出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 

イとロの支給金額の合計額は活動計算書の給与額と一致する。  
（交通費・法定福利費・福利厚生費は除く） 

ロ：実績判定期間内に給与又は賃金を支給した職員の総数と総額を記載する。 
※イに記載した職員の総数・給与金額は含まない。 
・職員に含まれるもの：パート、アルバイト、契約職員、役員の使用人部分。 
・職員の総数は延べ人数を記載する。（当該事業年度において１人の従業員が 
 継続して勤務して給与の支給を受けた場合は１名） 

寄附者である職員、社員である職員が複数人いる場合
は、まとめて記載可能。 

イの支給期間等・ロの集計期間は 
実績判定期間の開始日から 
申請日までを記載する。 

報酬・給与の両方を払っている場合、 
２行に分けて記載する。 

役員の場合、理事又は監事と 
記入する。 
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役員等に対する資産の譲渡等の状況等   第４表付表２（初葉） 
法  人  名 特定非営利活動法人ともたま会 

１ 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこ

れらの者と特殊の関係 （注）にある者（以下「役員等」という）又は役員等が支配する法人に対する

資産の譲渡等（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日ま

でに行った取引等）について以下の項目を記載してください。 

（注）「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維持し

ている関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている

関係 

 

⑴ 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

 
取 引 先 の 氏 名 等 

法人との

関 係 
譲 渡 資 産 の 内 容 

譲 渡 

年 月 日 
譲 渡 価 格 その他の取引条件等 

 

川越 太郎 理事 
中古軽自動車買

取 

令和 n年 

7月 15日 
50,000円 現状渡し 

小川 良子 社員 
中古パソコン売

払い 

令和(n+4)年 

3月 15日 
5,000円 残存価格 5,000円 

    円  
 
⑵ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

 
取 引 先 の 氏 名 等 

法人との

関 係 
貸 付 資 産 の 内 容 

貸 付 

年 月 日 
対 価 の 額 その他の取引条件等 

 

春日部 次郎 理事 借入金 
令和 n年 

7月 1日～ 
200,000円 

返済予定日 

令和(n+7)年 9月 

鈴木 七郎 理事 
自動車のリース

契約 

令和(n+2)年 

11月 1日～ 
200,000円  

渡辺 幸子 社員 
事務所の賃貸借

契約 

令和 n年 

4月 1日 

～ 

令和(n+3)年 

3月 31日 

108,000円  

    円  
  

（注意事項） 

・「役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）

の提出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

・NPO 法人が譲渡、貸付け、役務の提供を受ける場合を含みます。 

記載例の他、土地、建物、書籍等の譲渡が該当する。 

以下は、実績判定期間の開始日から申請日までの期間について記載する。 

理事、社員等を記載する。 
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第４表付表２（次葉） 

（注意事項） 

・「役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4 表付表 2）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時には記載及び添付の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につい

て、省略することができます。 

⑶ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

 
取引先の氏名等 

法人との

関 係 
役務の提供の内容 役務の提供年月日 対価の額 

その他の取引条

件 等 

 

埼玉 愛子 役員 
〇〇事業  

講師謝金 

令和 n年 

9月 5日 
3,000円 

講師謝礼支払

規定による 

田中 八郎 社員 
△△事業  

委託契約料 

令和(n+3)年 

4月 1日 

～ 

  令和(n+5)年 

3月 31日 

2,000,000円 
業務委託契約

書による 

浦和 咲子 社員 
ホームページ 

年間維持手数料 

令和 n年 

4月 1日 

～ 

  令和(n+5)年 

3月 31日 

50,000円  

    円  

 

２ 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項 

（該当する事項がある場合にその内容を具体的に記載してください。） 

なし 

 
３ 支出した寄附金（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日

までに支出した寄附金） 

 支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 金 額 支 出 年 月 日 寄 附 の 目 的 等  

特定非営利活動法

人◎◎ 

埼玉県○○市○○町 

○－○○－○ 
50,000円 令和 n年 9月 15日 震災復興支援 

ＮＧＯ国際協力 

□□□ 

埼玉県○○市○○町 

○－○○－○ 
50,000円 令和(n+3)年 2月 5日 飢餓撲滅支援 

     

 

該当がない場合には、 

「なし」と記載する。 

実績判定期間内に支出した寄附金（義援金、助成金含む）について記載する。 
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認定基準等チェック表 （第５表） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

５ 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること 
✓ 

 イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等（個人の住所又は居

所に係る記載の部分を除いたもの） 

 ロ 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

 二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類 

ヘ 助成の実績を記載した書類 

 

 
 
 

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除き

これをその事務所において閲覧させることに同意する。 

同  意  
 する しない 

イ 

① 事業報告書等（事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10

人以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面） 
② 役員名簿 
③ 定款等（定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し） 
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの 

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 

次の事項を記載した書類 
① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位５者との取引 
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引 
④ 寄附者（役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日 
⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況 

a  役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（b に係る部分を除く。） 
b  給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項 

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日  
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

ヘ 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し 

 

（注意事項） 

・認定基準等チェック表第５表は、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に記載及び添付する必

要があります。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

実績判定期間において役員報酬規程等
提出書を所轄庁に提出している場合、 
第５表は認定更新時には省略可能。 



272 
 

 

「認定基準等チェック表」（第５表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「同意」欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

 

閲覧に関する細則（社内規

則）等がある場合には、その細

則（社内規則）等を添付してく

ださい。 

「ホ」欄  ③、④の「特殊の関係」とは、

次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 
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認定基準等チェック表 （第６表） 
６ 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及

び役員名簿並びに定款等を同法第 29 条の規定により所轄庁に提出していること 

ﾁｪｯｸ欄 

✓ 

特定非営利活動促進法第 28 条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への 

提出の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  
 

認定基準等チェック表 （第７表） 

７ 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により

何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと 

ﾁｪｯｸ欄 

✓ 

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実 

その他公益に反する事実の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  ㊟ 認定基準等チェック表（第７表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時に記載及び添付する必要があります。 

 
 

認定基準等チェック表 （第８表） 
８ 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期 

間が経過していること 
ﾁｪｯｸ欄 

✓ 

  

事業年度   設立年月日  

  

 

（注意事項） 

・法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に当たっては、認定基準等チェック表（第６表

及び第８表）は、記載する必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表（第６表及び第８表）の記載の必要はありませ

ん。また、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項について、省略することができ

ます。 

認定基準等チェック表 （第６、７、８表） 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請時欄にも
忘れずに〇を
つける。 

第８表は認定更新時には記載不要。 

第６表は認定更新時には記載不要。 
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「認定基準等チェック表」（第６表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 

 

「認定基準等チェック表」（第７表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 
 

「認定基準等チェック表」（第８表）記載要領 

 
項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する年月日を記載します。  
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欠格事由チェック表 

法人名 特定非営利活動法人ともたま会 ﾁｪｯｸ欄 

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該
当する法人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。 
１ 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合 

✓ 

イ  認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を
取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前１年内に当該認定特定非営
利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日
から５年を経過しないもの 

 ロ  禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５年
を経過しない者 

ハ  特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204 条
等 （注１）若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に
違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなっ
た日から５年を経過しない者 

二  暴力団の構成員等 （注２） 

２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 
３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 
４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３年を経過しな

い法人（認定、特例認定及び認定の有効期間の更新の申請時には、所轄税務署長等から交付を受けた納税
証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の
添付が必要となります （注３））。 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 
６ 次のいずれかに該当する法人 

イ 暴力団 
ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 

 
 １ 役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無  
  イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が

特例認定を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前

１年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務

を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなっ

た日から５年を経過しない者の有無 
有 ・ 無 

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、

若しくは刑法 204 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若

しくは地方税に関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わ

った日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

二 暴力団の構成員等の有無 有 ・ 無 
  
 ２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 はい・ いいえ  
 

３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 はい・いいえ 
 

４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３

年を経過しない法人 
はい・いいえ 

添付

書類 

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記４に係る所轄税務署長等か

ら交付を受けた納税証明書｢その４｣並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を

受けた滞納処分に係る納税証明書を添付すること（役員報酬規程等提出書には添付不要） 
はい・いいえ 

 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 はい・いいえ 
 

６ 次のいずれかに該当する法人 
 イ 暴力団 はい・いいえ 

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい・いいえ 
 

各表のチェックを忘れずに！ 
※「✓」又は「〇」 

申請日から遡って３年間、国税・県税・
市税において滞納処分を受けたことがな
い旨の証明書を必ず添付する。 
 
※「住民税均等割の免除決定」等を 
 受けている場合も当該証明書を添付。 
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（注意事項） 

１ 「刑法 204 条等」とは、刑法第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の２、第 222 条若しくは第 247 条をいい

ます。 

２ 「暴力団の構成員等」とは、法第 12 条第 1 項第 3 号ロに規定する暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構

成員を含みます。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいいます。 

３ 添付が必要となる納税証明書は、国税及び地方税の納付の有無にかかわらず、主たる事務所が所在する所轄税務

署長、都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書となります。また、従たる事務所

において国税又は地方税を納付している場合には、当該従たる事務所が所在する所轄税務署長、都道府県知事又は

市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の添付も必要となります。 
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寄附金を充当する予定の事業内容等 

 
法 人 名 特定非営利活動法人ともたま会 

 

 
 

事 業 名 具 体 的 な 事 業 内 容 
実施予定

年 月 

実施予

定場所 

従事者の

予定人数 

受益対象者の

範囲及び予定

人 数 

寄附金充当

予 定 額 

〇〇の推進、普

及啓発活動 

 

〇〇に係る講師派遣、

チラシ配布、HPの運営 

通期 埼 玉

県内 

15人 〇〇事業に

関心のある

会員、一般

市民 

多数 

10万円 

△△に関する教

育事業 

××地域の小学生を対

象に、△△に関する講

演会を実施 

年３回 地 区

セ ン

タ ー

など 

各 5人 近隣の小学

生 

各回約 80

名程度 

80万円 

◎◎啓発活動 月に一度、◎◎に関す

るイベントを実施 

毎月 法 人

事 務

所 

各 5人 ◎◎事業に

関心のある

会員、一般

市民 

各回約 30

名程度 

60万円 

       

       

       

 

実施予定年月日は、将来の日付
又は「通年」「年〇回」等を記載
する。 

寄附金を充当する予定の事業について、 
申請日時点で予定している範囲で記載する。 

定款の事業名どおりに 
記載する。 
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様式第２０号（第１７条関係） 

役 員 報 酬 規 程 等 提 出 書 

                          令和  年  月  日  

  （宛先） 

        埼玉県知事 

（特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地 埼玉県熊谷市○○町○○番地 

       （特定非営利活動法人の名称） 特定非営利活動法人食生活支援クラブ 

                           代表者氏名 埼 玉  一 郎 

                       電話番号 ○○○-○○○-○○○○ 

      その他の事務所（県内に所在するものに限る。）の所在地及び電話番号  

                          埼玉県○○市○○町○○番地 

                                 ○○○-○○○-○○○○ 

                             代理人氏名 ○○ ○○  

 

  特定非営利活動促進法第５５条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定により、前事業年度（令和○○年４月１日から令和○○年３月３１

日まで）の役員報酬規程等を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊申請書を提出する日 

＊特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地､名称 

事業年度終了後､３カ月
以内に所轄庁に提出す
ること 

 

・役員報酬規程等提出書       □ ある □ ない 

・前事業年度の役員報酬規程及び職員給与規程 

 （前年度から変更がある場合） 

  □ ある □ ない 

・収益の源泉別の明細・借入金明細     □ ある □ ない 

・収益・費用額上位５者までの取引・役員間取引を記載した書

類 
  □ ある □ ない 

・役員等法人関係者からの 20 万円以上の寄附金明細   □ ある □ ない 

・役員等に対する報酬又は給与の状況を記載した書類    □ ある □ ない 

・支出した寄附金の明細      □ ある □ ない 

・海外への送金内容を記載した書類     □ ある □ ない 

・第３表（ロ以外）・付表１・付表２又は監査証明書    □ ある □ ない 

・第４表（初葉）(別紙 17)      □ ある □ ない 

・第５表(別紙 20)       □ ある □ ない 

・第７表(別紙 21)       □ ある □ ない 

・欠格事由チェック表(別紙 22)         □ ある □ ない 

 

(別紙 14､15､16) 

すでに県に提出している規程の内容に
変更がない場合、提出不要。 
 
（提出しない場合） 
最後に提出した事業年度を記載する。 
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 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ この提出書には、次の書類を添付すること。 

 ⑴ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程（法第５５条第１項） 

       ＜提出しない場合＞ 

        最後に役員報酬規程を提出した事業年度     年度 

        最後に職員給与規程を提出した事業年度     年度 

 

 ⑵ 次の事項を記載した書類（法第５５条第１項） 

  ① 前事業年度の収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 

  ② 前事業年度における次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容

に関する事項 

   イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の

最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第１順位か

ら第５順位までの取引 

   ロ 役員等との取引 

  ③ 前事業年度の寄附者（当該特定非営利活動法人の役員、役員の配偶者若しく

は３親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、前事業年度における当

該特定非営利活動法人に対する寄附金の額の合計額が２０万円以上であるも

のに限る。）の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日 

    ④ 前事業年度の役員等に対する報酬又は給与の状況 

     イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（ロに係る部分を除く。） 

     ロ 給与を得た職員の総数及び総額に関する事項 

  ⑤ 前事業年度に支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日 

  ⑥ 前事業年度に海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金

額及び使途並びにその実施日 

 ⑶ 法第４５条第１項第３号（ロに係る部分を除く。）、第４号イ及びロ、第５号

並びに第７号に掲げる基準に適合している旨並びに法第４７条各号のいずれに

も該当していない旨を説明する書類（法第５５条第１項） 
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特定非営利活動促進法第 54条第２項第３号に定める事項を記載した書類 

法人名 特定非営利活動法人食生活支援クラブ 事 業 年 度 ○○年 4 月 1 日～○○年 3 月 31 日 

 
１ 資金に関する事項［①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項］ 

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54 条第２項第３号に定める事項の詳細について規定している特定非営利

活動促進法施行規則第 32 条第１項各号に対応しています。以下同じです。 
 
⑴ 収益の源泉別の明細 

収  益  源  泉  の  内  訳 金       額 
正会員受取会費 ２４０，０００ 円 

賛助会員受取会費 １，２００，０００ 円 

受取寄附金 ４５０，０００ 円 

受取助成金 ６７９，０００ 円 

配食サービス提供事業収益 ６，６００，０００ 円 

講習会・イベント開催事業収益 ６００，０００ 円 

駐車場運営事業収益 １，２００，０００ 円 

受取利息  ３００ 円 

その他雑収益 １，０００ 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                   計 １０，９７０，３００ 円 

 
 

⑵ 借入金の明細 
借       入       先 金       額 

理事長 埼玉 一郎 （短期借入金） ２００，０００ 円 

理事  鈴木 ○○ （短期借入金） ２００，０００ 円 

○○銀行 ○○支店 （長期借入金） ６３２，０００ 円 

 円 

 円 

合        
         計 １，０３２，０００ 円 

 
 ⑶ その他 

該当なし 
 

 
 

内訳は、活動計算書の経常

収益の部と一致する。 

事業収益は、定款の事

業ごとに記載する。 

貸借対照表の負債の部に

借入金がある場合に借入

先ごとに記載する。 

上記（１）、（２）以外に資金

に関する重要な事項（現物寄

附、有価証券の譲渡等）があ

る場合に記載する。 
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２ 取引の内容に関する事項［③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取 引 ロ 役員等との取引］ 
 
 ⑴ 収益の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 
特別養護老人ﾎｰﾑ 

○○○ 
熊谷市○○町○○番地 2,579,200 円 配食サービス 

障害者支援施設 

○○○ 
深谷市○○町○○番地 1,523,500 円 配食サービス 

○○○(株) 熊谷市○○町○○番地 679,000 円 助成金 

(株)○○○ 熊谷市○○町○○番地 300,000 円 駐車場 5台 

寄附者Ａ 熊谷市○○町○○番地 100,000 円 寄附金 

 
 
 ⑵ 費用の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

○○食品(株) 熊谷市○○町○○番地 1,230,683 円 食材仕入れ 

埼玉 一郎 深谷市○○町○○番地 1,200,000 円 役員報酬及び給与 

○○不動産 熊谷市○○町○○番地 756,000 円 作業所地代家賃 

○○スーパー 熊谷市○○町○○番地 721,520 円 食材仕入れ 

職員Ｂ 熊谷市○○町○○番地 650,000 円 賃金 

 
 
 

⑶ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引（ＮＰＯ法人が譲渡等を 
  受ける場合を含む。） 
イ 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 
関  係 

譲渡資産の内容 
譲 渡 
年月日 

譲 渡 価 格 その他の取引条件等 

山田 ○○ 理事 
中古軽自動車買

取 
R5.7.15 50,000 円 現状渡し 

渡辺 ○○ 社員 
中古パソコン売

払い 
R6.3.15 5,000 円 残存価格 5,000円 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
 

取引相手との事業年度の総額 

取引相手との事業年度の総額 

理事、社員等を記載する。 

役員等への費用（給与、賃金等）も含まれる。 

寄附や給与、会
費が含まれる場
合は個人情報の
明記不要 
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ロ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 
関  係 

貸付資産の内容等 
貸 付 
年月日 

対 価 の 額 その他の取引条件等 

埼玉 一郎 理事 借入金 
R6.2.1 
～ 200,000 円 返済予定日 

令和６年９月 

鈴木 ○○ 理事 
自動車のリース

契約 

R6.2.1 
～ 200,000 円  

渡辺 ○○ 社員 
事務所の賃貸借

契約 

R5.4.1 
～ 

R6.3.31 
108,000 円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

 
 
  ハ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

取引先の氏名等 法人との 
関  係 役務の提供の内容 役務の提供

年月日 対 価 の 額 その他の取引条件等 

山田 ○○ 役員 
〇〇事業  

講師謝金 
R5.9.5 3,000 円 講師謝礼支払規定に

よる 

田中 〇〇 社員 
△△事業  

委託契約料 

R5.4.1 
～ 

  R6.3.31 
200,000,000 円 

業務委託契約書によ

る 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
    円  

 

 
 
 

所有する施設の提供があった場合に利用料が発生するもの 

上記の（３）イ、ロ、ハの記入に際しては、ＮＰＯ法人から役員、社員、職員若しくは寄

付者又はこれらの者の親族等に行った資産の譲渡等だけでなく、ＮＰＯ法人に対して行わ

れた資産の譲渡等についても記入します。 
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３ 寄附者に関する事項［④寄附者（役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日］ 

 
氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日 

埼玉 一郎 300,000 円 R5. 4.1 

浦和 花子 180,000 円 R5.12.23 

浦和 花子 50,000 円 R6.1.19 
 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役員及び役員の親族等で当該事業年

度に20万円以上の寄附をした場合に

記載する。 

合算で 20 万円

を超える場合

には、受領年月

日順にそれぞ

れ記載する。 
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４ 役員等に対する報酬又は給与の状況［⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）、ロ 給与を得た

職員の総数及び総額］ 
 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 （注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給について

記載してください。 
（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若し

くは三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者  

 

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）                                                                                                                                           

氏    名 職 名  法人との関係 
（注２） 

報酬・給与の 
区    分 支 給 期 間 等 支 給 金 額 

埼玉 一郎 理事  報酬 R5.4.1～ 
R6.3.31 

2,000,000 円 

浦和 花子 社員 理事の子 給与 R5.4.1～ 
R6.3.31 

1,500,000 円 

職員 A 職員 寄附者 給与 R5.4.1～ 
R6.3.31 

1,200,000 円 

      

      

      

      

      

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 

 

 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 
集 計 期 間  ○○年 4 月 1 日～○○年 3 月 31 日 
 
給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額  

２４ 人 4,680,000 円 
 

 
 
 
 
 

当該事業年度に給与又は賃金を支給した職員の総数と総額を記載する。 

・職員に含まれるもの：パート、アルバイト、契約職員、役員の使用人部分。 

・職員の総数は延べ人数を記載する。（当該事業年度において１人の従業員が 

 継続して勤務して給与の支給を受けた場合は１名） 

・イとロの支給金額の合計額は活動計算書

の給与額と一致する。  

（交通費・法定福利費・福利厚生費は除く） 
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５ 支出した寄附金に関する事項［⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日］ 

 
支出先の名称

等 住所等 支出金額 支出年月日 寄附の目的等 

ＮＰＯ連携

復興支援セ

ンター 

○○県○○市○

○町 

○－○○－○ 

 
50,000 円 R5.7.15 

震災復興支援 

 

ＮＧＯ国際

協力○○○ 

○○県○○市○

○町 

○－○○－○ 

 
50,000 円 R5.11.5 飢餓撲滅支援 

.   .    円 

.   .    円 

.   .    円 

.   .    円 

.   .    円 

.   .    円 

.   .    円 

.   .    円 

 合   計 100,000 円   
 

 
 
６ 海外への送金等に関する事項［⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

その実施日］ 

 

実  施  日 使          途 金   額 

R5.11.15 ＮＧＯとの共同事業を行う際の現地での活動資金 300,000 円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

.    .  
円 

 

当該事業年度に支出した寄附金（助成金含む）について記
載する。 
なお、助成金の支出を行った場合には、助成金の支給後、
遅滞なく「助成金支給実績提出書」（様式第 21号）により
所轄庁へ報告する。 

海外送金等は金額にかかわらず毎事業年度１回の事後提出に
なったので、金額にかかわらず記載する。 
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 資産の譲渡等の内容に関する事項［②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項］ 
 

 
⑴ 資産の譲渡に係る料金及び条件等（ＮＰＯ法人が譲り受ける場合を含む。） 

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

パソコン（購入） 160,000 円  

弁当各種（配食用） 500～1,000 円 別添料金表参照 

セミナー教材冊子 200 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 
 ⑵ 資産の貸付けに係る料金及び条件等（ＮＰＯ法人が貸付けを受ける場合を含む。） 

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

事務所 100,800 円 月額 8,400円×12カ月 

作業所 756,000 円 月額 63,000円×12カ月 

駐車場 1,200,000 円 月額 5,000円、20台 

 円  

 円  

 円  

 円  

   

 
 ⑶ 役務の提供に係る料金及び条件等（ＮＰＯ法人が役務の提供を受ける場合を含む。） 

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等 

セミナー参加費（年 2回） 30,000 円 別添開催チラシ参照､1人 300円 

講師謝金（外部講師） 5,000 円 謝金規定 

講師謝金（内部講師） 3,000 円 謝金規定 

イベント参加費（年 2回） 90,000 円 1団体 3,000円 

イベント入場料 50,000 円 大人 100円 

 円  

 円  

 円  

 円  
 

○譲渡資産の内容、料金及び特定の者に対する割引販売等における条件を

記載する。 

 なお、個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付することも可能。 

★土地、建物、車両、器具備品などの資産の譲渡、販売する目的で仕入れ

 

○貸付資産の内容、料金及び特定の者に対する割引等における条件を記載する。 

  なお、個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付することも可能。 

★土地、建物、車両、器具備品などの資産の貸付けがある場合に記載する。 

○役務の提供の内容、料金及び特定の者に対する割引等における条件を記載する。 

  なお、個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付することも可能。 

★法人がサービスを提供したり、又は、サービスの提供を受けた場合に記載する。 

下記の２（１）～（３）の記入に際しては、ＮＰＯ法人が行った資産の譲渡等だけでなく、

ＮＰＯ法人に対して行われた資産の譲渡等についても記入します  

※この書類は所轄庁へ提出する必要はありません  
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「特定非営利活動促進法第 54条第２項第３号に定める事項を記載した書類」記載要領 

 

１ 「１ 資金に関する事項」欄 

  ⑴欄には、受取寄附金、○○事業収益、○○資産売却益、受取利息等の収益の源泉別の内訳を記載します。 

  ⑵欄には、借入金がある場合に、その借入先ごとの内訳を記載します。 

 ⑶欄には、上記の他に資金に関する重要な事項がある場合に記載します。 

 

２ 「２ 資産の譲渡等の内容に関する事項」欄 

  ⑴～⑶の各欄には、譲渡資産等の内容、料金及び特定の者に対する割引販売等の譲渡等における条件を記載します。 

個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付する場合には、その旨を記載します。 

 

３ 「３ 取引の内容に関する事項」欄 

  ⑴及び⑵の各欄には、収益及び費用が生ずる取引それぞれについて取引金額の最も多いものから上位５者に対する、

取引内容等について記載します。 

  ⑶の各欄には、役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等との取引等について記載します。 

（注意事項） 

この場合の「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三

親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ 「４ 寄附者に関する事項」欄 

  当期中の寄附者のうち、役員、役員の親族等で寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上の者について記載し   

ます。 

（注意事項） 

この場合の「役員の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員の配偶者若しくは三親等以内の親族 

② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

 

５ 「５ 給与の総額等に関する事項」欄 

当期中に給与を支給した従業員の総数と総額を記載します。 

 

６ 「６ 支出した寄附金に関する事項」欄 

  当期中に支出した寄附金（助成金を含みます。）について記載します。 

 

７ 「７ 海外への送金等に関する事項」欄 

  海外への送金又は金銭の持出しを行った場合に記載します。 

 

 
 

※200万円を超える海外への送金等に係る事前作成書類の備え置きについて 

 平成 28年改正法の施行日（平成 29年 4月 1日）に既に認定又は仮認定を受けていた NPO法人につい

ては、平成 29 年 4 月 1 日の属する事業年度以前に海外への送金又は金銭の持ち出し（その金額が 200

万円を超えるもの）を行う際に作成した書類（注）を、その作成の日から 3年を経過した日を含む事業
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認定基準等チェック表 （第３表）        （初葉） 

法人名 特定非営利活動法人食生活支援クラブ ﾁｪｯｸ欄 

３ 運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること 

 イ  役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ３分の１以下であること 
✔ 

   ⑴  役員及びその親族等 

   ⑵  特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等 

 ロ  各社員の表決権が平等であること 

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記 

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること 

ニ  支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと 

 イ 

   項  目 

 

 

 

 

区  分 

役員数 

最も人数が多

い「親族等」

のグループの

人数 

割 合 

 

（②÷①） 

最も人数が多い「特定の

法人の役員又は使用人で

ある者及びこれらの者の

親族等」のグループの人

数 

割 合 

 

（④÷①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ 

ⓐ 
令和５年 4 月 1 日～ 

 令和６年 3 月 31 日 ７人 ２人 ２８％ ２人 ２８％ 

ⓑ 年 月 日～ 年 月 日 
人 

人 
％ 人 ％ 

ⓒ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓓ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

ⓔ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

申 請 時 
人 人 ％ 人 ％ 

  ㊟ 各欄の人数等は、第３表付表１「役員の状況」から転記してください。 

 

  ロ 

各社員の表決権が平等である ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

 上記を証する書類の名称とその内容等 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ   

  

（注意事項） 

・認定基準等チェック表（第 3 表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記

載及び添付する必要があります。その場合、上記ロの記載の必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項

について、省略することができます。 

（別紙１４） 

 
 

各表のチェックを忘れずに！ 

※「✔」又は「○」 

当該事業年度を記載する。 

ロは記載不要 

「親族等」や「特定の法人の役員又は使用人で

ある者並びにこれらの者の親族等」のグループ

の人数の割合が役員の３分の１以下でなければ

ならない。 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。

（ⓐが当該事業年度） 

別紙 15｢役員の状況｣の人数と一致する。 
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第３表（次葉） 
ハ 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

会計について公認会計士又は監査法人の

監査を受けている 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書

類の保存を青色申告法人に準じて行って

いる 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

㊟ 該当する項目を○で囲み、監査証明書又は第３表付表２「帳簿組織の状況」を添付してください。 

 二 

項       目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  
（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項に

ついて、省略することができます。 

 
 

「認定基準等チェック表」（第３表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イの各欄 

 

区分欄の「ⓐ」から「ⓔ」欄には、実績判定期間

の各事業年度（又は各年）を記載します。 

第３表付表１「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。 

 

ロの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

 「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、

例えば、「定款（又は会則）第○条に正社員の表決権

（又は議決権）は平等に一票を与えると規定」のよ

うに記載します。 

 

ハの各欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

① 「会計について公認会計士又は

監査法人の監査を受けている」の

「はい」に「○」した場合には監

査証明書を添付してください。 

② 「帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存を青色申告

法人に準じて行っている」の「は

い」に「○」した場合には、第３

表付表２「帳簿組織の状況」を記

載し添付してください。 

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。 

なお、「ⓐ」から「ⓔ」については、上記イに記載

する各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したものです。 

 

 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。

（ⓐが当該事業年度） 

｢はい｣の場合、第 3 表付表 2
「帳簿組織の状況」により帳
簿書類を明確にする。 

外部監査を意味する。
法人監事による内部監
査ではない。 
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役 員 の 状 況           第３表付表１ 

法人名 
特定非営利活動法人 
食生活支援クラブ 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

役  員  数 ７人 人 人 人 人 人 

 ⑴ 最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数 

２人 人 人 
人 人 人 

⑵ 最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数 

２人 人 人 人 人 人 

 

役 員 の 内 訳 

氏  名 住  所 職名 続柄等 

就 任 等 の 状 況 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時 
就任・退任 

年月日 

埼玉 一郎 熊谷市○○町○○

番地 

理 事

長 

 
○   

    

就任 

Ｈ２２.６.１ 

鈴木 ○○ 熊谷市○○町○○

番地 

理 事 障害者支

援施設○

○○理事 
○   

    

就任 

Ｈ２２.６.１ 

山田 ○○ ○○市○○町○○

番地 

理 事 障害者支

援施設○

○○理事 
○   

    

就任 

Ｈ２２.６.１ 

佐藤 ○○ ○○市○○町○○

番地 

理 事  
○ 

 
 

    

就任 

Ｈ２２.６.１ 

埼玉 ○○ ○○市○○町○○

番地 

理 事 理事長 

の息子 
○   

    

就任 

Ｈ２２.６.１ 

加藤 ○○ ○○市○○町○○

番地 

監 事  
○   

    

就任 

Ｈ２２.６.１ 

渡辺 ○○ ○○市○○町○○

番地 

理 事  
○ 

 
 

    

就任 

Ｈ２９.６.１ 

小林 ○○ ○○市○○町○○

番地 

理 事  
   

   就任 

Ｈ２２.６.１

退任 

Ｒ５.５.３１ 

    
   

    

           

           

           

           

（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事

項について、省略することができます。 

（別紙１５） 

 
 

当該事業年度に役員として在籍

したすべての者を記載する。 

（事業年度途中退任者も含む） 

初めて就任した

年月日及び退任

した年月日を記

載する。 

親族等の続柄、

特定の法人にお

ける役職等を記

載する。 

事業年度の途中

で退任した場合

には「○」を記

載しない。 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。

（ⓐが当該事業年度） 

事業年度末日にお

ける役員数を記載

する。 

役員の内訳の「続

柄等」を(1)(2)に

振り分ける。 

例：事業年度の途中で理事⇒監事、又は、監事⇒理事に就任した場合は、

理事及び監事の就任状況を別々に記載する。（２段書きになる） 

「〇」の数は「役

員数」と一致する。 
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「役員の状況」 第３表付表１ 記載要領 

 

１ 「役員の内訳」欄は「親族等」又は「特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等」のグル

ープごとに記載します。 

 

２ 「就任等の状況」の「ⓐ」から「ⓔ」及び「申請時」の各欄は役員であった時期に「○」を付します。 

  なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」については、認定基準等チェック表（第３表）のイに記載する各期間（「ⓐ」か

ら「ⓔ」）を示したものです。 

 

３ この表において、「親族等」とは特定非営利活動法人の役員である次の者が該当します。 

 ① 役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

 ③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

 ④ ②又は③に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ この表において、「特定の法人の役員又は使用人である者並びにこれらの者の親族等」とは特定非営利活動法

人の役員である次の者が該当します。 

 ① 特定の法人の役員又は使用人 

 ② ①に掲げる者と役員の配偶者及び三親等以内の親族 

 ③ ①に掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

④ ①に掲げる者の使用人及び使用人以外の者で当該①に掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計

を維持している者 

 ⑤ ③又は④に掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

５ 上記の「特定の法人」には、特定の法人との間に発行済株式の総数又は出資の総額（以下「発行済株式の総数

等」といいます。）の 50%以上の株式の数又は出資の金額（以下「株式の数等」といいます。）を直接又は間接

に保有する関係にある法人を含みます。 

  なお、50%以上の株式の数等を直接又は間接に保有する関係とは以下のとおりです。 

  ○ 直接に保有する関係 

一の法人が他方の法人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人と他方の

法人との関係（以下「直接支配関係」といいます。） 

○ 間接に保有する関係 

一の法人及び一の法人と直接支配関係にある法人又は一の法人と直接支配関係にある法人が、他方の法

人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人、一の法人と直接支配関係にあ

る法人及び他方の法人との関係 
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   帳 簿 組 織 の 状 況        第３表付表２ 

法 人 名  特定非営利活動法人食生活支援クラブ 

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間 

 

総勘定元帳 

会計ソフト（〇〇）使用 

ドッチファイル 

 

随時 

 

7 年 

 

現金出納帳 

会計ソフト（〇〇）使用 

フラットファイル 

 

随時 

 

7 年 

 

仕訳帳 

 

ドッチファイル 

 

随時 

 

7 年 

 

収入・支出・振替伝票 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7 年 

 

領収書（控え） 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7 年 

 

寄附者名簿 

 

フラットファイル 

 

随時 

 

7 年 

 

給与・賃金台帳 

給与計算ソフト（△△）

使用 

フラットファイル 

 

毎月 

 

7 年 

    

    

 
 
 
 
 
 
 

   

（記載要領） 

・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「現金出納帳」、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。 

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「３枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。 
・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。 

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した

内容に変更がない場合は、添付を省略することができます。 

（別紙１６） 

 
 

《参考》認定ＮＰＯ法人ガイドブック埼玉県版 Ｑ＆Ａ抜粋 
（問 29）経理に関する基準に「帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存について青
色申告法人に準じて行われている」こととありますが、どのような帳簿書類の備付けなどが必要
ですか。 
（答）青色申告法人の帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存について、その具体 
  的な内容は以下のとおりです。 
 ① 資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引を複式簿記の原則に従って、整然と、 
   かつ、明りょうに記録し、その記録に基づいて決算を行うこと。 
 ② 仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿を備え、取引に関する一定事項を記載すること。 
 ③ 仕訳帳には、取引の発生順に、取引の年月日、内容、勘定科目及び金額を記載し、総勘 
   定元帳には、その勘定ごとに記載の年月日、相手方勘定科目及び金額を記載すること。 
 ④ たな卸表を作成すること。 
 ⑤ 一定の科目をもって貸借対照表及び損益計算書を作成すること。  
 ⑥ 帳簿書類を７年間整理保存すること。 
（注）NPO法上の活動計算書を作成していれば、⑤の損益計算書を作成していることとして   
  取り扱っても差し支えありません。 

会計ソフト等を使用し

ている場合はソフト名

を記載する。 

名を 載 
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認定基準等チェック表 （第４表）        （初葉） 

法人名 特定非営利活動法人食生活支援クラブ ﾁｪｯｸ欄 

４ 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること 
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと ✔ 

ロ 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配

する法人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の

選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目

的とした事業を行う者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対

し寄附を行わないこと 
 ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が

80％以上であること 

 ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の 70％以上を特定非営利活動の事業費に充てていること 

 
イ 

 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  

宗教の教義を広め、儀式を行い、

及び信者を教化育成する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

政治上の主義を推進し、支持し、

又はこれに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

有 ・ 無 
有 ・ 無 有 ・ 無 

特定の公職の候補者若しくは公

職にある者又は政党を推薦し、支

持し、又はこれらに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 
ロ 
 
 

項        目 ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時  
 

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対

する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対する

報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役員等

に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該

資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と認め

られる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と

当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業

の運営に関して特別の利益の供与の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特

定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

  

（注意事項） 

・「認定基準等チェック表（第 4 表）」は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第 4 表（次葉）」（ハ及びニ）の記載及び添付の必要はあり

ません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項につ

いて、省略することができます。 

 

（別紙１７） 

 
 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。

（ⓐが当該事業年度） 
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「認定基準等チェック表」（第４表）記載要領 

 
 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

イ及びロの各欄共通 
 

該当する一方を「○」で囲みます。 
 
「役員等」とは、役員、社員、職員若しくは寄附

者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以

内の親族又はこれらの者と特殊の関係のある者を

いいます。 

「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある関係 

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該

役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者

の配偶者若しくは三親等以内の親族から受ける

金銭その他の財産によって生計を維持している

関係 

③ 上記①又は②に掲げる関係にある者の配偶者

及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 

第４表付表１及び２「財産の

運用及び事業運営の状況等」を

記載し添付してください。 

なお、当該「ⓐ」から「ⓔ」

については、認定基準等チェッ

ク表（第３表）のイに記載する

各期間（「ⓐ」から「ⓔ」）を示

したものです。 
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認定基準等チェック表 （第５表） 

法人名 特定非営利活動法人食生活支援クラブ ﾁｪｯｸ欄 

５ 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること 
✔ 

 イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 

 ロ 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

 二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類 

ヘ 助成の実績を記載した書類 

 

 
 
 

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除き

これをその事務所において閲覧させることに同意する。 

同  意  
 する しない 

イ 

① 事業報告書等（事業報告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録、年間役員名簿、社員のうち 10

人以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面） 
② 役員名簿 
③ 定款等（定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し） 

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

ホ 

次の事項を記載した書類 
① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位５者との取引 
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引 
④ 寄附者（役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日 
⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項 
⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日  
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

ヘ 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し 

 

 

（注意事項） 

・認定基準等チェック表第 5 表は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に記載及び添付する必

要があります。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。 

（別紙２０） 

 
 

認定の有効期間中 
（特例認定 3 年間） 

作成の日から 5 年が経過した事業年度の末日 

作成の日から 5 年が経過した事業年度の末日 

認定ＮＰＯ法人の閲覧書類（閲覧可能年分）について 
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「認定基準等チェック表」（第５表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

「同意」欄 

 

 

該当する一方を「○」で囲みます。 

 

閲覧に関する細則（社内規

則）等がある場合には、その細

則（社内規則）等を添付してく

ださい。 

「ホ」欄  ③、④の「特殊の関係」とは、

次に掲げる関係をいいます。 

① 婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の

事情にある関係 

② 使用人である関係及び使

用人以外の者で当該役員か

ら受ける金銭その他の財産

によって生計を維持してい

る関係 

③ 上記①又は②に掲げる関

係にある者の配偶者及び三

親等以内の親族でこれらの

者と生計を一にしている関

係 
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７ 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により

何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと 

ﾁｪｯｸ欄 

✔ 

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実 

その他公益に反する事実の有無 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  ㊟ 認定基準等チェック表（第７表）は、法第 55 条第 1 項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提

出時に記載及び添付する必要があります。 

 
 

（注意事項） 

・法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）の提出時に当たっては、認定基準等チェック表（第６表

及び第８表）は、記載する必要はありません。 

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表（第６表及び第８表）の記載の必要はありませ

ん。また、法第 55 条第１項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事項について、省略することができ

ます。 

 

 

「認定基準等チェック表」（第７表）記載要領 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「ⓐ」から「ⓔ」については、

認定基準等チェック表（第３

表）のイに記載する各期間

（「ⓐ」から「ⓔ」）を示したも

のです。 

 
 

認定基準等チェック表 （第７表） 

法人名 特定非営利活動法人食生活支援クラブ 

ⓐ～ⓔは事業年度を示す。

（ⓐが当該事業年度） 

（別紙２１） 
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欠格事由チェック表 

法人名 特定非営利活動法人食生活支援クラブ ﾁｪｯｸ欄 
認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該

当する法人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。 
１ 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合 

✔ 

イ  認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を
取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前１年内に当該認定特定非営
利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日
から５年を経過しないもの 

 ロ  禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５年
を経過しない者 

ハ  特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204 条
等 （注１）若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に
違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなっ
た日から５年を経過しない者 

二  暴力団の構成員等 （注２） 

２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 
３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 
４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３年を経過しな

い法人（認定、特例認定及び認定の有効期間の更新の申請時には、所轄税務署長等から交付を受けた納税
証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書の
添付が必要となります）。 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 
６ 次のいずれかに該当する法人 

イ 暴力団 
ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 

 
 １ 役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無  
  イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が

特例認定を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前

１年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務

を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しない者の有無 

 

有 ・ 無 

 

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなっ

た日から５年を経過しない者の有無 
有 ・ 無 

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、

若しくは刑法 204 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若

しくは地方税に関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わ

った日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者の有無 

有 ・ 無 

二 暴力団の構成員等の有無 有 ・ 無 
  
 ２ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から５年を経過しない法人 はい・ いいえ  
 

３ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 はい・いいえ 
 

４ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３

年を経過しない法人 はい・いいえ 

添付

書類 

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記４に係る所轄税務署長等か

ら交付を受けた納税証明書｢その４｣並びに関係都道府県知事及び市区町村長から交付を

受けた滞納処分に係る納税証明書を添付すること(役員報酬規程等提出書には添付不要) 
はい・いいえ 

 

５ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しない法人 はい・いいえ 
 

６ 次のいずれかに該当する法人 
 イ 暴力団 はい・いいえ 

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい・いいえ 
 

（別紙２２） 

 
 

チェック不要 
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（注意事項） 

１ 「刑法 204 条等」とは、刑法第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の 3、第 222条若しくは第 247 条をいいま

す。 

２ 「暴力団の構成員等」とは、法第 12 条第 1 項第 3 号ロに規定する暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構

成員を含みます。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者をいいます。 
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